
第第 1100  建建設設業業のの労労働働災災害害防防止止ににつついいてて  
   

建設業における労働災害については、他産業に比べ、死亡災害などの重篤な災害が多い傾向にあり、災害

の種類については、「墜落・転落災害」及び「重機災害」、「崩落・倒壊災害」のいわゆる三大災害が全体の 3
分の 2 程度を占めており、これらの災害の防止に強力に取り組む必要がある。 

  このため、建設業労働災害防止協会では、建設業における労働災害防止 5 か年計画を定め、災害発生件数

の抑制目標の達成に向け種々の取り組みを進めており、特に、墜落・転落災害に対しては、毎年度キャンペ

ーンを開催している。 
 

 「「墜墜落落・・転転落落災災害害撲撲滅滅キキャャンンペペーーンン」」のの概概要要  
  
ⅠⅠ 趣趣旨旨 
   平成 30 年度からスタートした「第 8 次建設業労働災害防止 5 カ年計画」において、死亡災害の平均発生

件数を第 7 次計画の平均発生件数と比較して 15％以上減少させることを目標としている。 
   また、死亡災害の 4 割を占める墜落・転落災害についても、同様に 15％以上の減少を目標としており、

日頃から実施する墜落・転落災害防止対策に加え、協会及び会員等は、墜落制止用器具の適正な使用方法

等の周知を行い、更なる墜落・転落災害防止対策の徹底に取り組むこととする。 
  
ⅡⅡ 期期  間間  
      平成 30 年を初年度、令和 4 年度を最終年度とし、毎年 8 月 1 日から 9 月 10 日までの期間とする。 
          ※国の推進する「STOP!熱中症 クールワークキャンペーン（準備 4 月、実施 5 月から 9 月）と期間が重

なっているが、この期間の災害発生件数が多いことから、「3 つの密」を避けるなど新型コロナウイルス感

染防止に配慮しながら、熱中症対策と併せて取り組むこととする。 
  
ⅢⅢ  実実施施内内容容  

11.. 墜落・転落災害を防止するための基本事項の確認 
作業床の設置・手すり等の確認・安全帯の使用・踏み抜き防止措置・足場からの墜落防止 
足場の点検の実施・作業主任者の選任・特別教育の実施・安全衛生教育 

22.. 足足場場用用墜墜落落防防止止用用設設備備のの作作業業開開始始前前点点検検のの徹徹底底  
33.. フフルルハハーーネネスス型型安安全全帯帯のの適適正正使使用用のの徹徹底底  
44.. 広広報報活活動動のの積積極極的的なな推推進進  

（1） スローガン等の設定  建設工事従事者の意識向上のため、スローガンを設定する。 
（2） 広報活動の実施 

① 広報紙「建設の安全」にキャンペーンの実施と内容等を掲載する。 
② キャンペーンリーフレットを作成する。 
③ 啓発用ポスター、ワッペン、のぼりを分布する。 

 
建建設設業業労労働働災災害害防防止止協協会会茨茨城城県県支支部部  

TTEELL::002299--330000--44663388  
FFAAXX::002299--330000--44663399  

第10　建設業の労働災害防止について
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第第 1111  公公共共工工事事等等のの出出来来高高融融資資制制度度ののごご案案内内  
  

茨茨城城県県建建設設業業協協同同組組合合  
  
 茨城県建設業協同組合では、建設業振興対策の一環として、国や県、地方公共

団体等が発注する建設工事や公共性のある民間工事を受注した元請建設企業が、

その工事の出来高に応じて、工期中にその出来高部分を低利により随時、資金化

することができる 2 つの融資事業（地域建設業経営強化融資事業・茨城県建設業

振興資金事業）を実施しております。 
 茨城県建設業協同組合が金融機関から借り入れる転貸融資であるため、金融機

関の融資枠を利用しません。これにより、保証人・担保が不要なうえ、低金利か

つ迅速に融資が受けられます。 
 機会ある毎に有効にご利用いただき、経営の安定と公共工事等の円滑、かつ適

正な施工の確保にお役立ていただければ幸いです。 
制度の主な内容は次のとおりです。  
  
  
◎◎地地域域建建設設業業経経営営強強化化融融資資事事業業・・茨茨城城県県建建設設業業振振興興資資金金事事業業ににおおけけるる  
  共共通通項項目目  
  
１１．．利利用用条条件件  

工事代金債権を茨城県建設業協同組合に債権譲渡することについて発注者が

認めた工事であること。 
２２．．融融資資のの金金利利 

年利１．２％ 
３３．．融融資資ででききるる金金額額  

（１）中間の融資額 
（請負金額×工事出来高率－既受領済額－違約金）×９５% 

※違約金とは、工事不履行による契約解除の際のもので、ここでは請負金額の 10％ 

（２）竣工の融資額 
（請負金額―既受領済額）×９０％ 

４４．．融融資資のの精精算算  
債権譲渡を受けた工事代金を発注者から受領した時、速やかに融資額と利息

を精算し残額をお支払いたします。 
５５．．融融資資額額のの算算定定例例                      （単位：千円） 

請負金額 出来高率 前払金 
(40％の場合) 

違約金 
（10％） 融資額 

 30,000  80％ 12,000  3,000  8,550 
 50,000  80％ 20,000  5,000 14,250 
100,000  90％ 40,000 10,000 38,000 
100,000 100％ 40,000 ― 54,000 

※2 つの融資制度ともに同様の算定方法です。 
  

　　第11　公共工事等の出来高融資制度のご案内
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①①地地域域建建設設業業経経営営強強化化融融資資事事業業ににつついいてて  

（（地地域域建建設設業業経経営営強強化化融融資資制制度度・・下下請請セセーーフフテティィネネッットト債債務務保保証証））  
  
１１．．制制度度のの特特徴徴  

国土交通省が中小・中堅建設企業の資金繰り対策としておこなう公的な融資

制度です。また、本制度における借入金は、経営状況分析「負債回転期間」

の負債合計額から控除することができるため、Y 評点のアップに繋がります。 
２２．．対対象象ととななるる工工事事  

発注者が債権譲渡を認めている国、県及び市町村工事 
発注者が債権譲渡を認めている公共性のある民間工事 

３３．．融融資資すするる期期間間  
原則として 120 日以内。ただし、工事代金の支払いがあるまで延長。 

  
  
  
②②茨茨城城県県建建設設業業振振興興資資金金事事業業ににつついいてて  

（（工工事事代代金金立立替替制制度度））  
 
１１．．制制度度のの特特徴徴  

茨城県から借り入れた資金をもとに、茨城県等が発注する建設工事を受注し

た県内建設企業が、工事代金債権を担保として低利な資金繰りを図り、経営

の安定と健全な発展、並びに県工事の円滑かつ適正な施工の確保を推進する

ことを目的におこなう融資制度です。 
２２．．対対象象ととななるる工工事事  

茨城県（本庁、企業局、各出先機関等）発注工事 
茨城県開発公社、茨城県道路公社等発注工事 

３３．．融融資資すするる期期間間  
原則として 60 日以内。ただし、工事代金の支払いがあるまで延長。 

 
 
①地域建設業経営強化融資事業（地域建設業経営強化融資制度・下請セーフティ

ネット債務保証）、②茨城県建設業振興資金事業（工事代金立替制度）ともに、申

請に係る書類等は、一般社団法人茨城県建設業協会ホームページよりダウンロー

ド可能となっております。本制度に関するご質問やご相談などがございましたら、

お気軽にお問合せください。 
 

【お問合せ先】 
茨城県建設業協同組合 
水戸市大町 3-1-22  
TEL 029-221-5126  
FAX 029-225-1158 
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第12　建設キャリアアップシステムについて
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○○建建設設業業退退職職金金共共済済制制度度  
 この制度は、建設業を営む事業主が勤労者退職金共済機構と退職金共済契約を結んで共済契約者となり、建設

現場で働く労働者を被共済者として、その労働者に当機構が交付する共済手帳に労働者が働いた日数に応じ掛金

を納付し、その労働者が建設業界の中で働くことをやめたときに、当機構が直接労働者に退職金を支払うという

ものです。この制度は、建設現場で働く人たちのために、中小企業退職金共済法という法律によって国がつくっ

たもので、当機構がその運営にあたっております。これにより、建設業で働く人たちの福祉の増進と雇用の安定

を図り、ひいては、建設業の振興と発展に役立てることをねらいとするものです。 
 
国国のの制制度度５５つつのの特特長長  
１. 国の制度なので安全確実かつ簡単 

退職金は国で定められた基準により計算して確実に支払われます。手続きはきわめて簡単です。 
２． 退職金は企業間を通算して計算 

退職金は、働く企業がかわっても、それぞれの期間を全て通算して計算されます。 
３． 国が掛金の一部を負担 

新たに加入した労働者(被共済者)は、国が掛金の一部(初回交付の手帳の 50 日分)を補助します。 
４． 掛金は損金扱い 

掛金は、法人では損金、個人では必要経費として全額非課税となります。 
５． 経営事項審査で加点 

公共工事の入札に参加するための経審において、制度に加入し履行している場合には、加点評価    

されます。 
６． 電子申請で手続き可能 

    掛金は、インターネットを利用して電子的に納付することも可能です。これにより、事業主は、共済証

紙の購入・貼付・消印および共済証紙の現物管理が不要となります。また、労働者はいつ、どこの事業

主で掛金が納められたか確認することが出来るため、掛金納付実態の透明化が図れます。 
 
【退職金の請求】 
１．退職金は、今までに貼られた証紙および電子申請により掛金納付された日数の合計が１２月（２１日を１ヵ

月と換算）以上で次の退職事由に該当する場合に支給されます。掛金納付月数が１２月以上２４月未満の場合、

退職金の額は掛金納付額の３～５割程度の額となります。（遺族請求は計算が異なります。） 
（１）自分で独立して仕事をはじめた。 
（２）無職になって、今後どこにも就職しなくなった。 
（３）建設関係以外の事業主に雇われた。 
（４）建設関係の事業所の社員や職員になった。 
（５）けが、又は病気のため仕事ができなくなってやめた。 
（６）満５５歳以上になってやめた。 
（７）本人が死亡した。（死亡したときは、退職金は遺族に支払われます。） 
 
２．退職金を請求するときは、退職金請求書（各都道府県建退共支部に有ります。）に必要事項をもれなく記入

し、手帳・住民票・身元確認書類（運転免許証等の写し）・振込金融機関の通帳等の写し・退職所得の受給に関

する申告書等を添えて支部に提出してください。 
 
３．退職金は、「口座振込（普通預金）」によりお受け取りできます。 
 
【掛金日額３２０円からはじめた場合の退職金額早見表】                  （R4.4.1 現在） 
貼付枚数（枚） 年数（月数） 退職金（円） 貼付枚数（枚） 年数（月数） 退職金（円） 

 252 1 年 ( 12 月) 24,192   1,764 7 年 ( 84 月) 600,231   
 378      ( 18 月) 49,728   2,016 8 年 ( 96 月) 696,999   
 483      ( 23 月) 78,624   2,268  9 年 (108 月) 793,767   
 504 2 年 ( 24 月) 161,280   2,520 10 年 (120 月) 893,559   
 756 3 年 ( 36 月) 241,920   3,780 15 年 (180 月) 1,409,319   
1,008 4 年 ( 48 月) 325,786   5,040 20 年 (240 月) 1,933,479   
1,260 5 年 ( 60 月) 414,087   6,300 25 年 (300 月) 2,474,439   
1,512 6 年 ( 72 月) 503,463   7,560 30 年 (360 月) 3,038,919   

○証紙２５２日分を１年として計算した場合の退職金額です。 
○３２０円以前の貼付実績がある場合は、ホームページで概算退職金を試算することができます。 
 
 
 

問問いい合合わわせせ先先 
   建退共茨城県支部    水戸市大町３－１－２２  電話 029-225-0095 
   勤労者退職金共済機構建設業退職金共済事業本部 

ＵＲＬ：http://www.kentaikyo.taisyokukin.go.jp 

第13　建設業退職金共済制度、建設共済保険（法定外労災補償制度）、建設業

　　　労働災害防止協会について
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○○建建設設業業労労働働災災害害防防止止協協会会  

建設業労働災害防止協会は昭和３９年６月２９日に公布された「労働災害防止団体等に関する法律」

に基づく告示により、特に災害の多い建設、陸上貨物、港湾荷役、林業、鉱業についてそれぞれ業種別

に労働災害防止協会を設立することとなり、昭和３９年９月１日、労働大臣の認可を受け、設立されま

した。 
ⅠⅠ  建建災災防防のの使使命命  

労働災害防止団体等に関する法律第３６条に規定されている 
① 労働災害防止規程を設けること。 
② 会員に対して労働災害防止に関する技術的な事項について指導及び援助をすること。 
③ 機械、器具の試験及び検査、労働者の技能に関する講習、情報の収集及び提供、調査及び広報を行

うこと。 
④ これらの業務に付帯する業務を行うこと。 
ⅡⅡ  組組織織  

建設業労働災害防止協会は、本部を東京都港区芝５－３５－２に置き、各都道府県に支部を置く。ま

た各支部は県内に複数の分会をおいて各種事業活動を展開しています。 
建設業労働災害防止協会は、平成元年７月１８日より、特別の法律により設立される民間法人となり、

その内容については下記のとおりとなりました。 
条件１ ：特別の法律により設置数を限定されている。 
条件２ ：国が役員を任命しない。 
条件３ ：国またはこれに準ずる者の出資がない。 
建設業労働災害防止協会茨城県支部においては、事務局を水戸市大町３丁目１番２２号（茨城県建設

センター内）におき、一般社団法人茨城県建設業協会支部所在地単位等により、分会を置いて、事業活

動を展開しています。 
ⅢⅢ  事事業業のの内内容容  
（（１１））各各種種建建設設現現場場安安全全パパトトロローールルのの実実施施  

茨城県支部においては、上記記載の建災防の使命に基づき、各種事業を展開していますが、直接労働

災害防止にかかわる事業としては、支部が本部に推薦し本部が委嘱をした「安全指導者」が直接現場に

出張し、現場安全を指導する事業（７月は主として木造低層工事現場を対象、１２月・１月にあっては

年末年始土木建築現場に対して、３月には年度末の建設現場の追い込み時期の労働災害防止を目的とし

て、又１１月については、（公社）建設荷役車輌安全技術協会との共催による車両系建設機械の労働災

害防止のための活動）を行っています。このほか各分会の独自判断による、建設現場の災害防止活動に

従事しております。 
（（２２））各各種種安安全全大大会会のの開開催催・・参参加加  

支部は、事業場・労働者の安全意識の高揚・定着化を目的として安全大会を企画運営するほか、優良

事業場・優良従業員の表彰を実施しております。 
支部独自で実施するものとしては、７月に展開される安全週間の準備月間である６月に「死亡災害ゼ

ロ推進大会」を開催、１０月は県内の労働災害防止団体との共催により「茨城県労働安全衛生大会」を

開催しています。又、本部が企画運営する、全国建設業労働災害防止大会に参加し、各種労働安全衛生

の情報の収集に例年従事しております。 
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ⅣⅣ  支支部部がが独独自自にに実実施施すするる技技能能講講習習等等事事業業  

支部は、労働局に登録した登録教習機関として、労働安全衛生法に基づく各種作業主任者･技能

講習を実施するほか、労働安全衛生法に基づき事業者が実施しなければならない特別教育、その他

教育を実施しております。これら教育・講習のうち茨城県支部が実施する種類は下表のとおりです。

（技能講習については、受講資格制限のある講習がありますので、確認して下さい） 
 
 

表表                                                                  

（令和 4 年４月１日現在の講習科目・受講費用）  

講講  習習  科科  目目  受受講講費費用用  講講  習習  科科  目目 受受講講費費用用  

技技能能講講習習（（テテキキスストト代代をを含含むむ））   技技能能講講習習（（テテキキスストト代代をを含含むむ））   

足場の組立て等作業主任者 11,600 型枠支保工の組立て等作業主任者 11,910 
地山の掘削及び土止め支保工作業主任者 17,600 コンクリート工作物解体等作業主任者 12,590 
建築物の鉄骨の組立て等作業主任者 12,270 木造の組立て等作業主任者 11,490 
石綿作業主任者 13,200   
玉掛け技能講習 23,000 小型移動式クレーンの運転技能講習 42,000 
高所作業車の運転技能講習 41,000 車輌系建設機械（整地・運搬・積込み用

及び掘削用）運転技能講習 43,500 
  

特特別別教教育育（（テテキキスストト代代をを含含むむ））   特特別別教教育育（（テテキキスストト代代をを含含むむ））   
ローラー系機械（締固め用）の運転（実技を含む） 15,000 酸素欠乏・硫化水素危険作業 8,410 
自由研削といし（実技を含む） 10,400 石綿取扱い作業従事者 8,200 
低圧電気取扱業務特別教育（実技を含む） 17,500 のり面ロープ高所作業 10,600 
小型車輌系建設機械（整地・運搬・積込み

用及び掘削用）の運転（実技を含む） 
17,470 

足場特別教育 8,300 
フルハーネス型安全帯特別教育（6H） 10,300 

そそのの他他のの講講習習（（テテキキスストト代代をを含含むむ））   そそのの他他のの講講習習（（テテキキスストト代代をを含含むむ））  

職長・安全衛生責任者教育 18,500 安全衛生推進者初任時教育 9,180 
職長・安全衛生責任者能力向上教育 9,600 刈払機取扱作業者に対する安全衛生教育 11,200 
現場管理者統括管理教育 9,280 足場の組立て等作業主任者能力向上教育 9,500 
斜面の点検者に対する安全教育 7,400 施工管理者のための足場点検実務者教育 8,020 
「建設工事に従事する労働者に対する安全衛生教育」 8,500 振動工具取扱い作業従事者教育(演習を含む) 7,700 
丸のこ等取扱い作業従事者教育（実技を含む） 7,200   
建築物石綿含有建材調査者講習（一般） 準備中 （講習の概要は次ページ）  
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建建築築物物石石綿綿含含有有建建材材調調査査者者講講習習ににつついいてて 
 
建築物等の解体または改修の作業を行うときには、対象建築物等の石綿等使用の有無についての調査

が必要とされ、令和 2 年 7 月の石綿障害予防規則等の改正により、事前調査を実施するために必要な知

識を有する者として、建建築築物物石石綿綿含含有有建建材材調調査査者者等が指定されました（石綿則第 3 条、関係告示）。 
建築物石綿含有建材調査者は、建築物石綿含有建材調査者講習を受講し、修了考査に合格した者とさ

れています。なお、改正規定の施行は令和 5 年 10 月 1 日とされていますが、施行日までに、講習を修

了した調査者を確保しておく必要があります。 
当支部としても、令和 4 年度から、建建築築物物石石綿綿含含有有建建材材調調査査者者講講習習（（一一般般））を開始していく予定とし

ております。 
 
１ 講習の種類  

（１）建築物石綿含有建材調査者講習（一般） 

（２）建築物石綿含有建材調査者講習（一戸建て等） 
 ＊一般：一戸建て等を含むすべての建築物 

  一戸建て等：一戸建て住宅及び「共同住宅」（長屋を含む。）の住戸の占有部分。共同住宅の住戸

の内部以外の部分（ベランダ、廊下等の共用部分）や店舗併用住宅は含まれない。 
 

２ 主な受講資格  

① 石綿作業主任者技能講習を修了した者 

② 大学（短期大学を除く。）において、建築に関する正規の課程を修めて卒業した後、建築に関して２年以

上の実務の経験を有する者 

③ 短期大学又は高等専門学校において、建築に関する正規の課程を修めて卒業した後、建築に関して４年以

上の実務の経験を有する者 

④ 高等学校又は中等教育学校において、建築に関する正規の課程を修めて卒業した後、建築に関して７年以

上の実務の経験を有する者 

⑤ 建築に関して１１年以上の実務の経験を有する者 

 ＊主な受講資格を記載。詳細は「建築物石綿含有建材調査者講習登録規程」第７条を参 
  照してください。 
 

 
建建設設業業労労働働災災害害防防止止協協会会茨茨城城県県支支部部  
〒310－0062 水戸市大町３－１－２２ 

茨城県建設センター３階 
ＴＥＬ ０２９－３００－４６３８ 
ＦＡＸ ０２９－３００－４６３９ 

受受講講申申込込書書はは建建災災防防茨茨城城県県支支部部ののＨＨＰＰかかららダダウウンンロローードド出出来来まますす。。  

    ＵＵＲＲＬＬ  hhttttpp::////wwwwww..kkeennssaaiibboouu--iibbaa..ccoomm//    

建建災災防防茨茨城城県県支支部部      検検索索☜☜ 
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第第 1144  CCOORRIINNSS のの登登録録ににつついいてて  

 
１ 概 要 
  このことについては、国の各機関、公団及び地方公共団体で平成 5 年 12 月 21 日の中

央建設業審議会の建議「公共工事に関する入札・契約制度の改革について」を受けて、

公共工事の建設業者選定等の資料とするため、各工事の地域性、特殊性、建設業の実績、

技術力等を総合的に勘案評価するために工事実績データベースの整備を進めております。 
 
  この工事実績の情報システムをコリンズ（CORINS）と略称しております。 
 
  茨城県土木部・企業局においても、平成６年度より公共工事について、受注した会社

にデータの作成・登録を義務付けしておりますので御協力をお願いします。なお、登録

に係る費用については、積算時において、現場管理費率計上で算定される費用に含まれ

る項目内容となっております。 

  なお、国においては、平成 14 年 10 月より工事請負代金額 500 万円以上の公共工事に

ついて義務付けしておりますが、本県においても、平成 17 年 10 月より工事請負金額 500
万円以上の公共工事を対象といたしました。 

※ 建設工事必携（平成 31 年 4 月版） １－１－１－５参照 
 
２ 登録の対象となる工事 
 (1) 茨城県（土木部・企業局）が発注する１件が 500 万円（消費税を含む）以上の工事

が登録対象となります。ただし、工事請負代金額 500 万円以上 1,000 万円未満の工事

については、受注・訂正時のみ登録となります。（他部局発注工事については、各発注

者にお問い合わせ下さい。） 
    土木、建設、設備、電気、通信など全ての公共工事が対象です。 

 

 (2) 登録期限は、契約締結後、工事完成後それぞれ土日・祝日・年末年始を除く 10 日以

内です。中央建設業審議会の建議を受けて、官民挙げて取り組んでいる課題であり、

さらに諸経費（現場管理費）のなかにデータ作成登録の費用が計上されております。 
 
３ 登録先………ジャシック（JACIC=（一財）日本建設情報総合センター） 
 
４ 「工事カルテ」の主な内容 
 (1) 一般データ：工事名、路線・河川名、発注者名、請負金額、工期、工事分野、工種

など。 

　　第14　CORINSの登録について
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 (2) 技術データ：工法、形式、構造、施工規模など（工種により異なる） 
５ 目的と効果 
○ 公共工事に係る建設業者の実績等の客観的な情報を、各発注機関が共同で利用できる

ようなデータベースの整備が図られます。 
○ 利用方法としては、一般競争入札の資格確認、同種工事の実績確認、指名案の作成な

どが考えられます。 
○ 配置予定技術者について、他工事の配置状況との重複確認が行えます。 
○ 競争性、透明性、客観性を保ちつつ、かつ信頼のおける会社を選定できます。 
○ 会社側として、施工実績の蓄積により営業戦略も有利になります。 

 
６ Web システムによる利用申し込みから工事実績登録までの流れ 
 (1) Web 利用申し込みの方法・・・JACIC のホームページの Web 利用申し込みの流れ

に沿って利用申請を行う。 
   ただし、すでにオンライン登録を利用されている場合は必要ありません。 
 (2) 工事実績データの作成・・・システムにログインし、発注機関担当者情報などの確

認者情報等、必要事項を入力し、「登録のための確認のお願い」を作成する。 
 (3) 内容確認・・・「登録のための確認のお願い」を発注機関に持参し、内容の確認を得

る。その際、発注機関担当者の署名・捺印・確認日付を記入してもらう。 
 (4) 登録・・・システム上に確認日付を入力する。また、利用料金の確認を行い、登録

する。 
 (5) 登録完了・・・登録完了した後、「登録内容確認書」が担当者へメールで自動送信さ

れる。 
 
※問い合わせ先  （一財）日本建設情報総合センター コリンズ・テクリスセンター 
          〒107-8416 東京都港区赤坂７－１０－２０ 
                 アカサカセブンスアベニュービル４Ｆ 
          コリンズ：ＴＥＬ03-3505-0463  ＦＡＸ03-3505-8985 
          テクリス：ＴＥＬ03-3505-0440  ＦＡＸ03-3505-2665 
          ホームページアドレス http://ct.jacic.or.jp/index.html 
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(6) 登録料の支払い 
   令和元年１０月１日から、表１の登録料金体系となっております。  
  表１ CORINS 実績登録料金 
  登録料金 

請負金額 登録の種類 料金（税込） 
工事 1 件に付き 

5,000 万円以上 登録 
（受注、変更、竣工登録） 

9,460 円 

2,500 万円以上 5,000 万円未満 登録 
（受注、変更、竣工登録） 

8,591 円 

1,000 万円以上 2,500 万円未満 
500 万円以上 1,000 万円未満 

登録（受注、変更、竣工登録） 
登録（受注） 

2,776 円 

 
訂正料金 

請負金額 登録の種類 料金（税込） 
2,500 万円以上 訂正手続きごと 3,080 円 
500 万円以上 2,500 万円未満 訂正手続きごと 2,090 円 

※詳しくは、コリンズテクリスのホームページをご確認ください。 
注）訂正手続きとは、登録者に起因する誤りによって登録されたデータを登録者の負担で

訂正するものです。 
 
＜実績登録料金の概要＞ 
 ・登録の種類（受注登録、変更登録、竣工登録）や、変更登録の回数にかかわらず、1 工

事の登録料は表１のとおりとなります。したがって、変更登録を何回行った場合でも、

過去工事など受注登録をしないで竣工登録だけを行った場合でも、1 工事の登録料は同額

となります。 
 ・登録料の請求は、当該工事の最初の登録時（竣工登録）に表 1 の料金が請求されます。 
 ・請負金額 500 万円以上 2、500 万円未満の工事の受注登録を行い、途中で 2,500 万円以上

5,000 万円未満の工事になった場合でも、登録料金は 2,776 円のままで、差差額額のの請請求求ははあありりまま

せせんん。。 

 ・請負金額 2、500 万円以上 5,000 万円未満の工事の受注登録を行い、途中で 2,500 万円未満

の工事になった場合でも、登録料金は 8,591 円のままで、差差額額のの返返金金ははあありりまませせんん。。 

・請負金額 500 万円以上 2,500 万円未満の工事の受注登録を行い、途中で 500 万円未満の工

事になった場合でも、登録料金は 2,776 円のままで、差差額額のの返返金金ははあありりまませせんん。。  

・詳しくは、ジャシック（JACIC＝（一財）日本建設情報総合センター）にお問い合わせ下

さい。） 
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第15　公共事業のIT化（建設CALS/EC）について

１　建設CALS/ECの概要

　県民生活や経済社会活動などあらゆる分野において、情報のネットワーク化、いわゆるＩＴ

革命の急速な進展が見られる中、公共事業の分野においても、透明性の確保や品質の向上、コス

ト縮減や行政サービスの提供を効率的に推進している。

　　建設CALS/ECとは・・・公共事業の各プロセスに発生する各種情報の標準化・電子化及び

　　関係者間での効率的な情報の交換・共有・連携の環境の創出

　⑴　電子入札について

　　　　　「発注予定情報の公表」から「入札」、「開札」に至る流れを電子化する。

　　　　　　　　　　　　〈期待されるメリット〉

　　　　　　　　　①透明性の確保　（談合の抑止力）

　　　　　　　　　②公正性の確保　（入札機会の増）

　　　　　　　　　③コストの縮減　（人件費と移動コストの削減）

　　　　　　　　　④行政サービスの向上（アカウンタビリティの向上）
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　⑵　電子納品について

　　　　　調査、設計、工事などの各業務段階の最終成果を電子データで納品する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　〈期待されるメリット〉

　　　　　　　　　①省スペース・省資源化（資料授受が容易に、保管場所減が可能に）

　　　　　　　　　②業務の効率化　　（情報検索迅速化、データ再利用が容易に）

　　　　　　　　　③品質の向上　　　（データ共有による伝達ミスの低減）

２　国等の動向

　○国土交通省では、

　　　・２００３年４月から電子入札を全面導入

　　　・２００４年４月から電子納品を全面導入

　○国のＣＡＬＳ／ＥＣ地方展開アクションプログラム

　　　・２００７年度までに都道府県・政令指定都市でＣＡＬＳ／ＥＣの導入を完了

　　　・２０１０年度までに全ての発注機関でＣＡＬＳ／ＥＣの導入を完了
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３　電子入札の実施状況

　

令和４年３月３１日現在

合計

合　　計

令和４年４月１日現在

　※　電子入札システムを利用するには、コアシステム対応の認証局が発行するＩＣカードが
　　必要となります。
　　　ＩＣカード取得後、「６　電子入札利用者登録フロー」により利用者登録を行います。
　　　

平成26年度

1,464

指名競争入札

指名競争入札

令和３年度平成29年度 平成30年度

1,684

件  数件  数

1,253

586

2,206 2,215

件  数 件  数

平成28年度

1,708

平成31年度

件  数

令和２年度

工　事

件  数件  数

平成27年度

612

1,220

776

1,033

803

1,075

736

1,159

2,3692,402 2,377

業務委託

全体 登録済

2,200

①　電子入札の実績

3,630

登録済割合ランク

件  数

3,5893,239

689

2,373

1,268

97 99.0% 58 56

全体

96.6%

A 416 416 100.0% 94 91 96.8%

S 98

B 656 646 98.5%

小計 1,170 1,159 99.1%

C 667 569 85.3%

合計 1,837 1,728

98.7%

543

828 774 93.5%

98.2%533

②　ランク別電子入札システム利用者登録状況（県内業者）

土　木

94.1%

285 241 84.6%

391

割合

建　築

386

入札方式

694

1,055

一般競争入札

3,258

1,435

762

2,197

1,061

1,783

3,641

1,7651,430 1,412

3,290 3,359 3,457
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　(3) 建設ＣＡＬＳ/ＥＣの実現に向けて
　　　○　ＣＡＬＳに関する研修の実施
　　　　電子入札の受注者への普及を図るため、下記の研修を実施しております。

研修場所 内　　　容

＊＊電電子子納納品品研研修修ににつついいててはは、、日日程程がが決決ままりり次次第第、、下下記記ののホホーームムペペーージジででおお知知ららせせししまますす。。
　検査指導課　　http://www.pref.ibaraki.jp/soshiki/doboku/kensa/index.html
　建設技術公社　Https://www.iotpo.jp/training-books/training/
（申し込み・問合せ先）
　（財）茨城県建設技術公社　総務部企画研修課
　　ＴＥＬ：０２９－３０１－６６００（代表）　ＦＡＸ：０２９－３０１－６６０５
　

４　その他関連するホームページ等
　　①茨城県のＣＡＬＳ/ＥＣ

(県検査指導課)　http://www.pref.ibaraki.jp/doboku/kensa/kanri/cals/ebidh18/calstop.html

　　②いばらき電子入札共同利用
(茨城県建設ＣＡＬＳ／ＥＣ共同利用センター)  http://ppi.cals-ibaraki.lg.jp/

５　市町村との共同利用について
　　多様なシステム乱立による業者の混乱回避や運用コストの
　削減のため、同じシステムを県と市町村が共同利用していま
　す。

　　（令和４年度参加市町村）
土浦市、取手市、守谷市、笠間市、つくば市
ひたちなか市、筑西市、神栖市、鉾田市、小美玉市
城里町、古河市、鹿嶋市、東海村、水戸市、常総市
常陸太田市、行方市、稲敷市、常陸大宮市、那珂市
坂東市、阿見町、大子町、かすみがうら市、潮来市
石岡市、北茨城市、高萩市、結城市
（２６市３町１村）

　　＊市町村の電子入札に参加するためには、それぞれの
　　　市町村に対し利用者登録が必要となります。

６　問い合わせ先
　　○パソコンの設定や操作方法に関して

茨城県建設ＣＡＬＳ／ＥＣ共同利用センター
メール  help-ebid@kennsetu-gijutu.or.jp
ＦＡＸ ０２９－２４３－８８５２ 
電　話 ０２９－３０５－３０２１ 
電話の受付時間 午前9～12時、午後1～5時 平日のみ

　　○利用者登録について
茨城県土木部検査指導課　建設情報管理担当
メール  kensa7@pref.ibaraki.lg.jp
ＦＡＸ ０２９－３０１－４３８９ 
電　話 ０２９－３０１－４３７３

日　　　時

電子入札
実技研修

水戸市笠原町978-25
茨城県開発公社ビル6階
(一財)茨城県建設技術
　　　公社会議室

(内容)
電子入札システムの導入・利
用・実技研修
(定員)　各回10名

令和４年６月から
合計９回程度を予定

※日程が決まり次第、下記のＨＰで
　お知らせします。

https://www.ictpc.jp/training-books/training/

令和４年度の
参加状況
（30市町村）
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７　電子入札利用者登録フロー
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様式のダウンロードについて 
http://www.pref.ibaraki.jp/doboku/kensa/kanri/ebid/download.html 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

委委  任任  状状  

利利  用用  届届  

  

－120－



第第1166  建建設設リリササイイククルル法法ににつついいてて 

 

建設リサイクル法は、特定の建設資材について、その分別解体等及び再資源化等を促

進するための措置を講ずるとともに、解体工事業者についての登録制度を実施すること

等により、再生資源の十分な利用及び廃棄物の減量等を通じて、資源の有効な利用の確

保及び廃棄物の適正な処理を図り、生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与す

ることを目的としています。 

 

１１．．解解体体工工事事業業者者のの登登録録制制度度 

 県内で軽微な解体工事を請け負って営業する方は、建設業法の許可（土木工事業、建

築工事業、解体工事業）を受けている場合を除き、建設リサイクル法による解体工事業

者としての登録を受けることが必要です。 

なお、建建設設業業法法のの改改正正にによよりり、、令令和和元元年年６６月月１１日日以以降降はは、、「「ととびび・・土土工工工工事事業業」」のの許許

可可でで解解体体工工事事をを請請けけ負負ううここととははででききまませせんん。。 

 

２２．．分分別別解解体体等等のの義義務務付付けけ  

 建設リサイクル法では、特特定定建建設設資資材材（（ココンンククリリーートト、、ココンンククリリーートト及及びび鉄鉄かからら成成

るる資資材材、、アアススフファァルルトト・・ココンンククリリーートト、、木木材材））を用いた対対象象建建設設工工事事（（※※１１））につい

て、対象建設工事の受注者又は自主施工者は、原則的に一一定定のの技技術術基基準準（（※※２２））に従

って分別解体等をすることが義務付けされています。 

 対象建設工事の実施に際し、発注者は、工事着手７日前までに届出書を知知事事（（特特定定

行行政政庁庁ででああるる市市のの長長））ああててにに提提出出（（※※３３））する必要があります。 

 ※建設リサイクルに関する詳細については、検査指導課リサイクル情報ＨＰを参照

ください。 

 

【対象建設工事（※１）】                                                        

工 事 の 種 類 規 模  の 基 準 

建築物の解体  床面積の合計 80㎡以上 

建築物の新築・増築  床面積(増築部分)の合計 500㎡以上 

建築物の修繕・模様替等(リフォーム等)  請負金額 1億円(自主施工の場合、相当額)以上 

その他の工作物に関する工事(土木工事等)  請負金額 500万円(自主施工の場合、相当額)以上 

 

【一定の技術基準（※２）】 

分別解体等の実施手順 

(1) 対象建築物等に関する調査の実施 

(2) 分別解体等の計画の策定 

(3) 工事着手前に講じる措置の実施 

(4) 工事の実施〔標準的な作業手順〕 

 建築物の解体の場合 

①建築設備・内装材等の取り外し 

②屋根ふき材の取り外し 

③外装材・上部構造部分の取り壊し 

④基礎及び外溝の取り壊し 

土木構造物の解体の場合 

①土木構造物の付属物 

②土木構造物本体 

③基礎・基礎ぐい 

　　 第16　建設リサイクル法について
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【届出窓口（※３）】 

工事の現場

届出 条 通 知 条

民間工事
公 共 工 事

市町村工事 国・県工事

水戸市・日立市・北茨城市・

高萩市・ひたちなか市・土浦市・

取手市・つくば市・古河市内

で施工される工事

管轄する市の

建築担当 課

上記以外の市町村内

で施工される工事

管轄する

建築指導課県央建築指導室・

各県民センター建築指導課

県検査指導課

〈担当窓口等〉

担 当 窓 口 住所・電話番号

県

土木部検査指導課
〒 水戸市笠原町

℡ 直

土木部都市局建築指導課

県央建築指導室

〒 水戸市笠原町

℡ 直

県北県民センター

建築指導課

〒 常陸太田市山下町

℡ 直

鹿行県民センター

建築指導課

〒 鉾田市鉾田

℡ 直

県南県民センター

建築指導課

〒 土浦市真鍋

℡ 直

県西県民センター

建築指導課

〒 筑西市二木成

℡ 直

市

水戸市

都市計画部建築指導課

〒 水戸市中央

℡ 代

日立市

都市建設部建築指導課

〒 日立市助川町

℡ 代

北茨城市

都市建設部都市計画課

〒 北茨城市磯原町磯原

℡ 代

高萩市

産業建設部都市建設課

〒 高萩市本町

℡  （直）

ひたちなか市

都市整備部建築指導課

〒 ひたちなか市東石川

℡ 代

土浦市

都市政策部建築指導課

〒 土浦市大和町

℡ 代

取手市

都市整備部建築指導課

〒 取手市寺田

℡ 代

つくば市

都市計画部建築指導課

〒 つくば市研究学園

℡ 代

古河市

都市建設部建築指導課

〒 古河市仁連

℡ 代
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３３．．再再資資源源化化等等のの義義務務付付けけ  

  対象建設工事の受注者は、分別解体等をすることによって生じた特定建設資材廃棄

物（コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建設発生木材）について、再

資源化することが義務付けされています。 

  ただし、建設発生木材については、再資源化が困難と認められる場合に限り縮減（焼

却）することができます。 

なお、特定建設資材廃棄物以外の建設副産物（分別された廃プラスチック類（塩ビ

管・継ぎ手を含む）、廃石膏ボード等）についても、再資源化に努めなければなりま

せん。 

 

 

４４．．アアススベベスストト（（石石綿綿））等等がが使使用用さされれてていいるる解解体体工工事事等等のの対対応応ににつついいてて  

アスベスト（石綿）を取り扱う作業については、労働安全衛生法、大気汚染防止法に

より飛散防止対策等を講じることが義務付けされていますが、建設リサイクル法では、

以下の措置が必要になります。 
● 対象建築物等に関する調査（事前調査）において、アスベスト（石綿）等の有無に

ついても調査します。 
● 事前調査の結果に基づき策定する分別解体等の計画において、アスベスト（石綿）

等の有無、アスベスト（石綿）等の付着物の除去その他の措置（事前措置）等につ

いても検討します。 
● 工事の届出にあたっては、届出書（別表 1～3）に、アスベスト（石綿）等の有無、

事前措置の内容等を必ず記載します。 
● 分別解体等の計画に基づき、事前措置及び分別解体等を適正に行います。 

※工事の実施は、石綿関係法令に従い、適正にアスベスト（石綿）等の処理を行う

必要があります。処理にあたっては、石綿障害予防規則に規定する石綿作業主任

者の選任が必要となります。 
 
■労働安全衛生法（石綿障害予防規則） 

      アスベスト（石綿）等の除去に関する作業方法等を規定した規則です。 

石石綿綿含含有有建建築築材材料料にに係係るる解解体体ななどどのの作作業業を行う場合には、規規模模にに関関係係ななくく「「石石綿綿障障

害害予予防防規規則則」」が適用になり、アスベストの飛散性により３つの作業レベルに区分し規

制されます。 

  ◇◇  レレベベルル１１：吹付け材【飛散性アスベスト 著しく発じん量の多い製品】 

  ◇◇  レレベベルル２２：保温材等【飛散性アスベスト 比重が小さく、発じんしやすい製品】 

          耐火被覆材（Ｓ造の梁・柱等）、断熱材、 

保温材（配管エルボ・ボイラー等） 

  ◇◇  レレベベルル３３：その他石綿含有建材（成型板等）【非飛散性アスベスト 発じん性の

比較的低い製品】 

          内装材（壁・天井）、耐火間仕切り、床材、外装材（外壁・軒天） 

          屋根材、煙突材 
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【【労労働働安安全全衛衛生生法法（（石石綿綿障障害害予予防防規規則則））にに関関すするる届届出出窓窓口口等等】】 
 名   称 担当部署 

 

電話番号 住   所 

水戸労働基準監督署 安全衛生課 029-277-7916 水戸市宮町1-8-31(茨城労働総合庁舎) 

 日立労働基準監督署 第三方面 0294-88-3980 日立市幸町2-9-4 

土浦労働基準監督署 安全衛生課 029-882-7021 土浦市宍塚1838(土浦労働総合庁舎) 

筑西労働基準監督署 安全衛生課 0296-22-4564 筑西市下中山581-2 

 古河労働基準監督署 監督・安衛課 

 

0280-32-3232 古河市東3-7-32 

 常総労働基準監督署 監督・安衛課 

 

0297-22-0264 常総市水海道淵頭町3114-4 

 龍ヶ崎労働基準監督署 安全衛生課 0297-62-3331 龍ヶ崎市川原代町4区6336-1 

 鹿嶋労働基準監督署 安全衛生課 0299-83-8461 鹿嶋市宮中1995-1 

※石綿障害予防規則の改正ポイントや建築物石綿含有建材調査者講習会の案内などの

情報を掲載していますので、詳細は「石綿総合情報ポータルサイト」をご覧ください。 

 石石綿綿総総合合情情報報ポポーータタルルササイイトト https://www.ishiwata.mhlw.go.jp/ 

 

■大気汚染防止法 
     ばい煙や粉じんなどの排出を規制することなどにより、大気汚染に関し、住民の健

康保護と生活環境の保全を目的とした法律です。 

特特定定建建築築材材料料がが使使用用さされれてていいるる建建築築物物やや工工作作物物のの解解体体、、改改造造、、補補修修作作業業（（特特定定粉粉じじ

んん排排出出等等作作業業））をを伴伴うう建建設設工工事事を行う場合には大気汚染防止法の規制対象となり、使

用されている特定建築材料の種類に応じて、届出や作業基準の遵守などが義務付けら

れます。規制内容の詳細は下記のホームページを確認ください。 

https://www.pref.ibaraki.jp/seikatsukankyo/kantai/taiki/environment/asbestos-law.html 

 

【特定建築材料の種類】 

①吹付け石綿 

②石綿含有保温材・・・石綿保温材、石綿含有けい酸カルシウム保温材など 

③石綿含有耐火被覆材・・・石綿含有けい酸カルシウム板第二種など 

④石綿含有断熱材・・・屋根用折版石綿断熱材、煙突石綿断熱材など 

   ⑤石綿含有成形板等・・・石綿含有成形板、石綿含有セメント管など 

   ⑥石綿含有仕上塗材・・・石綿含有建築用仕上塗材 

 

※ 解体工事等に必要な措置・届出等 
 法律等  

主な内容 
労働安全衛生法 

（石綿障害予防規則） 
大気汚染防止法 

（茨城県生活環境条例） 

建設リサイクル法 

事 前 調 査 
（アスベスト【※１】の有無） 

有 

（一定要件は報告義務） 
有 

（一定要件は報告義務） 

有 

（付着物の有無） 

工 事 等 の 届 出 有【※２】 有 

（レベル１、レベル２） 有 

飛 散 防 止 措 置 
（隔離、湿潤化、 

負圧の措置等） 
有【※２】 有【※２】 － 

 
アスベスト濃度測定 作業所内の測定 

【※２】 

敷地境界線での濃度測

定（吹付け石綿使用面

積50㎡以上） 【※３】 
－ 

※１：含有するアスベストの重量が、当該製品重量の０．１％を超えるものが対象となります。 
※２：作業レベルにより、規制の内容が違います。 

※３：濃度測定については、「茨城県生活環境の保全等に関する条例」により規制されます。
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【【大大気気汚汚染染防防止止法法にに関関すするる届届出出窓窓口口等等】】 

 名   称 電話番号 住   所 

県央環境保全室 029-301-3044 水戸市笠原町978-6 

県北県民センター環境・保安課 0294-80-3355 常陸太田市山下町4119 

鹿行県民センター環境・保安課 0291-33-6056 鉾田市鉾田1367-3 

県南県民センター環境・保安課 029-822-7048 土浦市真鍋5-17-26 

県西県民センター環境・保安課 0296-24-9134 筑西市二木成615 

つくば市生活環境部環境保全課 

※一般粉じんについてのみ 

029-883-1111㈹ つくば市研究学園一丁目1

番地1 

古河市市民部環境課 0280-76-1511㈹ 古河市仁連2065 

笠間市市民生活部環境保全課 0296-77-1101㈹ 笠間市中央3-2-1 

水戸市生活環境部環境保全課 029-244-1111㈹ 水戸市中央1-4-1 

ひたちなか市経済環境部環境保全課 029-273-0111㈹ 

 

ひたちなか市東石川2-10-1 

筑西市市民環境部環境課 0296-24-2130㈹ 

 

筑西市丙360 

 

５５．．分分別別解解体体等等及及びび再再資資源源化化等等のの実実施施をを確確保保すするるたためめ必必要要なな措措置置  

  適正な分別解体等及び再資源化等の実施を確保するため、以下のような手続き等が

義務付けされています。 

① 受注者(元請負業者)から発注者への説明          （法第１２条第１項） 

  対象建設工事の受注者は、発注者に対し建築物等の構造、工事着手時期、分別解

体等の計画等について、書面を交付して説明しなければなりません。 

  ※書面の様式は任意です。（参考）様式第１号の２ 説明書 

② 発注者と受注者の契約                    （法第１３条） 

  発注者が受注者とかわす対象建設工事の契約書面においては、分別解体等の方法、

解体工事に要する費用、再資源化に要する費用、再資源化のために特定建設資材廃

棄物を持ち込む予定の施設の名称等を明記しなければなりません。 

③ 発注者等から知事(市長)への工事の届出、通知    （法第１０条、法第１１条） 

  対象建設工事を実施するにあたって、民間工事の発注者は工事着手７日前までに

届出書を、公共工事の発注者は工事着手前までに通知書を、それぞれ知事(市長)に

提出しなければなりません。 

④ 元請負業者から下請負業者への届出内容の告知・契約    （法第１２条第２項） 

    元請負業者は、下請負業者に対し告知した上で契約を締結しなければなりません。 

⑤ 標識の掲示                          （法第３３条） 

  解体工事業者が工事を行う場合は、解体工事の現場ごとに公衆の見やすい場所に

標識を掲示しなければなりません。 

  また、建設業許可業者が工事を行う場合は、建設業法に基づく標識を掲示しなけ

ればなりません。 

⑥ 分別解体等の実施                     （法第９条第２項） 

⑦ 再資源化等の実施                       （法第１６条） 

⑧ 受注者から発注者への事後報告                 （法第１８条） 

  受注者は、再資源化等が完了したときは、その旨を発注者に書面で報告しなけれ

ばなりません。なお、再生資源利用実施書及び再生資源利用促進実施書を提出して

いる場合は、書面での報告を省力できます。 

※書面の様式は任意です。（参考）別添様式１ 再資源化等報告書 
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１１  リリササイイククルル建建設設資資材材評評価価認認定定制制度度ととはは  

リサイクル建設資材については、公共工事での使用に十分耐えうる品質を備えたものが数多く 

生産されていますが、県土木部・企業局共通仕様書との品質規定の不整合や製品の評価に関する  

疑問等により、公共工事での活用が進まない状況となっていました。 

このため、茨城県土木部では平成１６年１０月より、リサイクル建設資材の利用を促進するため

「茨城県リサイクル建設資材評価認定制度」を構築し運用しています。 

また、認定にあたっては、学識経験者などで構成する「茨城県リサイクル評価認定委員会」にお

いて品質等を審査しています。  

 

 なお、茨城県リサイクル建設資材評価認定制度の詳細については、茨城県土木部検査指導課の  

ホームページに認定資材の一覧や評価基準等を掲載していますのでご覧下さい。 

 ■茨城県土木部検査指導課ホームページ（建設リサイクル情報） 

  http://www.pref.ibaraki.jp/doboku/kensa/recycle/08recycle/index.html 

 

２２  認認定定資資材材品品目目（（現現在在認認定定さされれてていいるる品品目目））  

                          令和４年３月現在 

資材品目 主な用途 
認定 

資材数 

使用 

区分 

再生加熱アスファルト混合物 アスファルト舗装等 ４６ Ａ(Ｂ) 

再生路盤材 道路用路盤材、構造物基礎等 ８２ Ａ(Ｂ) 

再生コンクリート二次製品 道路用側溝 ５ Ｃ 

再生硬質塩化ビニル管・継ぎ手 一般排水用・下水道用等 ５ Ａ 

建設汚泥から再生した処理土 盛土・埋戻し材料等 ２ Ｂ 

刈草・剪定枝等を利用した堆肥 樹木などの肥料等 ２ Ｃ 

木材・プラスチック再生複合材 デッキ材等 １ Ｂ 

再生土木シート 防砂シート等 ２ Ｂ 

廃ガラスびん及びガラスくずを利用した土木資材 盛土用材料等 ２ Ｂ 

建設発生土を原料とした改良土 盛土・埋戻し材料等 ３ Ｃ 

                             合計 １０品目１５０資材 

使用区分 

   Ａ：原則的にリサイクル建設資材を使用する資材 

   Ｂ：品質・性能を勘案の上、予算の範囲内で積極的に使用に努める資材 

   Ｃ：品質・性能を勘案の上、利用可能な場合は、使用するよう努める資材 

   ※再生加熱アスファルト混合物及び再生路盤材の一般廃棄物溶融スラグ入りについては使用

区分を「Ｂ区分」としています。 

 

 

 

 

 

 

 

　 第17　リサイクル建設資材評価認定制度について

－126－



 

     〔発注者〕                                   〔知事(市長)〕 

                                                                                                                                                          

                                
                      ③通知（着工前まで）           

 

 

 

                    ③届出（着工7日前まで)                 

 
 

                                                                              
    ①         ②                                            報立  助命 

        工        契    ⑧書面による再資源化等完了確認の報告    告入  言令 

       事        約                                            徴検  ・ 

        計                                                       収査  勧 

        画                                                             告 

        説                                                              
        明                      〔受注者〕                            

      
               元   請   負   業    者             

       
        ④      ④         ⑤           ⑥                 ⑦    

           告      契     標識の掲示  分別解体等      契     再   再 

         知      約                     の実施        約     資   資 

                                                              源   源 

              下  請  負  業  者                     化   化 

                                                                等   等 

                                                                の   完 

                                                                実   了 

                                                                施   確                                                                  

                                                                     認                                                           

                                                                                                 

    

※ 水戸・北茨城・高萩・日立・ひたちなか・土浦・つくば・取手・古河の各市内で施工される工 

    事については、それぞれ管轄する市長あてに届出・通知をする。                                                                                       

 
 

 
 

  

 
公共工事 

の 

発注者 

 

民間工事 

の 

発注者 

県検査指導課 

市担当課(※) 

（特定行政庁） 

建築指導課県央建築指導室 

県民センター建築指導課 

 

産業廃棄物処理業者 
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第第1188  茨茨城城県県土土木木部部指指定定工工場場制制度度ににつついいてて 

 

１１  指指定定工工場場制制度度ととはは  

茨城県土木部では、建設工事に使用する材料のうち、その品質が施設の安全性・耐久性

に大きく影響する主要資材(製品)について工場指定基準に適合する製造工場のみ、資材の

納入できる工場として指定する制度です。 

ここのの制制度度にによよりり、、茨茨城城県県土土木木部部がが発発注注すするる建建設設工工事事ににおおいいててはは、、指指定定すするる主主要要資資材材((製製

品品))ににつついいてて、、指指定定工工場場以以外外かからら当当該該資資材材をを納納入入すするるここととはは出出来来まませせんん。。  

 

２２  指指定定制制度度ににおおけけるる資資材材((製製品品))  

 ◇砕石 

 

 ◇コンクリート再生砕石 

 

 ◇生コンクリート 

 

◇アスファルト合材 

  

◇コンクリート二次製品（一部製品） 

〔積みブロック    張りブロック   連節ブロック     長尺Ｕ字溝及び蓋〕 

 

 

 

 

 

 

３３  留留意意点点  

① 指定工場制度では、工場単位で指定工場の指定を行っています。このため、会社名

が同じであっても、工場名が異なる場合は、指定工場では無い場合がありますので

注意が必要です。 

 

② 茨城県土木部発注工事において元請け業者（受注者）は、使用する指定資材につい

て、指定工場が自ら製造し、指定工場から出荷されていることを必ず確認して下さ

い。なお、県土木部発注工事で元請け業者（受注者）に直接資材が納入されない場

合においては、納入された資材が、指定工場で製造・出荷された資材であることを

証明する書面（出荷証明書など）が必要となります。 

 

③ 指定工場制度では、工場の品質管理体制や工場設備等について定期的に確認を行っ

ておりますが、出荷される全ての資材（製品）の品質を保証している制度ではあり

ませんので、現場に納入される資材（製品）については他の資材同様、納入時に品

質等の確認を行い、仕仕様様やや材材料料使使用用届届にに一一致致ししなないい場場合合ににはは納納入入をを拒拒否否すするるななどど適適

切切なな対対応応ををおお願願いいししまますす。。 

 

　　第18　茨城県土木部指定工場制度について
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第第1199  茨茨城城県県再再生生砕砕石石需需給給調調査査シシスステテムムににつついいてて 

 

１１  目目的的  

これまで、再生砕石の在庫量は、個々の再生砕石指定工場に、必要な時に必要な量を電話等で問

い合わせをしており、多くの労力を要していました。 

茨城県再生砕石需給調査システムは、これまで個別に調査していた再生砕石の出荷可能数量につ

いて、工事ごとに現場から４０ｋｍの範囲で一斉に問い合わせが行えるシステムです。 

 

２２  概概要要  

このシステムは、茨城県土木部の「土木工事請負契約における設計変更ガイドライン（平成２９

年３月）」に基づく設計変更の基礎資料作成をシステム化したものです。 

工工事事受受注注後後、、再再生生砕砕石石のの必必要要量量がが調調達達困困難難なな場場合合ににシステムへ納入希望の種類・必要量・時期等

の必要事項を入力し、県のリサイクルガイドラインに定められた４０ｋｍの範囲の再生砕石指定工

場へ問い合わせを一斉に行い、該当する再生砕石指定工場から得られた回答を一覧表にまとめ、調

査結果を作成します。 

このシステムは、平成３０年１０月より茨城県土木部発注工事を対象に運用を開始し、令和４年

３月からは、企業局発注工事も対象となりました。 

 

３３  利利用用対対象象者者  

・調査依頼⇒工事受注者（建設会社等） ・回答者⇒再生砕石指定工場（茨城県土木部指定工場）  

 

４４  シシスステテムム利利用用のの流流れれ  

        

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

表１ システム利用までの流れ          表２ システム利用の流れ  

  

５５  おお問問いい合合わわせせ先先  

 【システムに関すること】（一財）茨城県建設技術管理センター  建設副産物リサイクル事業部 

ホームページアドレス：http://www.ibakengi.or.jp/  mail：recycle1@ibakengi.or.jp  

   水戸市青柳町４１９５ ＴＥＬ０２９-２２７-５２２２ ＦＡＸ０２９-２２７-８５５８ 

※※調調査査内内容容にに関関すするる問問合合せせはは各各再再生生砕砕石石指指定定工工場場ににおお問問いい合合わわせせ下下ささいい。。  

 【監修】茨城県土木部検査指導課 建設リサイクル担当 ＴＥＬ０２９-３０１-４３８６  

【調査依頼】工事受注者（建設会社等） 

工事情報登録⇒ID取得⇒再生砕石指定工場に調査依頼 

【調査報告】再生砕石指定工場 

調査依頼日から１０日以内に「納入可能情報入力画面」で回答 

【調査完了】工事受注者（建設会社等） 

調査依頼から１０日以内に調査結果が出揃い調査完了となる 

調査完了に伴い「調査結果表」が作成される 

※必要に応じて、調査結果を基に発注者へ設計変更協議を実施 

※必要に応じて 

【変更協議】発注機関⇔工事受注者(建設会社等) 

「調査結果表」は、発注担当者も建設発生土情報検索システムから確認可能 

　　第19　茨城県再生砕石需給調査システムについて
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第第2200  建建設設業業許許可可ににつついいてて  

  

１１  財財務務諸諸表表関関係係様様式式のの一一部部改改正正ににつついいてて（（令令和和４４年年３３月月３３１１日日かからら））  

  新たな企業会計基準の公表及び会社計算規則の改正を踏まえ、財務諸表関係様式が一部改正されました。 

 

２２  主主任任技技術術者者のの要要件件をを満満たたすす者者へへのの工工事事担担任任者者のの追追加加ににつついいてて（（令令和和３３年年１１２２月月２２７７日日かからら））  

    電気通信工事業における主任技術者の要件を満たす者として、「工事担任者資格者証の交付を受けた者（第

一級アナログ通信及び第一級デジタル通信の資格者証の交付を受けた者又は総合通信の資格者証の交付を受

けた者に限る。）であって、資格者証の交付を受けた後電気通信工事に関し３年以上実務の経験を有する者」

を追加されました。 

なお、当該規定は令和３年４月１日以降に、工事担任者試験に合格した者、養成課程を修了した者及び総務

大臣の認定を受けた者に限り、適用されます。 

 

３３  建建設設業業許許可可のの申申請請等等にに係係るる押押印印をを求求めめるる手手続続ききのの見見直直ししににつついいてて（（令令和和３３年年１１月月１１日日かからら））  

    建設業関係各種申請・届出に係る申請又は届出書類への押印が省略可能となりました。 

  ※契約書や発注証明書等一部押印を省略できない書類があります。 

 

４４  建建設設業業法法等等のの改改正正のの概概要要ににつついいてて（（令令和和２２年年１１００月月１１日日かからら））  

((11))経経営営業業務務管管理理責責任任者者にに関関すするる規規制制のの合合理理化化  

      個人の経験によって能力を担保していたこれまでの考え方を見直し、組織の中で経営業務の管理を適正に

行うに足りる能力を有することを求めることとなります。経営業務の管理を適正に行うに足りる能力を有す

るものとして定める基準は次のア及びイの要件を満たすものです。 

    ア  適切な経営能力を有すること（以下の①又は②のいずれかの体制を有すること） 

①常勤役員等のうち1人が次のいずれかに該当する者であること。 

・建設業に関し５年以上の経営業務の管理責任者としての経験を有する者 

・建設業に関し、経営業務の管理責任者に準ずる地位にある者として５年以上経営業務を管理した経験を有する者 

・建設業に関し、経営業務の管理責任者に準ずる地位にある者として６年以上経営業務の管理責任者を補助する業務に従事した

経験を有する者 

②常勤役員等のうち一人が左下（ア）のいずれかに該当する者であって、かつ、当該常勤役員等を直接に補佐す

る者として、右下（イ）の全てに該当する者をそれぞれ置くものであること。 

（ア） 

・建設業に関し、２年以上の役員等としての経験を有し、かつ、

５年以上の役員等または役員等に次ぐ職制上の地位にある

ものとしての経験を有する者 

・５年以上の役員等としての経験を有し、かつ、建設業に関し、

２年以上の役員等としての経験を有する者 

（イ） 

・許可申請等を行う建設業者等において５年以上の財務管理の

経験を有する者 

・許可申請等を行う建設業者等において５年以上の労務管理の

経験を有する者 

・許可申請等を行う建設業者等において５年以上の運営業務の

経験を有する者 

※（イ）は一人が複数の経験を兼ねることが可能 

  イ 適切な社会保険に加入していること 

       健康保険、厚生年金保険、雇用保険について、建設業者がその加入義務が課されている保険に加入し

ているものであること(社会保険に未加入の建設業者は建設業の許可・更新を認めない)。 

第20　建設業許可について
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((22))円円滑滑なな事事業業承承継継制制度度のの創創設設  

      合併・事業譲渡等に際し、事前認可の手続きにより円滑に事業承継できる仕組みが構築されます。これに

より、許可の空白期間がなく事業承継が可能となります。 

 
 
  

５５  解解体体工工事事業業のの追追加加ににつついいてて（（平平成成２２８８年年６６月月１１日日かからら））  

((11))解解体体工工事事業業のの許許可可  

   解体工事業の許可に関する経過措置は令令和和元元年年５５月月３３１１日日ををももっってて終終了了ししままししたた。５００万円以上の解体

工事を行う場合は解体工事業の許可を取得してください。 

((22))解解体体工工事事のの技技術術者者にに関関すするる経経過過措措置置  

   解体工事の技技術術者者にに関関すするる経経過過措措置置ににつついいててはは令令和和３３年年６６月月３３００日日ををももっってて終終了了ししままししたた。。  

  
６６  そそのの他他のの改改正正  
（（11））  様様式式第第１１１１号号のの２２「「国国家家資資格格者者・・監監理理技技術術者者一一覧覧表表」」のの廃廃止止（（令令和和２２年年４４月月１１日日かからら））  

     様式１１号の２「国家資格者・監理技術者一覧表」の提出が不要になりました。 
  （（22））  経経由由事事務務のの廃廃止止（（令令和和２２年年４４月月１１日日かからら））  
     大臣許可業者の各種申請書・変更届出書については、関東地方整備局建政部建設産業第一課に提出するこ 

ととなりました。管轄の土木事務所に提出する必要はありません。 
  （（33））  建建設設業業法法第第８８条条（（欠欠格格事事由由））のの改改正正ににつついいてて（（令令和和元元年年９９月月１１４４日日かからら））  
     欠格事由のうち「成年被後見人又は被保佐人」が「心身の故障により建設業を適正に営むことができない 

者として国土交通省令で定めるもの」と改められたため、次のとおり確認することとなりました。 
     ・成年被後見人又は被保佐人でない者 

→ 成年被後見人又は被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書を提出（従来通り） 
     ・成年被後見人又は被保佐人に該当するが、心身の故障により建設業を適正に営むことができる者 
     → 契約の締結及びその履行にあたり必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができる能力を有 

する旨を記載した医師の診断書を提出 
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７７  更更新新申申請請及及びび各各種種届届出出等等のの郵郵送送ににつついいてて  
  
 更更新新申申請請及及びび各各種種届届出出等等はは郵郵送送にによよるる提提出出がが可可能能でですす。（新規・業種追加許可申請書は不可） 

 

※郵送時の注意事項 

・ 更新申請を郵送により申請する場合は、「許可更新申請に係るチェック表」を作成し、提出書類に漏れの

ないよう申請してください。 

・ 更新申請及び各種届出の発送方法は、日本郵便（普通郵便、レターパック（〇赤色の封筒、×青色の封筒

））か、信書が送付可能な方法により、主たる営業所を管轄する土木事務所に発送してください。なお、日

本郵便による場合は、原則書留郵便等により発送してください。 

・ 更新申請の場合、封筒に「建設業許可更新申請書在中」と記載し、各種届出等の場合は「○○届出書在中

」と記載してください。 

・ 送付表（同封している書類が確認できる資料、許可更新申請に係るチェック表等）及び返信用封筒（返信

に必要な切手を貼付）を同封して発送してください。 

 

    封封筒筒記記載載例例  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

８８  各各種種変変更更にに関関すするる問問合合せせにに対対応応すするるチチャャッットトボボッットト  
  
    建設業許可及び入札参加資格に係る各種変更に関する問合せに自動で回答するチャットボット※を

導入しました。チャットボットは、24 時間 365 日利用可能であるため、いつでも問い合わせが可能で
す。 

  チャットボットへは、以下の QRコードからアクセスできるほか、建設業担当ホームページからでも
アクセス可能です。 

  ※チャットボットとは、ＡＩ（人工知能）を活用した自動会話プログラムであり、利用者の問合わせに対し、ＡＩが

最適と判断した回答を自動応答するシステム。 

 

  チャットボット QRコード 

      

 
〒       ‐        ‘  

 
 

茨城県○○市○○町○○ 
 

○○土木事務所 建設業担当 御中 
 

   

書留郵便 
封筒は任意（会社の封

筒可）のものとし、タテ

書き・ヨコ書きは自由で

す。 
表面又は裏面に申請

者又は届出者の住所・商

号又は名称を記載して

ください。 建設業許可更新申請書 在 中 

○○届出書 在 中 
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９９  建建設設業業許許可可にに係係るる証証明明書書等等のの交交付付ににつついいてて  
  

茨城県知事許可業者が、現に建設業許可を受けている状況を証明したい場合は、以下の

手続により許可証明書の交付を受けられます。 

 

((11))  申申請請方方法法  

アア  窓窓口口でで交交付付をを受受けけるる場場合合  

  申請書に所定事項を記載し、証明手数料４００円（１枚につき：現金のみ）を添

えて、監理課又は管轄の各土木事務所の窓口に申請してください。 

  ※代理人が申請する場合には、委任状が必要です。 

イイ  郵郵送送でで交交付付をを受受けけるる場場合合  

   ①申請書に所定事項を記載し、監理課に現金書留により郵送してください。 

    【送付先】 

      〒310-8555 水戸市笠原町 978-6 電話：029(301)4334 

         茨城県土木部監理課建設業担当 

②現金書留郵便には、申請書、証明手数料４００円（１枚につき）、所要額の切手を

貼付した返信用封筒を同封してください。 

   ③発行までの期間は、申請書受領後、概ね１４日程度です。 

 

((22))  申申請請書書等等のの入入手手先先  

      県土木部監理課ホームページから、申請書、申請書記載例がダウンロードできます。 

http://www.pref.ibaraki.jp/doboku/kanri/kensetsu/menue/kyokasyoumeisyo/ 

syoumeisyo.html 

 

【【大大臣臣許許可可業業者者のの場場合合】】  

関東地方整備局にお問い合わせください。 
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第第２２１１  令令和和４４年年度度経経営営事事項項審審査査ににつついいてて  

 

１１  経経営営事事項項審審査査ととはは  

経営事項審査とは、公共工事を発注者から直接請け負おうとする建設業者が受けなけ

ればならない経営に関する客観的事項についての審査です。公共工事を元請として受注

する建設業者は、発注者と請負契約を締結する日の１年７ヶ月前以内の決算日における

経営事項審査を受けていなければなりません。 

経営事項審査は、行政庁（国又は県）が行う「経営規模等評価」と、登録経営状況分

析機関が行う「経営状況分析」からなっており、それぞれを申請する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 ※※対対象象工工事事  

次の者が発注者である施設又は工作物に関する建設工事とする。 

 ・国 

 ・地方公共団体（県・市区町村・事務組合・財産区・地方開発事業団） 

 ・法人税法別表第一に掲げる公共法人（都市基盤整備公団、土地改良区等） 

 ・特殊法人等の法人で国土交通省で定めるもの（NTT、JR、JT、JRA 等） 

 

 ※※適適用用除除外外  

次に掲げる建設工事は、経営事項審査申請の義務付けの対象外とする。 

・ 請負代金の額が軽微である建設工事 
 建築一式工事にあっては 1,500 万円未満又は延床面積が 150 ㎡未満の木造住宅工

事その他の建設工事にあっては 500 万円未満 
・  影響の大きい災害等による必要を生じた応急の建設工事等（通常の災害復旧工事は

義務付けの対象となる） 

ただし、上記の軽微な工事を請け負う場合であっても、各発注機関の入札参加資格

の際に経営事項審査結果（経営規模等評価・総合評定値通知書）を求められることが

ありますのでご注意下さい。 

 

 ※※経経営営事事項項審審査査のの有有効効期期間間  

経営事項審査は、公共工事の請負契約を発注者と締結する日前１年７ヶ月以内の日を

審査基準日として受けていなければなりませんので、毎年公共工事を発注者から直接請

け負おうとする建設業者は、審査基準日から１年７ヶ月の有効期間が切れることのなく

継続するよう、定期的に経営事項審査を受けることが必要となります。 

以下の点についてご留意下さい。 

①  公共工事の入札参加資格を有する者は、公共工事発注機関の入札参加資格の有

効期間にかかわらず、切れ目なく受けることが必要です。 
入札参加資格が２年間の場合でも、経営事項審査は毎年受審する必要があります。 

経営事項審査 

経営規模等評価 

経営状況分析 

Ｘ１ ：完成工事高 
Ｘ２ ：自己資本額・利益額 
Ｚ ：建設業技術職員・元請完成工事高 
Ｗ ：その他社会性等 

（国又は県） 

（登録分析機関） 

Ｙ ：財務に係る審査 

＊登録分析機関とは、国土交通省に登録をした者で、経営状況分析を行う機関です。 

　　第21　令和４年度経営事項審査について
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②  毎営業年度経過後、決算関係書類が整い次第、速やかに経営状況分析申請をし

てください。有効期間は、申請の時期にかかわらず審査基準日から１年７ヶ月と

されているので、申請が遅れると審査や結果通知が遅れ、切れ目ができてしまう

ことになります。時間的な余裕をもって申請するよう心がけて下さい。 

 

２２  経経営営状状況況分分析析ににつついいてて  

 県が行う経営規模等評価（Ｘ１、Ｘ2、Ｚ、Ｗ）を受ける前に、経営状況分析（財務に係る

審査）申請を行い、その結果（経営状況分析結果通知書）の交付を受けなければなりませ

ん。 

 経営状況分析は、国土交通省に登録した各機関（下表）で受けて下さい。申請の仕方等

は各登録分析機関に問い合わせて下さい。 

 なお、総合評定値を求めない場合（経営規模のみの審査を希望する場合）は、経営状況

分析を受ける必要はありません。    
                                                     （平成３０年４月現在） 

番号 機関の名称 事務所の所在地 電話番号 

１ （一財）建設業情報管理センター 東京都中央区築地２－１１－２４ 03-5565-6131 

２ 
（株）マネージメント・データ・リ

サーチ 
熊本県熊本市中央区京町２－２－３７ 096-278-8330 

４ ワイズ公共データシステム（株） 長野県長野市田町２１２０－１ 026-232-1145 

５ （株）九州経営情報分析センター 長崎県長崎市今博多町２２ 095-811-1477 

７ （株）北海道経営情報センター 北海道札幌市白石区東札幌一条４－８－１ 011-820-6111 

８ （株）ネットコア 栃木県宇都宮市鶴田町２－５－２４ 028-649-0111 

９ （株）経営状況分析センター 東京都大田区大森西３－３１－８ 03-5753-1588 

１０ 経営状況分析センター西日本（株） 山口県宇部市北琴芝１－６－１０ 0836-38-3781 

１１ （株）NKB 福岡県北九州市小倉北区重住３－２－１２ 093-474-1561 

２２ （株）建設業経営情報分析センター 東京都立川市柴崎町２－１７－６ 042-505-7533 

 
  ※最新の情報は国土交通省のホームページをご覧下さい。 
  URL：http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_000091.html 
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３３  総総合合評評定定値値（（ＰＰ））のの請請求求  

 建設業者は、審査行政庁（国又は県）に対して「経営規模等評価」の申請を行うと同時

に「総合評定値（Ｐ）の通知」を請求することができます。総合評定値とは、「経営規模等

評価（ＸＺＷ）」の結果と「経営状況分析（Ｙ）」の結果を一定の計算式により計算した数

値です。（ 計算式：Ｐ＝0.25Ｘ１＋0.15Ｘ２＋0.2Ｙ＋0.25Ｚ＋0.15Ｗ） 

公共工事の発注機関に入札参加資格申請を行う場合、この「総合評定値（Ｐ）の通知」

を受けていることが要件とされることがあるため、経営規模等評価と同時に必ず申請する

ようにして下さい。 

 

【経営事項審査等と入札参加資格審査の相関図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（公共工事発注機関） 建

設

業

者 

 
 
 

公 共 工 事 
入 札 参 加 
希 望 者 

経経営営事事項項審審査査  

（登録経営状況分析機関） 

経営状況分析結果 

（大臣又は知事） 

経営規模等評価結果 

総合評定値の通知 

申請 

申請 

結果 

結果 

入入札札参参加加資資格格  

客 観 的 
事 項 
の 審 査 

主 観 的 
事 項 
の 審 査 

点 数 等

に よ る

格 付 け 

 
希望なし 不要 
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４ 申請手順 

茨城県において経営規模等評価等を申請する場合、書類の送付または対面のいずれかに

より申請をして下さい。 
 

（１）書類の送付による申請 

  ①「経営状況分析」 

まず、登録経営状況分析機関に、「経営状況分析」の申請を行い、経営状況分析結

果通知書の交付を受けて下さい。（ただし、総合評定値を請求しない場合は不要で

す。） 
  ↓ 
 

   ②書類の送付 
    申請書類が整い次第、土木部監理課建設業 G に送付してください。 
    総合評定値の請求をする場合は、経営状況分析結果通知書（原本）も併せて提出

することになります。 
    ※申請書類を直接土木部監理課建設業 G へ持参することも可能です。 
      ↓ 
 

① 「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の交付 
    書類の到着後、概ね 2 週間程度で審査が終了し、審査終了から概ね１か月後に結

果通知書の交付を受けることができます。 
  
 （２）対面による申請 

  ①「経営状況分析」 

まず、登録経営状況分析機関に、「経営状況分析」の申請を行い、経営状況分析結

果通知書の交付を受けて下さい。（ただし、総合評定値を請求しない場合は不要で

す。） 
 ↓ 

 
②審査日時の予約 

茨城県経審予約システムにより審査日時を事前に予約してください（予約方法に

関する詳細は 140 ページ）。 
 ↓ 
 

③「審 査」 

②により、予約した日時に経営事項審査会場において審査を受けて下さい。 
総合評定値の請求をする場合は、経営状況分析結果通知書（原本）も併せて提出

することになります。 
 ↓ 
 

④「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の交付 

審査終了後、概ね１か月後に結果通知書の交付を受けることができます。 

 
 
 
 

 
 



【各申請方法の申請から結果通知までのフロー図】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                              ※３週間前までに 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【経営事項審査の流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

申 請 者 

茨 城 県 

経営規模の審査   （Ｘ） 

建設業の種類別技術職員数・元請完工高

（Ｚ） 

その他の評価項目の審査 
（社会性等）    （Ｗ） 

（経営規模等評価） 

（総合評定値の通知） 

総合評定値     （Ｐ） 

登録経営状況分析機関 

（経営状況分析） 
 
経営状況分析結果  （Ｙ） 

①

申

請 
②

結

果

通

知

書 

  

③

申

請 
④

結

果

通

知

書 

  

対対面面にによよるる申申請請  
  

書書類類のの送送付付にによよるる申申請請  

｢｢経経営営状状況況分分析析｣｣  
 

書書類類のの送送付付  審審査査日日時時のの事事前前予予約約  

  
審審査査  

｢｢経経営営規規模模等等評評価価結結果果通通知知書書・・総総合合評評定定値値通通知知書書」」のの交交付付  
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 （（３３））茨茨城城県県経経審審予予約約シシスステテムムににつついいてて  

   ①概要 
対面経審の予約は、「茨城県経審予約システム」により、希望日の 50 日前～３週

間前までに行ってください。 
    
   ②システム導入による変更点 
   ・予約状況の可視化 
    → 予約システムの画面上で予約状況を確認することができます（下図参照）。 

これにより、経審の受審希望日の予約状況を電話で確認する必要がなくなり

ました。 
 
   ・希望日に即日予約可能 
    → 「茨城県経審予約システム」では、経審の受審希望日時の予約が空いていれ

ば、すぐに予約が可能です。 
    

〇予約システム画面 

 
 
  
③予約方法 
  以下の URL にアクセスしてください。 
 URL：https://airrsv.net/yoyakukeishin/calendar?schdlId=s0000493EF 
 
  また、茨城県経審予約システムの操作方法に関するマニュアルは以下の URL か 
らダウンロードできます。 
URL：https://www.pref.ibaraki.jp/doboku/kanri/kensetsu/menue/koronatgaisaku.html 

 
 
  
  

 
白色：予約可能 

 
灰色：予約不可能 
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５５  経経営営規規模模等等評評価価等等のの審審査査場場所所  
（（１１））書書類類のの送送付付にによよるる申申請請のの場場合合  
    申請書類が揃い次第、次の住所に書類を送付してください。なお、送付には、日本郵

便等の信書が送付可能な方法により行ってください。 

  

 送付先：〒301-8555 

     茨城県水戸市笠原町 978-6 土木部監理課建設業 G 

 

（（２２））対対面面にによよるる申申請請のの場場合合  

経営規模等評価等については、茨城県庁舎行行政政棟棟１１１１階階南側「「経経営営事事項項審審査査会会場場」」に

おいて行っております。（下図参照） 

茨城県経審予約システムで予約した時間までにおいでください。ただし、審査の関係

上、若干審査時間が前後する事がありますので、あらかじめご承知願います。 
なおコロナウイルス感染対策として、審査会場への入室はお一人様に限らせていただ

いております。 
 

 （駐車場） 

  ・東、西駐車場をご利用ください。 

    ・身体障害者用駐車場は、県庁舎、議事堂及び警察庁舎の各庁舎前にあります。 
 

 

  茨城県庁舎 11 階「経営事項審査会場」（案内図） 住所 水戸市笠原町 978-6 
℡  029-301-6342（直通） 
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６６  提提示示書書類類等等ににつついいてて  
（（１１））申申請請書書類類（（提提出出すするる書書類類））一一覧覧  
   郵送等の場合、信書が送付できる方法に限ります。 

No. 提出書類名 部数 摘     要 

１ 

経営 規 模等評価 申請書 

総 合 評 定 値 請 求 書 

（ ２ ０ ０ ０ １ 帳 票 ） 

１部 
  審査手数料は申請書用紙１枚目裏面（どこでも可）に

証紙を貼付のこと。 

２ 

工事 種 類別完成 工事高 
工事種類別元請完成工事高 

（ ２ ０ ０ ０ ２ 帳 票 ） 

３ 
その他の審査項目(社会性等) 
（ ２ ０ ０ ０ ４ 帳 票 ） 

４ 
技 術 職 員 名 簿 

（ ２ ０ ０ ０ ５ 帳 票 ） 

５ 
経営状況分析結果通知書 
（ 原 本 に 限 る ） １部 総合評定値の請求をしない場合は、添付を要しない。 

６ 
建設機械の保有状況一覧表 
（ 建 設 機 械 様 式 ） １部 ０台で申請する場合は、提出不要 

７ CPD単位を取得した技術職

員名 簿 （様式第 ４号） １部 名簿に記載する者がいない場合は、提出不要 

８ 
技 能 者 名 簿 
（ 様 式 第 ５ 号 ） １部 名簿に記載する者がいない場合は、提出不要 

９ 
返 信 用 封 筒 

 

１部 
（※） 

・郵送による申請の場合に限り提出。 
・封筒のサイズは任意。 
・郵便番号、住所、あて先を明記。 
・完了票のほか、技術職員名簿（写し）等（以下の番号11～
15）がある場合は、想定される料金の切手を貼付。  
※確認資料の中に返却が必要な原本等がある場合は、返信時

期が完了票等と異なるため、別途もう１部御用意ください。 

10 工事種類別完成工事高付表 １部 完成工事高の業種間積み上げをおこなった場合は作成の

上、提出。 

11 
技術 職 員名簿（ 写し） 

（ ２ ０ ０ ０ ５ 帳 票 ） 
１部 

上記４にある技術職員名簿の写し。綴らないこと。翌年

以降の経審受審時にこの写し(監理課受付印有)を持参す

ること。 

12 
建設機械の保有状況一覧表 
（写し）（建設機械様式） 

１部 
 

上記６にある建設機械の保有状況一覧表の写し。綴らな

いこと。翌年以降の経審受審時にこの写し(監理課受付印

有)を持参すること。 

13 

CPD単位を取得した技術職

員 名 簿 （ 写 し ） 
（ 様 式 第 ４ 号 ） 

１部 
上記７にあるCPD単位を取得した技術職員名簿の写し。

綴らないこと。翌年以降の経審受審時にこの写し（監理

課受付印有）を持参すること。 

14 
技 能 者 名 簿 （ 写 し ） 
（ 様 式 第 ５ 号 ） １部 

上記８にある技能者名簿の写し。綴らないこと。翌年以

降の経審受審時にこの写し（監理課受付印有）を持参す

ること。 
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15 
実務経験証明書 
（新規掲載者のみ） １部 

上記４（技術職員名簿）の新規掲載者のみ提出。綴らな

いこと。 
※技術職員名簿に掲載されている方のうち、過去の経審

で確認済みの実務経験証明書については提出不要です。 
 新たに経験を追記した実務経験証明書への押印は行い

ませんので、提出はしないで下さい。 
（注）申請書類は 1～８の順番に上部をホチキス止めした上で、綴り穴を空けてください。 
 

 

 

 

 

 

○ チェックリストの作成について 

 円滑な審査の実施のため、「チェックリスト（送付用）」の作成及び送付前の内容確認について御協

力をお願いします。 

 作成したチェックリストは、申請書類とあわせて送付してください。 

 

 

◎経営事項審査に関する問い合わせはこちらまで 

   茨城県土木部監理課建設業担当 

   経審専用TEL：０２９－３０１－６３４２（直通） 
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（（２２））確確認認資資料料ににつついいてて  
①①郵郵送送のの場場合合  

 必須・・・○  該当者のみ・・・△  法人のみ・・・法  個人のみ・・・個 
                        

   郵送の場合、確認資料については、原則として写しを以下の表に記載の順に並べ、綴り紐

等により編綴し、提出してください。 

   なお、確認資料については、原則として審査後に破棄します。 

 

№ 提出書類名 摘           要  

１ 経営事項審査結果通知書 
・前年度のもの。 

・新規に経審を受ける場合は不要。 
○ 

２ 決算変更届の控 ・土木事務所に提出して間もない場合（１ヶ月程度）のみ添付。 △ 

３ 請負工事（原価）台帳 

・基準決算の工事経歴書に記載された工事のうち、業業種種毎毎にに金金額額

がが大大ききいいももののかからら上上位位５５件件（（例例ええばば、、土土木木一一式式とと舗舗装装のの２２業業

種種申申請請のの場場合合、、土土木木一一式式５５件件とと舗舗装装５５件件のの計計1100件件分分。。但但しし、、積積上上

げげ計計算算をを行行っってていいるる場場合合はは、、そそのの業業種種ににつついいててもも上上位位55件件。。））に係

る工事台帳及び契約書（契約書と工事台帳で工事経歴書の請負代金

の額及び完成工事高が突合できない場合は、注文書又は領収書・請

求書・見積書＋預金通帳等も添付）。 

・下請業者との下請契約については、契約書又は注文請書（契約書・

注文請書で工事台帳と突合できない場合は、下請業者からの請求書

、預金通帳等）を添付。 

・新規に経審を受ける場合、又は、基準決算が12ヶ月に満たない場合

、基準決算の前期の分も添付。 

・業種毎に、工事経歴書の順番どおりに１件ずつ工事台帳、請負契約

書（注文請書又は請求書＋預金通帳等）、下請負契約書（注文請書

又は請求書＋預金通帳等）の順に編綴。 

※※審審査査のの過過程程でで内内容容にに疑疑義義ががああっったた場場合合やや、、経経営営分分析析機機関関

かからら（（茨茨城城県県にに））完完成成工工事事高高のの異異常常値値等等ににつついいてて報報告告がが

ああっったた申申請請者者にに対対ししててはは、、上上位位５５件件以以外外のの書書類類（（工工事事経経

歴歴書書のの「「そそのの他他」」にに金金額額ののみみ計計上上さされれてていいるるももののもも含含むむ

））をを追追加加でで求求めめるる場場合合ががあありりまますす。。  

※※工工事事進進行行基基準準をを導導入入ししてていいるる場場合合はは、、工工事事のの進進捗捗率率をを算算

出出ししたた根根拠拠資資料料をを併併せせてて提提出出ししてて下下ささいい。。  

○ 

４ 

工事請負契約書 

（ＪＶ工事の場合、協定書及び

清算書） 

５ 施工体系図 

・上記３及び４に係る施工体系図。施工体制台帳を作成する必要があ

るもの（※）に限る。 

※民間工事については下請契約を締結した、建築一式６，０００万円

以上の工事、建築一式以外について４，０００万円以上の工事。 

公共工事については下請契約を締結した全ての工事。 

△ 

６ 一人別源泉徴収簿 

・常勤性の確認が必要な技術者等（経営業務管理責任者、専任技術者

（※）、技術職員名簿に記載されている技術者、公認会計士及び登

録経理試験の合格者）のみ（基準決算日を含む2年分）。 

 ※今回経営事項審査を受審しない業種も含む。 

○ 
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７ （源泉）所得税の領収証書 

・金融機関の受領日付印のあるもの（基準決算分）。 

※電子納税の場合には、所得税徴収高計算書と納付完了の通知を印刷

したもの。 

○ 

８ 
住民税特別徴収税額の通知書

・変更通知書 

・社会保険に加入義務のない事業者のみ添付（直近のもの）。 

・建設業に従事する職員に対するもの。 
個 

９ 法人税申告書の控 

・申告書の１頁目のみ。 

※ただし、２頁以降は審査の過程で必要な場合は別途提出していただ

く場合があります。 

・直近１期分の財務諸表に対応するもの。決算期が１２ヶ月に満たな

い場合は、直近２４ヶ月を含むもの全て。 

 

法 

10 所得税申告書の控 

・直近決算の財務諸表に対応するもの。 

・申告書の１頁目のみ。 

※ただし、２頁以降は審査の過程で必要な場合は別途提出していただ

く場合があります。 

個 

11 消費税申告書の控 

・基準決算の財務諸表に対応するもの。 

・新規に経審を受ける場合、又は、基準決算が１２ヶ月に満たない場

合は、基準決算の前期分も添付。 

・申告書の１頁目のみ。 

※ただし、２頁以降は審査の過程で必要な場合は別途提出していただ

く場合があります。 

○ 

12 消費税納税証明書 

・税務署発行の国税通則法施行規則別紙第９号書式その１基準決算の

消費税申告書に対応するもの。 

※納付すべき金額が入っている様式。 

・新規に経審を受ける場合、基準決算の前期分も添付 

○ 

13 
健康保険、厚生年金保険被保険

者標準報酬決定通知書 

・常勤性の確認が必要な技術者等（経営業務管理責任者、専任技術者

（※）、技術職員名簿に記載されている者、公認会計士、登録経理

試験の合格者、CPD単位を取得した技術職員名簿に記載されている

者及び技能者名簿に記載されている者）が記載されている頁のみ（

基準決算分）。 

※今回経営事項審査を受審しない業種も含む。 

○ 

14 

技術職員、技術者及び技能者の

６か月超の雇用期間が確認で

きる書面 

・健康保険証、雇用契約書等 

※前回の技術職員名簿に登載されている者は不要 
△ 

15 
技術職員、技術者及び技能者の

生年月日が確認できる書面 

・健康保険証等（社会保険未加入の事業者で、審査基準日時点で３５

歳未満の若手職員がいる場合のみ） 

※前回の技術職員名簿に登載されている者は不要 

△ 

16 
厚生年金保険70歳以上被用者

該当届、同算定基礎届 

・後期高齢者医療制度の対象者で、過去に厚生年金の被保険者期間等

がある職員分。 
△ 

17 
継続雇用制度の適用を受けて

いる技術職員名簿 

・高齢者雇用安定法の継続雇用制度対象者がいる場合作成。 

・常時１０名以上労働者を使用する企業の場合は、併せて「継続雇用

制度について定めた労働基準監督署の受付印のある就業規則」も添

付。 

△ 

18－1 建設業許可通知書 ・現在有効な許可通知書全て △ 

18－2 許可申請書 
・許可（更新含む）を受けてから間もない場合（１ヶ月程度）のみ添

付。 
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19 変更等の届出書 ・届出を行ってから間もない場合（１ヶ月程度）のみ添付。 △ 

20 資格者証等 

・監理技術者にあっては、監理技術者資格者証（監理技術者資格者証

の裏面に講習修了日が記載されていない場合は）監理技術者講習修

了証。 

・登録基幹技能者にあっては、登録基幹技能者講習修了証。 

・CPD単位を取得した技術職員名簿に記載する二級技士の一次検定試

験に合格した者（二級技士補）であることを証明する書類。 

・技術職員名簿（（１）番号４）に新規で記載する技術者又は前回か

ら変更があった技術者のみ、有資格者であることを証する免状、合

格証明書等。 

○ 

21 実務経験証明書の裏付け資料 

・実務経験証明書（（１）番号11）に記載された工事の裏付け資料（

契約書等） 

例）10年以上の実務経験 →記入した工事のうち直近５年分 

  上記以外の実務経験 →記入した工事の全て 

・建設業法第７条第２項イ（コード番号001）に該当する技術者は、

指定学科を卒業したことを証する書面（卒業証明等）を添付。 

△ 

22 
前回経審時の技術職員名簿  

(写) 

・監理課の受付印があるもの。 

・はじめて受審する場合は不要。 
○ 

23 
雇用保険被保険者資格取得等

確認通知書(事業主通知用) 

・常勤性の確認が必要な技術者等（経営業務管理責任者、専任技術者

（※）、新規で技術職員名簿に記載された技術者、６５歳以上の技

術者、公認会計士及び登録経理試験の合格者）のみ。 

 ※今回経営事項審査を受審しない業種も含む。 

・「事業所別被保険者台帳照会」での代用は不可。 

△ 

24 
建設業退職金共済事業加入・履

行証明 
・加入している場合。 △ 

25 

・退職手当についての規定があ

る労働協約若しくは就業規

則を示す文書 

・勤労者退職金共済機構若し

くは特定退職金共済団体の

発行する加入証明書、共済契

約書 

・退職金一時金制度を導入している場合。 

・就業規則については、労働基準監督署の受付印があるものを添付。 

・特定退職金共済制度を導入する場合には、共済の加入要件を満たす

こと。 

△ 

26 

・厚生年金基金加入証明書 

・確定拠出年金（企業型）、確

定給付企業年金（基金型・規

約型）を導入している場合は

それらの確認書類 

・厚生年金基金加入証明書 

・確定拠出型年金（企業型）を導入している場合には、厚生労働大臣

による承認通知書、建設業者と確定拠出型年金運営管理機関との間

の運営管理業務の委託契約に係る契約書、審査基準日前の直近の掛

金振込に係る領収書を添付。 

△ 
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27 

・（公財）建設業福祉共済団、

（一社）全国建設労災互助会

、（一社）全国労働保険事務

組合連合会、中小企業等協同

組合法に基づき共済事業を

営む者との契約又は加入を

証する書類 

・保険会社と労災保険契約をし

ている場合はその保険証券 

・法定外労働災害補償制度に加入している場合。 

 ※加入証明書や保険証券に評価の対象となるか確認出来る契約内

容の記載が無い場合は、別に契約内容がわかるものを添付。 

△ 

28 

・公共機関と直接防災協定を締

結している場合、防災協定書 

・社団法人等の団体が公共機関

等と防災協定を締結してい

る場合は、当該団体発行の証

明書 

・防災協定を締結している場合、いずれかを添付。 

※公共機関と防災協定を締結している社団法人等の団体の構成員

として防災活動に参加する者は、当該団体が発行する「申請者が

防災活動に一定の役割を負っていることを証明する証明書」（審

査基準日時点での証明）。 

△ 

29 

・会計監査人の設置を行ってい

る場合、監査報告書 

・会計参与の設置を行ってい              

る場合、会計参与報告書 

・経理処理の適正を確認した旨

の書類（様式第２号） 

・監査報告書、会計参与報告書は該当する場合のみ。 

・経理処理の適正を確認した旨の書類は、会社の従業員で公認会計士

、会計士補、税理士及びこれらとなる資格を有する者、又は、１級

登録経理試験に合格した者が記入し、その者の印が押してあるもの

。 

△ 

30 

公認会計士資格証、登録経理試

験合格証書（建設業経理事務士

合格証書）等 

・資格者全員分。 

・登録経理士の場合は、登録経理講習の受講を確認できる書類。（登

録経理試験に合格した翌年度の開始の日から5年を経過していない

者を除く。） 

※Ｒ５年３月までの間は、H２８年度以前に登録経理試験に合格した

者も引き続き評価対象となる。 

△ 

31 
前回経審時の建設機械の保有

状況一覧表（写） 

・監理課の受付印があるもの。 

・はじめて受審する場合は不要。 
△ 

32 
建設機械の保有状況を確認で

きる書面 

・新規の場合のみ。 

・売買契約書、リース契約書(審査基準日から１年７ヶ月以上の長期

契約に限る)、契約書を紛失した場合は建機メーカーが発行した販

売証明書 

△ 

33 建設機械のカタログ等 

・新規の場合のみ。 

・評価を受けようとする建設機械の全体像、型式、性能等が確認でき

る部分を抜粋（又は取扱説明書） 

・カタログ、取扱説明書が入手できない場合は、当該機械の全景及び

型式が識別できるように撮影した写真でも可。 

 ※移動式クレーン及び大型ダンプについては、No.34の資料で確認

できるため不要。 

△ 
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34 特定自主検査記録表等 

・評価を受けようとする建設機械について、審査基準日現在で有効な

以下のもの。 

【移動式クレーン】 

労働安全衛生法・クレーン等安全規則に規定される製造時等検査、

性能検査による移動式クレーン検査証。 

【大型ダンプ車】 

自動車検査証。 

※備考欄に「建」の表示があるもの、又は営業用ダンプを主とし

て建設業の用途に使用している場合は備考欄に「（建）」の表示

があるもの。 

【その他の建設機械】 

労働安全衛生法に規定される特定自主検査記録表。 

※新規で新車を購入した場合は、次回の特定自主検査の実施時期を証

明する書類を添付のこと。 

△ 

35 
ISO9001、ISO14001の登録機関

の認証を証明する書類 

・認定証で、認証範囲が確認できない場合は、認証の範囲が確認でき

る書面添付。 
△ 

36 

民事再生法又は会社更生法に

基づく再生(更生)計画手続終

結決定日が確認できる書面 

・平成２３年４月１日以降に民事再生(会社更生)法を適用した場合。 △ 

37 取得したCPD単位を証する書類 

・技術職員及び技術者が、審査基準日1年間で取得したCPD単位数を証

明する書類。 

・1人につき２以上のCPD認定団体によって単位の取得が認定される場

合は、いずれか１つのCPD認定団体分のみ（複数団体分は認めない

）単位数として認定する。 

△ 

38 
前回経審時のCPD単位を取得し

た技術職員名簿 

・監理課の受付印があるもの。 

・はじめて受審する場合は不要。 
△ 

39 
能力評価（レベル判定）結果通

知書 

・技能者名簿に記載のある者のうち、認定能力評価基準による評価を

受けた者がいる場合に提出（前回経審時の技能者名簿（監理課受付

印がある者）に記載されている内容に変更がない場合は不要。） 

△ 

40 作業員名簿等 

・技能者名簿を作成する場合のみ提出。 

・氏名、生年月日、年齢及び職種が記載された作業員名簿等（審査基

準日時点で稼働している工事のうち工事名等で業種の判断が可能

なものに限る）。 

△ 

41 前回経審時の技能者名簿 
・監理課の受付印があるもの。 

・はじめて受審する場合は不要。 
△ 
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（注意） 

新規に経営事項審査を申請する場合、法人については、前記確認書類のうち、№2、3、4、5、

9、11、12（個人については、№2、3、4、5、10、11、12）の書類を、基準決算の前期の分も提

出すること（「完成工事高」で３年平均を選択する場合は前々期の分も添付）。また、最初に許

可を受けた時の許可通知書を添付のこと（現在の許可番号、許可の月日が異なる場合は、最初

の許可通知書から現在まで全部添付）。決算期の変更があって、３期分で 36 か月に満たない場

合は、さらに基準決算の前々々期分等も提示すること。 

 

 

※ 確認資料については、原本が送付された場合も審査を行いますが、原原本本がが一一部部ででもも含含ままれれるる

場場合合はは、、審審査査完完了了後後にに写写ししでで提提出出さされれたた他他のの確確認認資資料料もも含含めめてて、、全全てて返返却却すするるののでで、、必必ずず返返却却

用用のの着着払払いい伝伝票票又又はは切切手手をを貼貼付付ししたた返返信信用用封封筒筒（（書書留留郵郵便便等等、、追追跡跡可可能能なな方方法法にに限限るる。。））等等をを同同

封封ししててくくだだささいい。。  

 なお、本課では紛紛失失・・破破損損等等のの責責任任はは一一切切負負いいかかねねまますすののでで、、御御了了承承のの上上でで送送付付くくだだささいい。。  

  

 

○ チェックリストの作成について 

 円滑な審査の実施のため、「チェックリスト（送付用）」の作成及び送付前の内容確認につい

て御協力をお願いします。 

 作成したチェックリストは、申請書類とあわせて送付してください。 
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  ②②対対面面のの場場合合  
  必須・・・○  該当者のみ・・・△  法人のみ・・・法  個人のみ・・・個 

№ 携行書類名 摘           要  

１ 経営事項審査結果通知書 
・前年度に送付されたもの（原本に限る）。 
・新規に経審を受ける場合は不要。 

○ 

２ 決算変更届の控 

・直近２期分の決算のもの。ただし、完成工事高で「激変緩和措置（３年平

均）」を用いる場合は、前々期分も提示すること（土木事務所受付済みのも

の）。 
 

○ 

３ 請負工事（原価）台帳 

・基準決算の工事台帳及び契約書。 

（契約書と工事台帳で工事経歴書の請負代金の額及び完成工事高が突合で

きない場合は、注文書又は領収書・請求書・見積書＋預金通帳等も持参の

こと。） 
・下請業者との下請契約については、契約書又は注文請書（契約書・注文請

書で工事台帳と突合できない場合は、下請業者からの請求書、預金通帳等

）提示すること。 

・新規に経審を受ける場合、又は、基準決算が12ヶ月に満たない場合、基準

決算の前期の分も提示すること。 
※※工工事事進進行行基基準準をを導導入入ししてていいるる場場合合はは、、工工事事のの進進捗捗率率をを算算出出ししたた

根根拠拠資資料料をを併併せせてて提提出出ししてて下下ささいい。。 

○ 

４ 

工事請負契約書 
（ＪＶ工事の場合、協定書及び

清算書） 

５ 

施工体制台帳 

   再下請負通知書 

   施工体系図 

・基準決算の施工体制台帳（すべて） ○ 

６ 一人別源泉徴収簿 ・職員に対するもの（基準決算日を含む２年分）。 ○ 

７ （源泉）所得税の領収証書 

・金融機関の受領日付印のあるもの（基準決算日を含む２年度分）。 
※電子納税の場合には、所得税徴収高計算書と納付完了の通知を印刷したも

のを提示すること。 

○ 

８ 
住民税特別徴収税額の通知書

・変更通知書 

・社会保険に加入義務のない事業者のみ提示すること（直近のもの）。 

・建設業に従事する職員に対するもの。 
個 

９ 法人税申告書の控 

・直近１期分の財務諸表に対応するもの（決算書・勘定科目内訳表等も提示

）。※電子納税の場合は、該当する部分を印刷して提示すること。なお、決

算期が１２ヶ月に満たない場合には、直近２４ヶ月を含む分すべてを提示

すること。 

法 

10 所得税申告書の控 
・直近決算の財務諸表に対応するもの。 
※電子納税の場合は、該当する部分を印刷して提示すること。 

個 

11 消費税申告書の控 

・基準決算の財務諸表に対応するもの。 
・新規に経審を受ける場合、又は、基準決算が１２ヶ月に満たない場合は、

基準決算の前期分も提示すること。 

○ 

12 消費税納税証明書 

・税務署発行の国税通則法施行規則別紙第９号書式その１（原本）基準決算

の消費税申告書に対応するもの。※納付すべき金額が入っている様式。 
・新規に経審を受ける場合、基準決算の前期分も提示すること 

○ 

13 
健康保険、厚生年金保険被保険

者標準報酬決定通知書 

・職員に対するもの（法人は職員数１名以上の場合、個人事業者は常時５名

以上雇用の場合）。 
※原本を提示すること。 

○ 

14 

技術職員、技術者及び技能者の

６か月超の雇用期間が確認で

きる書面 

・健康保険証の写し、雇用契約書の写し等 

※前回の技術職員名簿に登載されている者は不要 
△ 
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15 
技術職員、技術者及び技能者の

生年月日が確認できる書面 

・健康保険証の写し等（社会保険未加入の事業者で、審査基準日時点で３５

歳未満の若手職員がいる場合のみ） 

※前回の技術職員名簿に登載されている者は不要 

△ 

16 後期高齢者医療被保険者証 
・後期高齢者医療制度の対象者で、過去に厚生年金の被保険者期間等がある

職員分。 
△ 

17 
継続雇用制度の適用を受けて

いる技術職員名簿 

・高齢者雇用安定法の継続雇用制度対象者がいる場合作成する 

・常時１０名以上労働者を使用する企業の場合は、併せて「継続雇用制度に

ついて定めた労働基準監督署の受付印のある就業規則の写し」も提示する

こと。 

△ 

18 
建設業許可通知書及び許可申

請書 

・原本に限る。なお、許可申請書（直近のもの）及びその添付書類も提示す

ること。 

・新規に経審を受ける場合は、最も古い許可通知書から提示すること。（許可

申請の内容について変更がある場合は、変更届も持参すること） 

○ 

19 変更等の届出書 

・原本に限る。 

・現在有効の建設業許可通知の通知日以降に経営業務の管理責任者や専任技

術者、役員等に変更があって届出を行っている場合は提示する。 

△ 

20 資格者証等 

・当日提出する技術職員名簿（№４）記載の技術者のうち、有資格者にあっ

てはそれを証する免状、合格証明書等（写しでも可）。監理技術者資格者証

、監理技術者資格者証の裏面に講習修了日が記載されていない場合は監理

技術者講習修了証（写しでも可）。 
・CPD単位を取得した技術職員名簿に記載する二級技士の一次検定試験に合格

した者（二級技士補）であることを証明する書類。 

○ 

21 

 
実務経験証明書 

 

 
指定学科を卒業したことを 
証する書面（卒業証明書） 

・当日提出する技術職員名簿（№４）記載の技術者のうち、一定期間の実務

経験を有することにより認められた技術者がいる場合。また、実務経験証

明書に記載された工事の確認資料（契約書等）も合わせて提示すること（

５年分以上）。 

・建設業法第７条第２項イ（コード番号001）に該当する技術者は、指定学

科を卒業したことを証する書面（卒業証明等）を提示すること。 

△ 

22 
前回経審時の技術職員名簿 

（写） 

・監理課の受付印があるもの 

・はじめて受審する場合は不要 
○ 

23 
雇用保険被保険者資格取得等

確認通知書(事業主通知用) 

・加入している場合、加入者全員分。 
 ※原本を提示すること。 
 ※「事業所別被保険者台帳照会」は、証明書類ではないた 

め、雇用保険加入の確認資料とはしていない。 

△ 

24 
建設業退職金共済事業加入・履

行証明 

・加入している場合。 
 

△ 

25 

・退職手当についての規定があ

る労働協約若しくは就業規則

を示す文書 
・勤労者退職金共済機構若しく

は特定退職金共済団体の発行

する加入証明書、共済契約書 

・退職金一時金制度を導入している場合、いずれかを提示。 
・就業規則については、労働基準監督署の受付印があるものを提示すること。 
・特定退職金共済制度を導入する場合には、共済の加入要件を満たすこと。 

△ 

26 

・厚生年金基金加入証明書 

・確定拠出年金（企業型）、確

定給付企業年金（基金型・規約

型）を導入している場合はそれ

らの確認書類 

・厚生年金基金加入証明書 
・確定拠出型年金（企業型）を導入している場合には、厚生労働大臣による

承認通知書、建設業者と確定拠出型年金運営管理機関との間の運営管理業

務の委託契約に係る契約書、審査基準日前の直近の掛金振込に係る領収書

を提示すること。 

△ 
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27 

・（公財）建設業福祉共済団、

（一社）全国建設労災互助会

、（一社）全国労働保険事務

組合連合会、中小企業等協同

組合法に基づき共済事業を

営む者との契約又は加入を

証する書類 

・保険会社と労災保険契約をし

ている場合はその保険証券 

・法定外労働災害補償制度に加入している場合、いずれかを提示。 
 ※加入証明書や保険証券に評価の対象となるか確認出来る契約内容の記載

が無い場合は、別に契約内容がわかるものを提示すること。 

△ 

28 

・公共機関と直接防災協定を締

結している場合、防災協定書の

写し 
・社団法人等の団体が公共機関

等と防災協定を締結している

場合は、当該団体発行の証明書 

・防災協定を締結している場合、いずれかを提示する。 
公共機関と防災協定を締結している社団法人等の団体の構成員として防

災活動に参加する者は、当該団体が発行する「申請者が防災活動に一定の

役割を負っていることを証明する証明書」（審査基準日時点での証明）を持

参すること。 

△ 

29 

・会計監査人の設置を行ってい

る場合、監査報告書 
・会計参与の設置を行っている

場合、会計参与報告書 
・経理処理の適正を確認した旨

の書類（様式第２号） 

・監査報告書、会計参与報告書は該当する場合のみ、提示する。 
・経理処理の適正を確認した旨の書類は、会社の従業員で公認会計士、会計

士補、税理士及びこれらとなる資格を有する者、又は、１級登録経理試験

に合格した者が記入し、その者の印が押してあるものを提示すること。 

△ 

30 
公認会計士資格証、登録経理試

験合格証書（建設業経理事務士

合格証書）等 

・資格者全員分。 
・登録経理士の場合は、登録経理講習の受講を確認できる書類。（登録経理試

験に合格した翌年度の開始の日から5年を経過していない者を除く。） 

※R５年３月までの間は、H２８年度以前に登録経理試験に合格した者も引き

続き評価対象となる。 

△ 

31 
前回経審時の建設機械の保有

状況一覧表（写） 
・監理課の受付印があるもの 

・はじめて受審する場合は不要 
△ 

32 
建設機械の保有状況を確認で

きる書面の写し 

・売買契約書の写し、リース契約書の写し(審査基準日から１年７ヶ月以上の

長期契約に限る)、契約書を紛失した場合は建機メーカーが発行した販売証

明書 
△ 

33 建設機械のカタログ等の写し 

・ 評価を受けようとする建設機械の全体像、型式、性能等が確認できる部分

を抜粋（又は取扱い説明書） 
・カタログ、取扱い説明書が入手できない場合は、当該機械の全景及び型式

が識別できるように撮影した写真でも可。 
 ※移動式クレーン及び大型ダンプについては、No.34の資料で確認できる

ため不要。 

△ 
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34 特定自主検査記録表等の写し 

・評価を受けようとする建設機械について、審査基準日現在で有効な以下の

ものを提示 
【移動式クレーン】 

労働安全衛生法・クレーン等安全規則に規定される製造時等検査、性能検

査による移動式クレーン検査証の写し。 
【大型ダンプ車】 

自動車検査証の写し。 
※備考欄に「建」の表示があるもの、又は営業用ダンプを主として建設業

の用途に使用している場合は備考欄に「（建）」の表示があるもの。 
【その他の建設機械】 

労働安全衛生法に規定される特定自主検査記録表の写し。 
※新規で新車を購入した場合は、次回の特定自主検査の実施時期を証明する

書類を添付のこと。 

△ 

35 
ISO9001、ISO14001の登録機

関の認証を証明する書類の写

し 

・認定証で、認証範囲が確認できない場合は、認証の範囲が確認できる書面

の写しも添付 
△ 

36 
民事再生法又は会社更生法に

基づく再生(更正)計画手続終

結決定日が確認できる書面 
・平成２３年４月１日以降に民事再生(会社更生)法を適用した場合。 △ 

37 取得したCPD単位を証する書類 

・技術職員及び技術者が、審査基準日1年間で取得したCPD単位数を証明する

書類。 

・1人につき２以上のCPD認定団体によって単位の取得が認定される場合は、

いずれか１つのCPD認定団体分のみ（複数団体分は認めない）単位数として

認定する。 

△ 

38 
前回経審時のCPD単位を取得し

た技術職員名簿 

・監理課の受付印があるもの。 

・はじめて受審する場合は不要。 
△ 

39 
能力評価（レベル判定）結果通

知書 

・技能者名簿に記載のある者のうち、認定能力評価基準による評価を受けた

者がいる場合に提出（前回経審時の技能者名簿（監理課受付印がある者）

に記載されている内容に変更がない場合は不要。） 

△ 

40 作業員名簿等 

・技能者名簿を作成する場合のみ提出。 

・氏名、生年月日、年齢及び職種が記載された作業員名簿等（審査基準日時

点で稼働している工事のうち工事名等で業種の判断が可能なものに限る）。 

△ 

41 前回経審時の技能者名簿 
・監理課の受付印があるもの。 

・はじめて受審する場合は不要。 
△ 

 
（注意） 

新規に経営事項審査を申請する場合、法人については、前記提示書類のうち、№2、3、4、5、
9、11、12、（個人については、№2、3、4、5、10、11、12）の書類を、基準決算の前期の分

も提示すること（「完成工事高」で３年平均を選択する場合は前々期の分も提示）。また、最初

に許可を受けた時の許可通知書を持参のこと（現在の許可番号、許可の月日が異なる場合は、

最初の許可通知書から現在まで全部持参）。決算期の変更があって、３期分で３６か月に満たな

い場合は、さらに基準決算の前々々期分等も提示すること。 
○ チェックリストの作成について 

 事前に「チェックリスト（対面審査用）」により、書類を確認の上、作成したチェックリス

トを審査当日に持参してください。 
○ 経営事項審査来庁者受付票の提出について 
  審査当日に検温の上、「経営事項審査来庁者受付票（※）」を持参してください。 
  ※ 記載内容によっては対面審査をお断りする場合があります。 
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（（３３））そそのの他他のの注注意意  
① 個人から法人へ組織替えをして、法人の決算日が未到来の場合は、個人の閉鎖決算日の翌日

が審査基準日となるので、注意のこと。 
（例）令和２年７月１日法人成りで法人決算日未到来の場合、審査基準日は７月１日となり、令

和２年６月３０日決算と令和元年１２月３１日決算の２期分の提示書類が必要になる。 
 
② 「工事進行基準」を導入している場合には、今期の完成工事高に計上した分の根拠資料を持

参すること。 
例：今期の工事の進捗度を「原価比例法」によって求めた場合は、決算日時点での原価を算出

した資料及び、工事原価総額の算出資料。 
 
※「原価比例法」とは、決算日における工事進捗度を見積る方法のうち、決算日までに実施し

た工事に関して発生した工事原価が工事原価総額に占める割合をもって決算日における工事

進捗度とする方法をいいます。 
 
③ 高齢者雇用安定法の継続雇用制度については、従業員の定年を６０歳までと設定している事

業者が、定年後も６５歳までの継続雇用を制度化している場合が該当します。したがって、従

来より定年を設定していない場合は該当しません。 
 
④  対面経審において、合併時経審等の特殊経審を受審する予定がある場合、技術職員数が３０

人を超える場合や新たに掲載した技術職員数が１０人を超える場合などは事前に御相談願い

ます。 
 
⑤ 電子上で、税金の申告や納税、日本年金機構への各種手続等を行っている場合は、原則とし

てそれぞれの手続完了画面を印刷したものを併せて提示すること。 
 
（備考）社会保険未加入業者への指導について 
○ 社会保険未加入業者への指導は引き続き実施いたします。 
○ 初めて社会保険未加入が確認された業者に対しては、口頭及び「申し送り書」の手交により

保険加入を指導いたします。 
○ 指導後に社会保険担当部局に通報いたします。 
○ 令和 2 年 10 月 1 日より社会保険等への加入が要件化されたため、次回更新時までに加入し

ない場合、許可の更新が認められません。
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（（４４））申申請請用用紙紙等等のの販販売売先先等等  

①販売先：（一社）茨城県建設業協会及び各支部 

    （本部又は支部一覧） 

水  戸 〒310-0062 水戸市大町3-1-22 ℡029-221-5126 
常陸太田 〒310-0013 常陸太田市山下町1252-3 ℡0294-72-2964 
常陸大宮 〒319-2255 常陸大宮市野中町3120-17 ℡0295-52-0543 
大  子 〒319-3500 大子町泉町770-4 ℡02957-2-0442 
高  萩 〒318-0003 高萩市下手綱1458-4 ℡0293-22-3705 
鉾  田 〒311-1504 鉾田市安房1653 ℡0291-32-2473 
潮  来 〒314-0012 鹿嶋市平井1228-26 ℡0299-82-1959 
竜 ヶ 崎 〒301-0005 龍ケ崎市川原代町6182 ℡0297-64-2251 
土  浦 〒300-0815 土浦市中高津3-11-22 ℡029-821-6514 
筑  西 〒308-0841 筑西市二木成稲荷塚806-2 ℡0296-22-2538 
常  総 〒300-2706 常総市新石下1304 ℡0297-42-2203 

境 〒306-0431 境町西泉田1326-2 ℡0280-87-0614 
 

②申請様式ダウンロードサービス 

インターネットをご利用の方は、茨城県土木部監理課の「建設業担当ホームページ」でダウ

ンロードできます。 
URL：https://www.pref.ibaraki.jp/doboku/kanri/kensetsu/kennsetugyoutanntouho-mupe-jimenu.html 

    （検索エンジンで「茨城県 建設業」と入力し検索すると上位に表示されます。） 

 

７７  申申請請手手数数料料ににつついいてて  

当日提出する書類とともに、申請する業種に応じた所定の金額を以下のいずれか方法で納付

して下さい。 

（ア）茨城県収入証紙 

（イ）電子納付 

・申請手数料の額 

 経営規模等評価手数料 8,100 円＋2,300 円×審査対象建設業業種数 

   総合評定値通知手数料 400 円＋200 円×審査対象建設業業種数 
 

  【手数料早見表】 

審査業種数 経営規模等評価手数料 総合評定値通知手数料  手数料の合計額 

    １      10,400円       600円           1111,,000000  円円 

    ２      12,700円       800円           1133,,550000  円円 

    ３      15,000円      1,000円           1166,,000000  円円 

    ４      17,300円      1,200円           1188,,550000  円円 

    ５      19,600円      1,400円           2211,,000000  円円 

    ６      21,900円      1,600円           2233,,550000  円円 

    ７      24,200円      1,800円           2266,,000000  円円 

    ８      26,500円      2,000円           2288,,550000  円円 

    ９      28,800円      2,200円           3311,,000000  円円 

    10      31,100円      2,400円           3333,,550000  円円 
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８８  全全般般的的なな留留意意事事項項  

（１）審査に当たっての留意事項 

・  審査について、責任をもって応答し、又は間違いを修正できる人が対応して下さい。（原

則として事業主又は役員等。） 

・  建設業許可申請書記載事項の変更等があった場合、変更届等の控を持参して下さい。建

設業法第１１条に定められている次の変更については、必ず提出日前に届出をして下さ

い。 

 ①決算変更届 

 ②商号又は名称、代表者名、役員、営業所所在地、資本金、技術者の変更等 

・  経営事項審査に申請する業種（土木一式工事、建築一式工事、大工工事など２９業種）

は、茨城県の建設工事入札参加資格及び茨城県の共同企業体結成の際に申請できる業種

となります。 

・  県内市町村に対し、建設工事入札参加資格申請をする場合においても、経営規模等評価

結果通知書・総合評定値通知書が必要となります。 

 なお、県と市町村の工事規模の違いなどにより、工事毎に入札参加資格に必要な業種に

ついて、県と市町村では異なる場合があります。県と市町村の両方に入札参加資格の申

請をする建設業者は、どの業種を選択して申請するか十分注意して申請して下さい。（申

請者の選択であり、後日の変更は認めません。） 

 

（２）経営規模等評価等の結果通知について 

 経営規模等評価等の結果については、その審査終了後、およそ１か月後に経営規模等評価

結果通知書・総合評定値通知書（以下、「結果通知書」）によって各申請者に対し通知します。 

 もし、内容に誤りを発見した場合は、その通知を受けた日から３０日以内に県知事（国土

交通大臣許可業者にあっては国土交通大臣）に対し、再審査等の申し立てをすることができ

ます。ただし、申請者の記入漏れや記入誤り又は申請時の確認書類不足による内容認否等“申

請者の責任に帰する案件”については再審査の対象とはなりません。 

 なお、経営規模等評価申請及び総合評定値請求の受付がなされた後、まだ結果通知書が届

かず、茨城県の発注する工事の入札でその提示を求められた場合、令和○○年度経営事項審

査完了票（監理課の受付印があるもの）を提示して下さい。ただし、前期決算の結果通知書

で、有効期間のあるものを提示することができる場合は除きます。 

      
※経営規模等評価のみを申請した場合は、「経営規模等審査完了票」を発行します。 

 

（３）結果通知書の公表について 

茨城県では、経審の結果通知書を公表しており、茨城県庁舎１階公共事業情報センターに

おいて閲覧できます（月～金曜日午前９時（水曜のみ午前１０時）～午後４時まで。ただし、

正午から午後１時までは除く）。 

 また、（一財）建設業情報管理センターのホームページにおいても閲覧できます。 

 URL：http://www.ciic.or.jp/ 

 
     ※（一財）建設業情報管理センターのホームページにおける公表については、茨城県知

事許可業者であれば希望により停止に応じておりますので、審査基準日毎に茨城県に

申請してください。申請書については、茨城県土木部監理課の「建設業担当ホームペ

ージ」からもダウンロードできます。 

URL：http://www.pref.ibaraki.jp/doboku/kanri/kensetsu/kennsetugyoutanntouho-mupe-jimenu.html 
     （検索エンジンで「茨城県 建設業」と入力し検索すると上位に表示されます。） 
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様式第２号                         （用紙Ａ４） 

 

 

 

 

 

経理処理の適正を確認した旨の書類 

 

 

 

  私は、建設業法施行規則第１８条の３第３項第２号の規定に基づく確認を行うため、 
           の令和  年  月  日から令和  年  月  日までの

第   期事業年度における計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等

変動計算書及び注記表について、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準その他の企業会計の慣行をしん酌され作成されたものであること及び別添の会計処

理に関する確認項目の対象に係る内容について適正に処理されていることを確認しまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            商号又は名称 

                            所属・役職 

                             
                           氏 名                                   
 

 

 

以上 

  

監査の受審状況における経理処

理の適正を確認した書類として

使用する。 

会社の従業員（常勤）で以下の資

格を持つ者が記入し、その者が印

を付す。 
① 公認会計士、会計士補、税理

士及びこれらとなる資格を有

する者 
② １級登録経理試験に合格した

者 
 

建設業者の商号又は名称、確認

の対象となる決算期の期間と期

を記入。 
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別添 
建設業の経理が適正に行われたことに係る確認項目 

 

項目  内容  

全体   前期と比較し概ね２０％以上増減している科目についての内容を検証する。特に次

の科目については、詳細に検証し不適切なものが含まれていないことを確認した。 
 

    受取手形、完成工事未収入金等の営業債権 

    未成工事支出金等の棚卸資産 

    貸付金等の金銭債権 

    借入金等の金銭債務 

    完成工事高、兼業事業売上高 

    完成工事原価、兼業事業売上原価 

    支払利息等の金融費用 

預貯金   残高証明書又は預金通帳等により残高を確認している。  

金銭債権    営業上の債権のうち正常営業循環から外れたものがある場合、これを投資その他の

資産の部に表示している。 
 

   営業上の債権以外の債権でその履行時期が１年以内に到来しないものがある場合、

これを投資その他の資産の部に表示している。 
 

   受取手形割引額及び受取手形裏書譲渡額がある場合、これを注記している。  

貸倒損失 
貸倒引当金 

  法的に消滅した債権又は回収不能な債権がある場合、これらについて貸倒損失を

計上し債権金額から控除している。 
 

   取立不能のおそれがある金銭債権がある場合、その取立不能見込額を貸倒引当金

として計上している。 
 

   貸倒損失・貸倒引当金繰入額等がある場合、その発生の態様に応じて損益計算上区

分して表示している。 
 

有価証券   有価証券がある場合、売買目的有価証券、満期保有目的の債券、子会社株式及び

関連会社株式、その他有価証券に区分して評価している。 
 

   売買目的有価証券がある場合、時価を貸借対照表価額とし、評価差額は営業外損益

としている。 
 

   市場価格のあるその他有価証券を多額に保有している場合、時価を貸借対照表価

額とし、評価差額は洗替方式に基づき、全部純資産直入法又は部分純資産直入法に

より処理している。 

 

   時価が取得価額より著しく下落し、かつ、回復の見込みがない市場価格のある有価

証券（売買目的有価証券を除く。）を保有する場合、これを時価で評価し、評価差額は

特別損失に計上している。 

 

   その発行会社の財政状態が著しく悪化した市場価格のない株式を保有する場合、こ

れについて相当の減額をし、評価差額は当期の損失として処理している。 
 

棚卸資産   原価法を採用している棚卸資産で、時価が取得原価より著しく低く、かつ、将来回復

の見込みがないものがある場合、これを時価で評価している。 
 

未成工事支出金   発注者に生じた特別の事由により施工を中断している工事で代金回収が見込めない

ものがある場合、この工事に係る原価を損失として計上し、未成工事支出金から控除し

ている。 
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   施工に着手したものの、契約上の重要な問題等が発生したため代金回収が見込め

ない工事がある場合、この工事に係る原価を損失として計上し、未成工事支出金から

控除している。 

 

経過勘定等   前払費用と前払金、前受収益と前受金、未払費用と未払金、未収収益と未収金は、そ

れぞれ区別し、適正に処理している。 
 

   立替金、仮払金、仮受金等の項目のうち、金額の重要なもの又は当期の費用又は収

益とすべきものがある場合、適正に処理している。 
 

固定資産   減価償却は経営状況により任意に行うことなく、継続して規則的な償却を行っている｡  

   適用した耐用年数等が著しく不合理となった固定資産がある場合、耐用年数又は残

存価額を修正し、これに基づいて過年度の減価償却累計額を修正し、修正額を特別

損失に計上している。 

 

   予測することができない減損が生じた固定資産がある場合、相当の減額をしている。  

   使用状況に大幅な変更があった固定資産がある場合、相当の減額の可能性につい

て検討している。 
 

   研究開発に該当するソフトウェア制作費がある場合、研究開発費として費用処理して

いる。 
 

   研究開発に該当しない社内利用のソフトウェア制作費がある場合、無形固定資産に

計上している。   
 

   遊休中の固定資産及び投資目的で保有している固定資産で、時価が５０％以上下落

しているものがある場合、これを時価で評価している。 
 

   時価のあるゴルフ会員権につき、時価が５０％以上下落しているものがある場合、こ

れを時価で評価している。 
 

   投資目的で保有している固定資産がある場合、これを有形固定資産から控除し、投

資その他の資産に計上している。 
 

繰延資産   資産として計上した繰延資産がある場合、当期の償却を適正に行っている。  

   税法固有の繰延資産がある場合、投資その他の資産の部に長期前払費用等として

計上し、支出の効果の及ぶ期間で償却を行っている。 
 

金銭債務   金銭債務は網羅的に計上し、債務額を付している。  

   営業上の債務のうち正常営業循環から外れたものがある場合、これを適正な科目で

表示している。 
 

   借入金その他営業上の債務以外の債務でその支払期限が１年以内に到来しないも

のがある場合、これを固定負債の部に表示している。 
 

未成工事受入金   引渡前の工事に係る前受金を受領している場合、未成工事受入金として処理し、完

成工事高を計上していない。ただし、工事進行基準による完成工事高の計上により減

額処理されたものを除く。 

 

引当金   将来発生する可能性の高い費用又は損失が特定され、発生原因が当期以前にあり、

かつ、設定金額を合理的に見積ることができるものがある場合、これを引当金として計

上している。 

 

   役員賞与を支給する場合、発生した事業年度の費用として処理している。  

   損失が見込まれる工事がある場合、その損失見込額につき工事損失引当金を計上し

ている。 
 

   引渡を完了した工事につき瑕疵補償契約を締結している場合、完成工事補償引当金

を計上している。 
 

退職給付債務 
退職給付引当金 

  確定給付型退職給付制度（退職一時金制度、厚生年金基金、適格退職年金及び

確定給付企業年金）を採用している場合、退職給付引当金を計上している。 
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   中小企業退職金共済制度、特定退職金共済制度及び確定拠出型年金制度を採用し

ている場合、毎期の掛金を費用処理している。 
 

その他の引当金   将来発生する可能性の高い費用又は損失が特定され、発生原因が当期以前にあり、

かつ、設定金額を合理的に見積ることができるものがある場合、これを引当金として計

上している。 

 

   役員賞与を支給する場合、発生した事業年度の費用として処理している。  

   損失が見込まれる工事がある場合、その損失見込額につき工事損失引当金を計上し

ている。 
 

   引渡を完了した工事につき瑕疵補償契約を締結している場合、完成工事補償引当金

を計上している。 
 

法人税等   法人税、住民税及び事業税は、発生基準により損益計算書に計上している。  

  法人税等の未払額がある場合、これを流動負債に計上している。  

   期中において中間納付した法人税等がある場合、これを資産から控除し、損益計算

書に表示している。 
 

消費税   決算日における未払消費税等（未収消費税等）がある場合、未払金（未収入金）又は

未払消費税等（未収消費税等）として表示している。 
 

税効果会計   繰延税金資産を計上している場合、厳格かつ慎重に回収可能性を検討している。  

   繰延税金資産及び繰延税金負債を計上している場合は、その主な内訳等を注記し

ている。 
 

   過去３年以上連続して欠損金が計上されている場合、繰延税金資産を計上していな

い。 
 

純資産   純資産の部は株主資本と株主資本以外に区分し、株主資本は、資本金、資本剰余金

、利益剰余金に区分し、また、株主資本以外の各項目は、評価・換算差額等及び新株

予約権に区分している。 

 

収益・費用の計上（

全般） 
  収益及び費用については、一会計期問に属するすべての収益とこれに対応するす

べての費用を計上している。 
 

   原則として、収益については実現主義により、費用については発生主義により認識し

ている。 
 

工事収益・工事原

価 
  適正な工事収益計上基準（工事完成基準、工事進行基準、部分完成基準等）に従っ

ており、工事収益を恣意的に計上していない。 
 

   引渡の日として合理的であると認められる日（作業を結了した日、相手方の受入場所

へ搬入した日、相手方が検収を完了した日、相手方において使用収益ができることと

なった日等）を設定し、その時点において継続的に工事収益を計上している。 

 

   建設業に係る収益・費用と建設業以外の兼業事業の収益・費用を区分して計上して

いる。ただし、兼業事業売上高が軽微な場合を除く。 
 

   工事原価の範囲・内容を明確に規定し、一般管理費や営業外費用と峻別のうえ適正

に処理している。 
 

工事進行基準   工事進行基準を適用する工事の範囲（工期、請負金額等）を定め、これに該当する工

事については、工事進行基準により継続的に工事収益を計上している。 
 

   工事進行基準を適用する工事の範囲（工期、請負金額等）を注記している。  

   実行予算等に基づく、適正な見積り工事原価を算定している。  

   工事原価計算の手続きを経た発生工事原価を把握し、これに基づき合理的な工事進

捗率を算定している。 
 

   工事収益に見合う金銭債務「未成工事受入金」を減額し、これと計上した工事収益と

の減額がある場合、「完成工事未収入金」を計上している。 
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受取利息配当金   協同組合から支払いを受ける事業分量配当金がある場合、これを受取利息配当金と

して計上していない。 
 

支払利息   有利子負債が計上されている場合、支払利息を計上している。  

ＪＶ   共同施工方式のＪＶに係る資産・負債・収益・費用につき、自社の出資割合に応じた金

額のみを計上し、ＪＶ全体の資産・負債・収益・費用等、他の割合による金額を計上して

いない。 

 

   分担施工方式のＪＶに係る収益につき、契約金額等の自社の施工割合に応じた金額

を計上し、ＪＶ全体の施工金額等、他の金額を計上していない。 
 

   ＪＶを代表して自社が実際に支払った金額と協定原価とが異なることに起因する利益

は、当期の収益または未成工事支出金のマイナスとして処理している。 
 

個別注記表   重要な会計方針に係る事項について注記している。  
    資産の評価基準及び評価方法 

    固定資産の減価償却の方法 

    引当金の計上基準 

    収益及び費用の計上基準 

   会社の財産又は損益の状態を正確に判断するために必要な事項を注記している。  

   当期において会計方針の変更等があった場合、その内容及び影響額を注記してい

る。 
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「般 
 特」 

「大臣 
 知事」 

「国土交通大臣 
     知事」 

９９  経経営営規規模模等等評評価価等等申申請請書書のの記記載載要要領領 
（（１１））記記入入上上のの一一般般的的留留意意事事項項 
 （ア）各申請書の         で表示された枠（以下「カラム」という。）内に記入する場合には１カラムに１文字

     ずつ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。 
・「数字」は右詰め   例）    １ ２ 
・「文字」は左詰め   例）甲 建 設 工 業 （ 株 ） 
・「電話番号」は左詰め  例）０ ２ ９ － ３ ０ １ － ４ ３ ３ ４   

 （イ）各申請者の右上「申請者」欄には、主たる営業所の所在地、商号又は名称及び代表者名又は個人の氏名を記入 

     すること。  
（（２２））経経営営規規模模等等評評価価申申請請書書・・総総合合評評定定値値請請求求書書（（２２００００００１１帳帳票票））  

 （ア） 「経 営 規 模 等 評 価 申 請 書    
          経営規模等評価再審査申立書  
       総 合 評 定 値 請 求 書」、 
 
    「建設業法第27条の26第２項の規定により、経営規模等評価の申請をします。  
          建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。    
      建設業法第27条の29第１項の規定により、総合評定値の請求をします。   」、 

  
    「 地方整備局長                                    
    北海道開発局長 、         及び     については、不要のものを消すこと。 
        知事」 

  
（イ）「申請者」の欄は、この申請書により経営規模等評価の申請、経営規模等評価の再審査の申立又は総合評定値の

 請求をしようとする建設業者（以下「申請者」という。）の他に申請書又は建設業法施行規則第19条の４第１項

 各号に掲げる添付書類を作成した者（財務書類を調製した者等を含む。以下同じ。）がある場合には、申請者に加

 え、その者の氏名も併記し、押印すること。この場合には、作成に係る委任状の写しその他の作成等に係る権限を

 有することを証する書面を添付すること。 
 
（ウ）太線の枠内には記入しないこと。 
 

 （エ）０ ２「申請時の許可番号」の欄の       コードのカラムには、申請時に許可を受けている行政庁について 
    
   別表（１）の分類に従い、該当するコードを記入すること。 
    「許可番号」及び「許可年月日」は、例えば０ ０ １ ２ ３ ４又は０ １月０ １日のように、カラムに数字

を記入するに当たって空位のカラムに「０」を記入すること。 
なお、現在２以上の建設業の許可を受けている場合で許可を受けた年月日が複数あるときは、そそののううちち最最もも古古

  いいももののについて記入すること。 
 

（オ）０ ３「前回の申請時の許可番号」の欄は、前回の申請時の許可番号と申請時の許可番号が異なつている場合に

 ついてのみ記入すること。 
 
（カ）０ ４「審査基準日」の欄は、審査の申請をしようとする日の直前の事業年度の終了の日（別表（２）の分類の

いずれかに該当する場合で直前の事業年度の終了の日以外の日を審査基準日として定めるときは、その日）を記

入し、例えば審査基準日が令和４年３月31日であれば、０ ４年０ ３月３ １日のように、カラムに数字を記入

するに当たって空位のカラムに「０」を記入すること。 
 

 （キ）０ ５「申請等の区分」の欄は、次の表の分類に従い、該当するコードを記入すること。 
 

コード 申 請 等 の 種 類 
  １ 経営規模等評価の申請及び総合評定値の請求 
  ２ 経営規模等評価の申請 
  ３ 総合評定値の請求 
 ４ 経営規模等評価の再審査の申立及び総合評定値の請求 
  ５ 経営規模等評価の再審査の申立  

                              
 
 
 
 
 －162－



（ク）０ ６「処理の区分」の欄の左欄は、次の表の分類に従い、該当するコードを記入すること。 
コード 処  理  の  種  類 

  00 
 

12か月ごとに決算を完結した場合 
（例）平成31年４月１日から令和２年３月31日までの事業年度について申請する場合 

  01 
 

６か月ごとに決算を完結した場合 
（例）平成31年10月１日から令和２年３月31日までの事業年度について申請する場合 

  02 
 
 
 
 
 

商業登記法（昭和38年法律第125号）の規定に基づく組織変更の登記後最初の事業年度その他12か月に満たな

い期間で終了した事業年度について申請する場合 
（例１）合名会社から株式会社への組織変更に伴い平成31年10月１日に当該組織変更の登記を行った場合で、

令和２年３月31日に終了した事業年度について申請するとき 
（例２）申請に係る事業年度の直前の事業年度が平成31年３月31日に終了した場合で、事業年度の変更により

令和元年12月31日に終了した事業年度について申請するとき 

  03 
 
 

事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度について申請する場合 
（例）令和元年10月１日に会社を新たに設立した場合で令和２年３月31日に終了した最初の事業年度について

申請するとき 

  04   
 
 

事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度の終了の日より前の日に申請する場合 
（例）令和２年10月１日に会社を新たに設立した場合で最初の事業年度の終了の日（令和３年３月31日）より

前の日（令和２年11月１日）に申請するとき 
  また、「処理の区分」の右欄は、別表（２）の分類のいずれかに該当する場合は、同表の分類に従い、該当するコ

ードを記入すること。 

別表（２）                                                                                                 
コード 処  理  の  種  類 

10 
 

申請者について会社の合併が行われた場合で合併後最初の事業年度の終了の日を審査基準日として申請す 
るとき 

11 申請者について会社の合併が行われた場合で合併期日又は合併登記の日を審査基準日として申請するとき 

12 
 

申請者について建設業に係る事業の譲渡が行われた場合で譲渡後最初の事業年度の終了の日を審査基準日 
として申請するとき 

13 
 

申請者について建設業に係る事業の譲渡が行われた場合で譲受人である法人の設立登記日又は事業の譲渡 
により新たな経営実態が備わったと認められる日を審査基準日として申請するとき 

14 
 
 
 
 

申請者について会社更生手続開始の申立て、民事再生手続開始の申立て又は特定調停手続開始の申立てが 
行われた場合で会社更生手続開始決定日、会社更生計画認可日、会社更生手続開始決定日から会社更生計 
画認可日までの間に決算日が到来した場合の当該決算日、民事再生手続開始決定日、民事再生手続開始決 
定日から民事再生計画認可日までの間に決算日が到来した場合の当該決算日又は特定調停手続開始申立日 
から調停条項受諾日までの間に決算日が到来した場合の当該決算日を審査基準日として申請するとき 

15 
 

申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、外国建設業者の属する企業集団に属するものとして認定 
を受けて申請する場合 

16 
 

申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、その属する企業集団を構成する建設業者の相互の機能分 
担が相当程度なされているものとして認定を受けて申請する場合 

17 
 

申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、建設業者である子会社の発行済株式の全てを保有する親 
会社と当該子会社からなる企業集団に属するものとして認定を受けて申請する場合 

18 
 

申請者について会社分割が行われた場合で分割後最初の事業年度の終了の日を審査基準日として申請する 
とき 

19 申請者について会社分割が行われた場合で分割期日又は分割登記の日を審査基準日として申請するとき 

20 申請者について事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度の終了の日より前の日に申請する場合 

21 
 

申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、一定の企業集団に属する建設業者（連結子会社）として 
認定を受けて申請する場合 

22 申請者が国土交通大臣の定めるところにより、その外国にある子会社について認定を受けて申請する場合 
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（ケ）０ ７「資本金額又は出資総額」の欄は、申請者が法人の場合にのみ記入し、株式会社にあっては資本金額を、 

それ以外の法人にあっては出資総額を記入し、申請者が個人の場合には記入しないこと。 

   「法人番号」の欄は、申請者が法人であって法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第15号に規定する法人番号をいう。）の指定を受けたものである

場合のみ該当法人番号を記入すること。 

 

（コ）０ ８「商号又は名称のフリガナ」の欄は、カタカナで記入し、その際、濁音又は半濁音を表す文字については、

例えばギ又は パのように１文字として扱うこと。なお、株式会社等法人の種類を表す文字や区切り符号（なかて

ん等）についてはフリガナは記入しないこと。 

 
 （サ）０ ９「商号又は名称」の欄は、法人の種類を表す文字については次の表の略号を用いて、記入すること。 
 
  （例 （ 株 ） 甲 建 設   
        乙 建 設 （ 有 ）   ） 

  種  類  略  号  
 
 
 
 

種  類 略  号 
 株式会社   （株） 合同会社   （合） 
特例有限会社   （有）   協同組合    （同） 

  合名会社   （名）   協業組合   （業） 
  合資会社    （資）   企業組合   （企） 

（シ）１ ０「代表者又は個人の氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで姓と名の間に１カラム空けて記入し、その際、

 濁音又は半濁音を表す文字については、例えばギ又はパのように１文字として扱うこと。 
 
（ス）１ １「代表者又は個人の氏名」の欄は、申請者が法人の場合はその代表者の氏名を、個人の場合はその者の氏

 名を、それぞれ姓と名の間に１カラム空けて記入すること。 
 
（セ）１ ２ 「主たる営業所の所在地市区町村コード」の欄は、都道府県の窓口備付けのコードブック（総務省編

「全国地方公共団体コード」）により、主たる営業所の所在する市区町村の該当するコードを記入すること。 
 
市町村コード表                                    (平成２０年１月３１日現在) 

コード 市町村名 コード 市町村名 コード 市町村名 

０８２０１ 水戸市 ０８２２４ 守谷市 久 慈 郡 
０８２０２ 日立市 ０８２２５ 常陸大宮市 ０８３６４ 大子町 
０８２０３ 土浦市 ０８２２６ 那珂市 稲 敷 郡 
０８２０４ 古河市 ０８２２７ 筑西市 ０８４４２ 美浦村 
０８２０５ 石岡市 ０８２２８ 坂東市 ０８４４３ 阿見町 
０８２０７ 結城市 ０８２２９ 稲敷市 ０８４４７ 河内町 
０８２０８ 龍ケ崎市 ０８２３０ かすみがうら市 結 城 郡 
０８２１０ 下妻市 ０８２３１ 桜川市 ０８５２１ 八千代町 
０８２１１ 常総市 ０８２３２ 神栖市 猿 島 郡 
０８２１２ 常陸太田市 ０８２３３ 行方市 ０８５４２ 五霞町 
０８２１４ 高萩市 ０８２３４ 鉾田市 ０８５４６ 境町 
０８２１５ 北茨城市 ０８２３５ つくばみらい市 北 相 馬 郡 
０８２１６  笠間市 ０８２３６ 小美玉市 ０８５６４ 利根町 
０８２１７ 取手市 東 茨 城 郡   

  ０８２１９ 牛久市 ０８３０２ 茨城町 
０８２２０ つくば市 ０８３０９ 大洗町 
０８２２１ ひたちなか市 ０８３１０ 城里町 
０８２２２ 鹿嶋市 那 珂 郡   

  ０８２２３ 潮来市 ０８３４１ 東海村 

    
 ※市町村合併により市町村コードが変わった場合は新コードで記入すること。 
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（ソ）１ ３ 「主たる営業所の所在地」の欄には、（セ）により記入した市区町村コードによって表される市区町村

に続く町名、街区符号及び住居番号等を、「丁目」、「番」及び「号」については－（ハイフン）を用いて、例

えば霞 が 関 ２ － １ － １ ３  のように記入すること。 
 

（タ）１ ５「許可を受けている建設業」の欄は、申請時に許可を受けている建設業が一般建設業の場合は「１」を、 
     特定建設業の場合は「２」を次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記入すること。 

土木工事業（土） 
建築工事業（建） 
大工工事業（大） 
左官工事業（左） 
とび・土工工事業（と） 
石工事業（石） 
屋根工事業（屋） 
電気工事業（電） 
管工事業（管） 
タイル・れんが・ブロック工事業（タ） 

鋼構造物工事業（鋼） 
鉄筋工事業（筋） 
舗装工事業（舗） 
しゅんせつ工事業（しゅ） 
板金工事業（板） 
ガラス工事業（ガ） 
塗装工事業（塗） 
防水工事業（防） 
内装仕上工事業（内） 
機械器具設置工事業（機） 

熱絶縁工事業（絶） 
電気通信工事業（通） 
造園工事業（園） 
さく井工事業（井） 
建具工事業（具） 
水道施設工事業（水） 
消防施設工事業（消） 
清掃施設工事業（清） 
解体工事業（解） 
 

 
（チ）１ ６「経営規模等評価等対象建設業」の欄は、経営規模等評価等を申請する建設業（総合評定値の請求のみを

行う場合にあっては、経営規模等評価の結果の通知を受けた建設業）について（タ）の表の( )内に示された略号

のカラムに「９」と記入すること。 
 
（ツ）１ ７「自己資本額」の欄は、審査基準日の決算（以下「基準決算」という。）における自己資本の額又は基準

決算及び前回の申請時における審査基準日（以下「直前の審査基準日」という。）の決算における自己資本の額

の平均の額（以下「平均自己資本額」という。）を記入し、「審査対象」のカラムに「１」又は「２」を記入す

ること。また、平均自己資本額を記入した場合は、表内のカラムに基準決算における自己資本の額及び直前の審

査基準日の決算における自己資本の額をそれぞれ記入すること。 
    記入すべき金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示すること。（但し、マイナスの時は切り上げる） 
     ただし、会社法（平成17年法律第86号）第２条第６号に規定する大会社にあっては、百万円未満の端数を切り

捨てて表示することができる。ただし、「自己資本額」の欄に平均自己資本額を記入するときは、平均自己資本

額を計算する際に生じる百万円未満の端数については切り捨てずにそのまま記入すること。カラムに数字を記入

するに当たっては、単位は千円とし、例えば  、    １、２ ３ ４、０ ０ ０ のように百万円未満の単位に

該当するカラムに「０」を記入すること。 
 
（テ）１ ８ 「利益額（２期平均）」の欄は、審査対象事業年度における利益額及び審査対象事業年度の前審査対象

事業年度の利益額の平均の額を記入すること。また、表内のカラムに審査対象事業年度及び審査対象事業年度の

前審査対象事業年度における営業利益の額及び減価償却実施額をそれぞれ記入すること。 
   記入すべき金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示すること。（但し、マイナスの時は切り上げる） 

ただし、会社法（平成17年法律第86号）第２条第６号に規定する大会社にあっては、百万円未満の端数を切

り捨てて表示することができる。ただし、「利益額（２期平均）」を計算する際に生じる百万円未満の端数につ

いては切り捨てずにそのまま記入すること。 
 

（ト) １ ９ 「技術職員数」の欄は、別紙二で記入した技術職員の人数の合計を記入すること。 
 
（ナ）２ ０「登録経営状況分析機関番号」の欄は、経営状況分析を受けた登録経営状況分析機関の登録番号を記入

し、例えば０ ０ ０ ０ ０ １のように、カラムに数字を記入するに当たって空位のカラムに「０」を記入する

こと。 
 
（ニ）「連絡先」の欄は、この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請の内容に係る質問等に応答できる者の

氏名、電話番号等を記入すること。  

－165－



 
別表（１） 

00 国 土 交 通 大 臣 12 千 葉 県 知 事 24 三 重 県 知 事 36 徳 島 県 知 事 

01 北 海 道 知 事 13 東 京 都 知 事 25 滋 賀 県 知 事 37 香 川 県 知 事 

02 青 森 県 知 事 14 神 奈 川 県 知 事 26 京 都 府 知 事 38 愛 媛 県 知 事 

03 岩 手 県 知 事 15 新 潟 県 知 事 27 大 阪 府 知 事 39 高 知 県 知 事 

04 宮 城 県 知 事 16 富 山 県 知 事 28 兵 庫 県 知 事 40 福 岡 県 知 事 

05 秋 田 県 知 事 17 石 川 県 知 事 29 奈 良 県 知 事 41 佐 賀 県 知 事 

06 山 形 県 知 事 18 福 井 県 知 事 30 和 歌 山 県 知 事 42 長 崎 県 知 事 

07 福 島 県 知 事 19 山 梨 県 知 事 31 鳥 取 県 知 事 43 熊 本 県 知 事 

08 茨 城 県 知 事 20 長 野 県 知 事 32 島 根 県 知 事 44 大 分 県 知 事 

09 栃 木 県 知 事 21 岐 阜 県 知 事 33 岡 山 県 知 事 45 宮 崎 県 知 事 

10 群 馬 県 知 事 22 静 岡 県 知 事 34 広 島 県 知 事 46 鹿 児 島 県 知 事 

11 埼 玉 県 知 事 23 愛 知 県 知 事 35 山 口 県 知 事 47 沖 縄 県 知 事 
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様式第二十五号の十四（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係）

　　　　　　　　

建設業法第27条の26第２項の規定により、経営規模等評価の申請をします。
建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。
建設業法第27条の29第１項の規定により、総合評定値の請求をします。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

代理人　行政書士　　水戸　三郎　　　　
水戸市笠原町９７８－６

申請者

行政庁側記入欄 土木事務所コード 整理番号

許可年月日

許可年月日

1.法人
2.個人

1.一般
2.特定

解

ツケ ン セ

０ ２

０ ３

大臣
知事

０ １

コード

大臣
コード

年

0

（用紙Ａ４）

3

令和 令和

3

０

請求年月日

０ １

経経 営営 規規 模模 等等 評評 価価 申申 請請 書書

２ ０

茨城県知事

地方整備局長
北海道開発局長

殿 茨城建設（株）　代表取締役　茨城　太郎　　　　　　　　　

項 番
5

8）第

月 日

（
般
特

0－

年

号

5 11

8 8 8 日2 年 0 1

20

15

0

月 日 －

9 1510

3 5 10 11 15

月 18 令和 0

知事 特
－ ）第

知事

10

8
国土交通大臣

知事
許可

国土交通大臣
許可（

般
日年 月号 令和

申 請 等 の 区 分

0 日

3 5

0

1

3

9 月

０ ５

令和

0

3

０ ４ 0 1 年 3

０ ８
商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

5

０ ６ 0処 理 の 区 分

3 5 10 15 20

40

イ バ ラ キ

20

23 25 30 35

０ ９ 茨

3

株 ）城 建 設 （

5 10

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

１ ０ タ ロ ウイ バ ラ キ

5 10

１ １ 茨 城

申 請 年 月 日

申 請 時 の
許 可 番 号

前 回 の 申 請 時 の
許 可 番 号

審 査 基 準 日

太 郎

１ ２ 0

商 号 又 は 名 称

代表者又は個人の氏名
の フ リ ガ ナ

代 表 者 又 は
個 人 の 氏 名

主たる営業所の所在地
市 区 町 村 コ ー ド

3

1

5

3 5

8

3

2 0

20

主たる営業所の所在地 １ ３ 笠 原 町 9 7 8 －

10 15

6

23 25 30 35 40

郵 便 番 号 １ ４ － 30 － － 48 5 電 話 番 号5 5 0 4

許 可 を 受 け て い る
建 設 業

１ ５ 2

3 1

2

3 32 9 0 1

21 1

3 5 10 15 30

2

と 石 屋 電土 大建 左 管 清絶 通 園 井 水 消

3 5 10 15

具塗 防 内 機

9
経 営 規 模 等 評 価 等
対 象 建 設 業

１ ６ 9 99

3 5 15 20

30

（ ）

9

20

ガしゆ

20

タ 鋼 筋 舗 板

経経営営規規模模等等評評価価再再審審査査申申立立書書
総総 合合 評評 定定 値値 請請 求求 書書

25

15

10

25

資本金額又は出資総額 法人番号
3 4 5 10 14 15 20 25

法 人 又 は 個 人 の 別 ０ ７ （ ）
, , ,

（千円）

令和　２年　２月　１５日

0 2

申請しないものは消すこと。

記入しないこと。

会社名，所在地及び代表
者名を記入する（ゴム印で
も可）。

「０８」を記入。
有効な建設業許可の最も
古い年度番号を記入する
こと。

有効な建設業許可の最
も古い許可年月日を記
入すること。

許可換え新規等で前回の申
請と許可番号が異なってい
る場合のみ記入すること。

右詰で記入し，余白のカラ
ムを０で埋めること。

記載要領のコード表から，申請
するコードを記入すること。

別表（２）の処理の種類に該当する
場合のみ，コードを記入すること。

処理の区分コード表の該当
するコードを記入すること。

企業の単独決算の資本金額
（出資総額）を記入すること。
なお，申請者が個人の場合は
記入しないこと。

カタカナで記入し，濁音又は半濁音は１文字として
記入する。法人の種類を表す略号には，フリガナ
を振らないこと。

法人の種類を表す略号を
用いて記入すること。

カタカナで姓と名の間に１カラム空けて記
入し，濁音又は半濁音は１文字として記入
すること。

市区町村コードを記入すること。
市区町村コードによって表される市区町村
に続く町名，地番を記入すること。
（※市区町村名は記入しない。）

左詰で記入し，市外
局番・局番・番号は
それぞれ「－」で区
切ること。

申請時に許可を受
けている建設業が
一般建設業の場
合「１」，特定建設
業の場合「２」を記
入すること。

審査対象業種には，
「９」を記入すること。

申請者が個人の場合は記
入しないこと。
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審査対象

1.基準決算
2.２期平均

経営状況分析を受けた機関の名称

例：（一財）建設業情報管理センター
（例）

工事種類別完成工事高、工事種類別元請完成工事高については別紙一による。
技術職員名簿については別紙二による。
その他の審査項目（社会性等）については別紙三による。

経営規模等評価の再審査の申立を行う者については、次に記入すること。

連絡先

所属等 総務課 茨城　一郎 ０２９－３０１－４３３４
ファックス番号 ０２９９－３０１－４３３９

5

= 営業利益+減価償却実施額
利益額（利払前税引前償却前利益）

自 己 資 本 額 １ ７

13

基 準 決 算1 (

直 前 の

審査基準日

0 0

3

0 0 0

第　　　　　　　　号

再　　審　　査　　を　　求　　め　　る　　事　　項

登 録 経 営 状 況
分 析 機 関 番 号

２ ０

１ ８

5

(千円)

,
(千円)

項 番

’’ ’’

’’ ’’

3

,
0

’’

’’’’ ’’ ’’

3

5 (千円)(千円) 営 業 利 益 21 3

審　　査　　結　　果　　の　　通　　知　　番　　号 審　　査　　結　　果　　の　　通　　知　　の　　年　　月　　日

’’

8 5

’’

’’

’’

令和　　　年　　　月　　　日

1

10

001 8

(千円)1 8

再　　審　　査　　を　　求　　め　　る　　理　　由

,

審 査 対 象 事 業 年 度

)（千円）

減 価 償 却
実 施 額

’’ ’’

3

4 (千円)

’’ ’’

2

3 5

’’

審査対象事業年度の前審査対象事業年度

技 術 職 員 数 ９

利 益 額
（ ２ 期 平 均 ）

１

減 価 償 却
実 施 額

（人）

,
11 1

3 5 10

,

,

,

営 業 利 益

（千円）0

氏名 電話番号

6

6

「２期平均」で申請する場合は，２
期平均した自己資本額を記入す
ること。

右詰めで記入し，千円未満
は切り捨てて表示すること。 「２期平均」で申請する

場合のみ記入すること。

右詰めで記入し，基準決算にお
ける技術職員名簿の技術職員数
と一致すること。

千円未満の端数を切り捨てて記入すること。
原則として，「経営状況分析結果通知書」に記載してある【参考値】の金額を転記
する。

右下の表に記載されている２期分の営業利益と減価償却
実施額を足して２で除した数字を記入すること。（千円未
満の端数は切り捨て，マイナスの時は切り上げ）

担当者名を記入すること。

－168－



        営営業業利利益益及及びび減減価価償償却却実実施施額額のの表表示示ににつついいてて  
    
  平成２０年７月から、「経営状況分析結果通知書」に、審査対象事業年度及び、前審査対

象事業年度の、「営業利益」と「減価償却実施額」の金額が参考値として記載されるように

なりました。 
 これに伴い、申請書の「営業利益」、「減価償却実施額」の金額の確認は、原則として、「経

営状況分析結果通知書」により行うことになりました。 
 
 
（経営状況分析結果通知書一部抜粋） 

 

営業利益（当期）            営業利益（前期）          
 

  減価償却実施額（当期）          減価償却実施額（前期）         
 
 
 
 
 
 「「参参考考値値」」のの数数値値をを、、申申請請書書のの「「営営業業利利益益」」及及びび、、「「減減価価償償却却実実施施額額」」のの欄欄にに

記記載載すするる。。  

参考値 
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（（３３））工工事事種種類類別別完完成成工工事事高高・・工工事事種種類類別別元元請請完完成成工工事事高高（（２２００００００２２帳帳票票）） 

 （ア）３ １「審査対象事業年度」の欄は、次の例により記入すること。 

①12か月ごとに決算を完結した場合 

（例）平成31年4月1日から令和2年3月31日までの事業年度について申請する場合 

    自平成31年04月 ～ 至令和2年03月 

②６か月ごとに決算を完結した場合 

（例）令和元年10月1日から令和2年3月31日までの事業年度について申請する場合 

   自平成31年04月 ～ 至令和2年03月 

③商業登記法（昭和38年法律第125号）の規定に基づく組織変更の登記後最初の事業年度その他12か月に

満たない期間で終了した事業年度について申請する場合 

（例１）合名会社から株式会社への組織変更に伴い平成30年10月1日に当該組織変更の登記を行った

場合で令和2年3月31日に終了した事業年度について申請するとき 

     自平成31年04月 ～ 至令和2年03月 

（例２）申請に係る事業年度の直前の事業年度が平成31年3月31日に終了した場合で事業年度の変更

により令和元年12月31日に終了した事業年度について申請するとき 

     自平成31年01月 ～ 至令和元年12月 

④事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度について申請する場合 

（例）令和元年10月1日に会社を新たに設立した場合で令和2年3月31日に終了した最初の事業年度に

ついて申請するとき 

       自令和元年10月 ～ 至令和2年03月 

⑤事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度の終了の日より前の日に申請する場合 

（例）令和2年10月1日に会社を新たに設立した場合で最初の事業年度の終了の日（令和3年3月31日）

より前の日（令和2年11月1日）に申請するとき 

      自令和元年10月 ～ 至令和00年00月 

（イ）３ １「審査対象事業年度の前審査対象事業年度又は前審査対象事業年度及び前々審査対象事業年

度」の欄は、「審査対象事業年度」の欄に記入した期間の直前の審査対象事業年度の期間を（ア）の

例により記入すること。 

   ただし、審査対象事業年度及び審査対象事業年度の直前2年の審査対象事業年度の完成工事高及び元

請完成工事高について申請する場合にあっては、直前2年の各審査対象事業年度の期間を（ア）の例に

より記入し、下欄に直前2年の各審査対象事業年度の期間をそれぞれ記入すること。 

（ウ）３ ２ 「業種コード」の欄は、次のコード表により該当する工事の種類に応じ、該当するコードをカ

ラムに記入すること。  ※※項項番番１１６６のの申申請請業業種種とと必必ずず一一致致ささせせるるこことと。。 

  なお、「土木一式工事」について記入した場合においてはその次の「業種コード」の欄は「プレスト

レストコンクリート工事」のコード「011」を記入し、「完成工事高」の欄には「土木一式工事」の完成

工事高のうち「プレストレストコンクリート工事」に係るものを記入することとし、当該工事に係る実

績がない場合においてはカラムに「０」を記入すること。 

  また、「元請完成工事高」の欄には「土木一式工事」の元請完成工事高のうち「プレストレストコン

クリート工事」に係るものを記入することとし、当該工事に係る実績がない場合においてはカラムに「０」

を記入すること。同様に、「とび・土工・コンクリート工事」に記入した場合においては「業種コード」

の欄に「法面処理工事」のコード「051」を記入し、「鋼構造物工事」に記入した場合においては「業種

コード」の欄に「鋼橋上部工事」のコード「111」を記入し、それぞれの工事に係る完成工事高及び元請

完成工事高を記入すること。 

  「完成工事高」の欄は、３ １で記入した各審査対象事業年度ごとに完成工事高を記入すること。ま

た、「元請完成工事高」の欄においても同様に、各審査対象事業年度ごとに元請完成工事高を記入する

こと。 

  ただし、審査対象事業年度及び審査対象事業年度の直前２年の審査対象事業年度について申請する場

合にあっては、完成工事高においては審査対象事業年度の直前２年の各審査対象事業年度の完成工事高

の合計を２で除した数値を記入し、「完成工事高計算表」に直前２年の審査対象事業年度ごとに完成工

事高を記入すること。同様に、元請完成工事高においても審査対象事業年度の直前２年の各審査対象事

業年度の元請完成工事高の合計を2で除した値を記入し、「元請完成工事高計算表」に直前２年の審査対

象事業年度ごとに元請完成工事高を記入すること。 
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ｺｰﾄﾞ 工事の種類 ｺｰﾄﾞ 工事の種類 ｺｰﾄﾞ 工事の種類  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

 

 010 

 011 

 020 

 030 

 040  

 050 

 051 

 060 

 070 

 080 

 090 
 

土 木 一 式 工 事 

プレストレストコンクリート工事

建 築 一 式 工 事 事 

大 工 工 事 

左 官 工 事 

とび・土工・コンクリート工事

法 面 処 理 工 事 

石 工 事 

屋 根 工 事 

電 気 工 事 

管 工 事 

 

 100 

 110 

 111 

 120 

 130 

 140 

 150 

 160 

 170 

 180 

 190 
 

タイル・れんが・ブロック工事

鋼 構 造 物 工 事 

鋼 橋 上 部 工 事 

鉄 筋 工 事 

舗 装 工 事

し ゆ ん せ つ 工 事 

板 金 工 事 

ガ ラ ス 工 事 

塗 装 工 事 

防 水 工 事 

内 装 仕 上 工 事 

 

 200 

 210 

 220 

 230 

 240 

 250 

 260 

 270 

 280 

 290  

 

機 械 器 具 設 置 工 事 

熱 絶 縁 工 事 

電 気 通 信 工 事 

造 園 工 事 

さ く 井 工 事 

建 具 工 事 

水 道 施 設 工 事 

消 防 施 設 工 事 

清 掃 施 設 工 事 

解 体 工 事 

                                                                                                          

※工事種類別完成工事高及び元請完成工事高の記入上の注意 

 ① 工事種類別完成工事高及び元請完成工事高は、許可を受けた建設業のうち経営規模等評価の対象とす

る旨申し出のあった建設業（以下「審査対象建設業」という。）に係る建設工事の完成工事高及び元請

完成工事高とし、この場合、１つの請負契約に係る建設工事の完成工事高を２つ以上の種類に分割又は

重複計上することはできないものとする。 

 ② 審査対象建設業が土木一式工事業又は建築一式工事業（以下「一式工事業」という。）である場合に

おいては、許可を受けている建設業のうち一式工事業以外の建設業（審査対象建設業として申し出をし

ている建設業を除く）に係る建設工事の年間平均完成工事高及び元請完成工事高を、その内容に応じて

当該一式工事業のいずれかの年間平均完成工事高及び元請完成工事高に含めることができるものとす

る。 

（エ）３ ３「その他工事」の欄は、審査対象建設業以外の建設業に係る建設工事の完成工事高及び元請

完成工事高をそれぞれ記入すること。 

（オ）３ ４「合計」の欄は、完成工事高においては、３ ２及び３ ３に記入した完成工事高の合計を記

入すること。同様に、元請完成工事高においては、元請完成工事高の合計を記入すること。 

（カ）記入すべき金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示すること。 

   ただし、会社法（平成17年法律第86号）第２条第６号に規定する大会社にあっては、百万円未満の

端数を切り捨てて表示することができる。この場合、カラムに数字を記入するに当たっては、例えば

 、    １、２ ３ ４、０ ０ ０のように、百万円未満の単位に該当するカラムに「０」を記入

すること。 

※１ 審査対象建設業が４種類（プレストレストコンクリート工事、法面処理工事、及び鋼橋上部工事も１

種類に含む）を越える場合は、２枚以上の本帳票を使用する。この場合、項番３３及び項番３４につい

ては最終用紙に記入すること。また、用紙ごとに、契約後ＶＥ（施工段階で施工方法等の技術提案を受

け付ける方式）に係る工事の完成工事高について、契約後ＶＥによる縮減変更前の契約額で評価する特

例の利用の有無について記入すること。 

※２ 経営事項審査の事務取扱いについて（平成２０年１月国土交通省総合政策局建設業課長通知） 

 １－（１）－二の解釈について 

   １－（１）－二審査対象業種が土木工事業又は建築工事業（以下「一式工事業」という。）である場

合においては、許可を受けている建設業のうち一式工事業以外の建設工事（審査対象建設業として申出

をしている建設業を除く）に係る建設工事の年間平均完工高及び元請完成工事高を、その内容に応じて

当該一式工事業のいずれかの年間平均完工高及び元請完成工事高に含めることができるものとする（こ

の場合、一式工事に含めた業種を同時に申請することはできない）。 

 

 土木一式 ← 石、とび、塗装、鋼構造物、鉄筋、舗装、しゅんせつ、水道 

 建築一式 

 

← 

 

大工、左官、とび、屋根、タイル、鋼構造物、鉄筋、板金、ガラス、塗装、防水、

内装、建具、石、熱絶縁 

注）一式工事業へ一式工事業以外の建設工事を含めた場合は、様式１号「工事種類別完成工事高付表」を

作成すること。 
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別紙一

1.2年平均
2.3年平均

とび・土工・

３

30

8

26

２ 3

36

35

1 6

35

8
,

,

3 105

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

1

3 5 7 9 13 1510 11

,

,
36 2

7 1

35

20

9 3 0

0

36

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

16

25

,
4

（千円）

7 18

,

,

4030 35 453625 26

0 5 1

156

コンクリート工事

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

2
, , ,

0 3 8
,, ,

2
,

9 7
,

6 7 15 5
,

0３ ２ 0 5

40 45

40 45

,

ＰＣ　　工事

0

6 10 40 45

6 10 15

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審査対象事業年度の
前々審査対象事業年度

審査対象事業年度の
前審査対象事業年度

    年    月～    年    月

16

0

完 成 工 事 高

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

1

元 請 完 成 工 事 高 計 算 表

1 3 7
,

2
,

3 5 20

15 163

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

0

5 26 3020 25

1年 1 0 月 0

（用紙Ａ４）

至 0 自 至1 0 月月

17

年

２０２ ０ ０

（ ）月

19

2 1年

, ,

36

,

90

0

,

完 成 工 事 高

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表

,

26

0

3 8
,

, , , ,
0

,,
２ 0 1 1

（千円）

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

契約後ＶＥに係る完成工事高の評価の特例　　　（　1.　有　　2.　無　）

工事の種類

土木一式　工事

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

25 26 30

完 成 工 事 高 計 算 表

３

元請完成工事高

4 5 7 77 2

（千円）（千円）
業 種
コード

3 8

9

0
,

    年    月～    年    月

元請完成工事高

３ ２
,

41

項 番

３ １ 3自

,

0年

7
, , ,

5
,

3 5 6 10 15 16 20

3

5

,
1 7

, ,
6

, , , , , , , ,
9

法面処理　工事

8 9 6

1310

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度
審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

15

, , ,
３ ３ その他

, ,,

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

,

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

その他   工事

3

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

33

３ ４

13

,,, , , , , , ,

工工 事事 種種 類類 別別 元元 請請 完完 成成 工工 事事 高高
工工 事事 種種 類類 別別 完完 成成 工工 事事 高高

, ,

,

合　計

5

計算基準の区分審査対象事業年度

,

, ,,

23

30 353323

審査対象事業年度の前審査対象事業年度又は
前審査対象事業年度及び前々審査対象事業年度

4020 253

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

35 405 10 15 20 25 30

（記載例-a）「激変緩和措置」を用いない場合
（完成工事高２年平均の場合）

２.

３年平均をとらない場合
は記入しない。

計算基準の区分は必
ず「１」か「２」を記入す
ること（「３」は入らな
い）。

「工事の種類」「業
種コード」を必ず記
載すること。

工事種類別完成工事高及び元請
完成工事高は，税抜きで記載す
る。ただし，消費税免税業者は税
込の額を記入する。

審査対象建設業の数が４業種を
越える場合は，最終の用紙に記
入すること。
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別紙一

1.2年平均
2.3年平均

工事

40

5 10 15 20 25 30 35

30 35

その他
, , ,

95

合　計

5

計算基準の区分審査対象事業年度

88
,

3

40

20

4

25

工工 事事 種種 類類 別別 元元 請請 完完 成成 工工 事事 高高
工工 事事 種種 類類 別別 完完 成成 工工 事事 高高

, ,
5 9 8

, , , , , , , ,
11 5

,
2 83 51 1 01 0 8 7 92 7

, ,

33

３ ４

2313

その他   工事

3

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

,
7 8

,

元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

, ,

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

,
0

,
5 8

33

３ ３

231310 15

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

0
,

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表

3

元 請 完 成 工 事 高 計 算 表

, , , , , , , ,

20

,
1

3 5 6 10 15 16

3
, , ,

32 78

項 番

３ １ 自

3

３ ２
,

9

    年    月～    年    月

元請完成工事高

, ,
3 1

（千円）

15 16

業 種
コード

5 1

契約後ＶＥに係る完成工事高の評価の特例　　　（　1.　有　　2.　無　）

工事の種類

管　　工事

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

25 26 30

,

（千円）

7 7

30

,
2 9３

,
0

2 1 2

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

（千円）

２ 1 3 0
,

5

1

3 5

4 5
,

20 25

3

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表

, , ,
3 4 4

,

完 成 工 事 高

6 7 3

,,

,

36

,

（

40

元請完成工事高

）月年

２０２ ０ ０

（用紙Ａ４）

至 自 至月年年 月 年

3 6 10

元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

5

0

完 成 工 事 高 計 算 表

4 2
,

4

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

月

審査対象事業年度の
前々審査対象事業年度

審査対象事業年度の
前審査対象事業年度

    年    月～    年    月

16

完 成 工 事 高

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度舗装　工事

19 9

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

45

6 10 15 40 45

26

26

20 25

40 45

,
3 8 5 2

３ ２ 2 6 0 2
,

6 0 5
,, ,

8 6
,

4
, , ,

8 0
,

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

25 2615 16 206

２

4030 35105

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

4536

, ,

17

,

,

4 5

35

4
,

1915

35 36

35

36

（千円）

9 1310 11

３

30

水道　工事

3

審査対象事業年度の前審査対象事業年度又は
前審査対象事業年度及び前々審査対象事業年度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

0

5 7

3 0
,,

3 8

, ,

２枚目以降には「営業年
度」は記載しない。

審査対象業種以外の業種
の完成工事高を記入する
こと。

完成工事高の「合計」は，
損益計算書の完成工事
高と一致する。
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1.2年平均
2.3年平均

35 36

19

36

0

（千円）

,

15

月2

5 7 9

30

1310 11

25

3

49557

17

,

,

7 1

35

1

,

40 45

,

ＰＣ  工事

0

6 10 40 45

6 10 15

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

0
審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

0

0
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

0

審査対象事業年度の
前々審査対象事業年度

審査対象事業年度の
前審査対象事業年度

２９年 １０月～３０年 ９月

16

9

完 成 工 事 高

,

年 1 0

工事の種類

土木一式　工事

15 163

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

0

5

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

26 3020 25

3 3
,

月 01 年 9 月至 0 自 至1 0 月0 年 （ ）2

,,

90

0

,

完 成 工 事 高

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表

26

0

37238

49557

9 7

20

, , , ,

（千円）

0

元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

完 成 工 事 高 計 算 表

37238

,,
３ ２ 0 1 1

元請完成工事高

4 5 7 7

（千円）（千円）
業 種
コード

9 7
, ,

３ ２
,

1 4

項 番

３ １ 2自

3

7
, , ,

5
,

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

3 5

30

審査対象事業年度の前審査対象事業年度又は
前審査対象事業年度及び前々審査対象事業年度

計算基準の区分審査対象事業年度

41
,

4

 ３０年 １０月～０１年 ９月 

元請完成工事高

（記載例-ｂ）「激変緩和措置」を用いる場合
（完成工事高３年平均の場合）

計算基準の区分は「２」を
記入する。

３年平均をとる場合は記
入する。

基準決算の前期と前々期の
和を２で除した数を記入する。
小数点以下は切捨てとする。
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1.2年平均
2.3年平均

（千

0 0

1.2年平均
2.3年平均

（千

80,000
120,000×3/12＝30,000

180,000
280,000×3/12＝70,000

計算基準の区分審査対象事業年度

完 成 工 事 高 （千円）

）

完 成 工 事 高

00
,

1

元請完成工事高（千円）

5
,

0
, , ,

011

項 番

３ １ 3自

3

2

業 種
コード

0 0

3

9 7 0 0

（千円）

元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

1

３１年 ４月～０１年１２月
３１年 １月～３１年　３月

0 0
,

0

年 月

業 種
コード

完 成 工 事 高（千円） 元請完成工事高

 ２９年 ４月～２９年１２月
２９年 １月～２９年  ３月

月年 1

元請完成工事高

1 年 1 2

40

（千円）

120,000×3/12＝30,000

（2

（ ）月1 1年 21

　・３月決算の建設業者が令和元年度から１２月決算に変更した場合

年13自 10 年 2 月至 3 1

２ 0
,

5

2

完 成 工 事 高 計 算 表工事の種類

, ,

6

３ 0

審査対象事業年度の
前審査対象事業年度

0

完 成 工 事 高

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

0

年 0 1 月

審査対象事業年度の
前々審査対象事業年度

,

（千円）

1 月 至 3 0

15 16 26 3020 25

19

1

15

0

月

453635

0

至2

17

1

,

0自 3

0 月

３ １ 自 2 9 0年 0

0

280,000×9/12＝210,000

10

9

３０年 ４月～３０年１２月
３０年 １月～３０年  ３月

13 1510 11

管　　工事

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

5 7

5 0

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

100,000×3/12＝25,000

120,000×9/12＝90,000

至

13項 番 3 5 7 9 10

【決算の推移】

平成29年4月1日～平成30年3月31日（12ヶ月）

審査対象事業年度

240,000×3/12＝60,000

（２）３期平均（３６ヶ月）を採用する場合

計算基準の区分

17

,

19

決　算　期　間

平成31年4月1日～令和元年12月31日（9ヶ月）

平成30年4月1日～平成31年3月31日（12ヶ月）

平成28年4月1日～平成29年3月31日（12ヶ月） 160,000

完成工事高（千円）

180,000

280,000

元請完成工事高（千円）

80,000

120,000

100,000240,000

320,000

36

元請完成工事高

40

審査対象事業年度の前審査対象事業年度又は
前審査対象事業年度及び前々審査対象事業年度

審査対象事業年度の前審査対象事業年度又は
前審査対象事業年度及び前々審査対象事業年度

11

（千円）

3 5 6 10 15 16 20 30 35

1 5 0

2625 45

３ ２ 0 1 0 0 01
,

01 0
, , , , , , , , ,

0

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表

10

240,000×9/12＝180,000

320,000×3/12＝80,000

, ,
2 5 0 0 0

120,000×9/12＝90,000

5

100,000×9/12＝75,000

160,000×3/12＝40,000

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

280,000×9/12＝210,000

240,000×3/12＝60,000

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度管　　工事

（１）２期平均（２４ヶ月）を採用する場合

３１年 ４月～０１年１２月　　　　　３
１年 １月～３１年　３月

180,000

280,000×3/12＝70,000

80,000

100,000×3/12＝25,000

00

審査対象事業年度の
前審査対象事業年度

３０年 ４月～３０年１２月
３０年 １月～３０年  ３月

（千円）

審査対象事業年度の
前々審査対象事業年度

06 02

（記載例-ｃ）決算期を変更した場合

「審査対象事業年度」の前年に対応
する期間（前期９ヶ月，前々期３ヶ月）
を記載する。

決算期を変更した場合でも，決算日

の直前１２ヶ月となるように記載する。
余白に，申請にかかる営業年度と，
「審査対象事業年度」を１２ヶ月にす
るために必要な前期決算期の月を記
載すること。

上記期間に対応する完成工事高及び元請
完成工事高を記入する。

・基準決算分
・前決算期の３ヶ月分

上記期間に対応する完成工事高を記
入する

・前決算期の９ヵ月分
・前々決算期の３ヵ月分

年間平均完成工事高＝（240,000×3/12＋280,000×9/12＋280,000×3/12＋180000）÷２＝260,000
年間平均元請完成工事高＝（100,000×3/12＋120,000×9/12＋120,000×3/12＋80000）÷２＝112,500

前期，前々期，前々々期決算年度か
ら，２４ヶ月となるように記入する。

上記期間に対応する完成工事高を記
入する。

年間平均完成工事高＝[｛（320,000×3/12＋240,000×9/12＋240,000×3/12＋280,000×9/12）÷2｝×2＋280,000×3/12＋180000]÷3＝260,000

年間平均元請完成工事高＝[｛（160,000×3/12＋100,000×9/12＋100,000×3/12＋120,000×9/12）÷2｝×2＋120,000×3/12＋80000]÷3＝

113,333
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1.2年平均
2.3年平均

, , , , , , , , , , , ,

1.2年平均
2.3年平均

審査対象事業年度の前審査対象事業年度又は
前審査対象事業年度及び前々審査対象事業年度

計算基準の区分審査対象事業年度

41
,

元請完成工事高

5

0

工事の種類

土木一式　工事

6 10

,
0 7

, , ,

3

項 番

３ １ 0自

3

（千円）

15

5

26

（千円）

,

30

完 成 工 事 高

0

元請完成工事高

4 5 7 7

40

完 成 工 事 高 計 算 表

15

0

,

元 請 完 成 工 事 高 計 算 表

20 26 30

0

0

自 2 月

法人設立年月日　　令和２年２月１日

決算期　　　　　　　　　　９月３０日

（月2 1年 ）

16

,

20 25

,

5

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

10

業 種
コード
3

0年 0 0

（千円）

0年 0

審査対象事業年度の
前々審査対象事業年度

項 番 3 5 7

３

0 月 至

審査対象事業年度の
前審査対象事業年度

,

0

完 成 工 事 高

6

２ 0 1 1

３ ２ 1

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

, ,

45

40 45

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

16 25

0 1

15

7 1

35

0 90

36

0年

5

0

7 9 1310 11 19

月

（千円）

0

至

17

審査対象事業年度 計算基準の区分

35 36

9 10 11 13 15 17 19

３ １ 自 0 0 年 0 0 月 至 0 0 年 0 0 月 自 0 2 0 年年 0 5 月 （ ）

審査対象事業年度の
前審査対象事業年度

0 0 月 1至 0

審査対象事業年度の
前々審査対象事業年度

業 種
コード

完 成 工 事 高（千円） 元請完成工事高（千円） 完 成 工 事 高（千円） 元請完成工事高（千円）

3 5 6 10 15 16 20 25 26 30 35 36 40 45

３ ２ 0 1 0 0

,

0

, ,

0

,

0

,, , , , , , ,

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

土木一式　工事

3 5 6

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

10 15 16 20 25 26 30 35 36 40 45

３ ２ 0 1 1 0 0

,

0

, , , , , , , ,

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表

0

,

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

, ,

審査対象事業年度の前審査対象事業年度又は
前審査対象事業年度及び前々審査対象事業年度

ＰＣ  工事

法人設立年月日　　令和２年５月２日

決算期　　　　　　　　　　　　未到来

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

（記載例-ｄ）新規法人設立の場合
（最初の決算で申請する場合）

※ただし，法人成りの場合は(記載例-c）による

審査対象事業年度の終了年
月は「０」でうめる。

（記載例-ｄ）新規法人設立の場合
（決算期未到来）

※ただし，法人成りの場合は(記載例-c）による

「０」でうめる。

完成工事高及び元請完成工事
高も「０」を記入すること。

前審査対象事業年度の年月
はすべて「０」でうめる。

完成工事高及び元請完成工事
高も「０」を記入すること。

左 に 含 め る 完 成 工 事 高
経 営 規 模 等 評 価 対 象 建 設 業 に 係 る
建設工事の完成工事高（積み上げ後）

  ※  一式工事業に係る建設工事の完成工事高に一式工事業以外の建設業に係る

　 　 建設工事の完成工事高を加えて申し出ようとする場合に作成すること 。

様式第１号

申請者

（用紙Ａ４）

工事種類別完成工事高付表
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左 に 含 め る 完 成 工 事 高
経 営 規 模 等 評 価 対 象 建 設 業 に 係 る
建設工事の完成工事高（積み上げ後）

  ※  一式工事業に係る建設工事の完成工事高に一式工事業以外の建設業に係る

　 　 建設工事の完成工事高を加えて申し出ようとする場合に作成すること 。

様式第１号

申請者

（用紙Ａ４）

工事種類別完成工事高付表
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審

様式第１号

（用紙Ａ４）

工事種類別完成工事高付表

申請者

経 営 規 模 等 評 価 対 象 建 設 業 に 係 る
建設工事の完成工事高（積み上げ後）

左 に 含 め る 完 成 工 事 高

（審査対象事業年度）
　平成３１年４月～令和２年３月

建築一式工事　　　　　１４，０００千円
うち元請　　　　　　　１１，５００千円

（前審査対象事業年度）
　平成３０年４月～平成３１年３月

建築一式工事　　　　　１２，０００千円
うち元請　　　　　　　１２，０００千円

（前々審査対象事業年度）
　平成２９年４月～平成３０年３月

建築一式工事　　　　　１３，０００千円
うち元請　　　　　　　　９，０００千円

建築一式工事　　　　１０，０００千円
うち元請　　　　　　１０，０００千円
大工工事　　　　　　　４，０００千円
うち元請　　　　　　　１，５００千円

建築一式工事　　　　１２，０００千円
うち元請　　　　　　１２，０００千円
大工工事　　　　　　　　　　　０千円
うち元請　　　　　　　　　　　０千円

建築一式工事　　　　　９，０００千円
うち元請　　　　　　　９，０００千円
内装工事　　　　　　　４，０００千円
うち元請　　　　　　　　　　　０千円

※  一式工事業に係る建設工事の完成工事高に一式工事業以外の建設業に係る

　 　 建設工事の完成工事高を加えて申し出ようとする場合に作成すること 。
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審

様式第１号

（用紙Ａ４）

工事種類別完成工事高付表

申請者

経 営 規 模 等 評 価 対 象 建 設 業 に 係 る
建設工事の完成工事高（積み上げ後）

左 に 含 め る 完 成 工 事 高

（審査対象事業年度）
　平成３１年４月～令和２年３月

建築一式工事　　　　　１４，０００千円
うち元請　　　　　　　１１，５００千円

（前審査対象事業年度）
　平成３０年４月～平成３１年３月

建築一式工事　　　　　１２，０００千円
うち元請　　　　　　　１２，０００千円

（前々審査対象事業年度）
　平成２９年４月～平成３０年３月

建築一式工事　　　　　１３，０００千円
うち元請　　　　　　　　９，０００千円

建築一式工事　　　　１０，０００千円
うち元請　　　　　　１０，０００千円
大工工事　　　　　　　４，０００千円
うち元請　　　　　　　１，５００千円

建築一式工事　　　　１２，０００千円
うち元請　　　　　　１２，０００千円
大工工事　　　　　　　　　　　０千円
うち元請　　　　　　　　　　　０千円

建築一式工事　　　　　９，０００千円
うち元請　　　　　　　９，０００千円
内装工事　　　　　　　４，０００千円
うち元請　　　　　　　　　　　０千円

※  一式工事業に係る建設工事の完成工事高に一式工事業以外の建設業に係る

　 　 建設工事の完成工事高を加えて申し出ようとする場合に作成すること 。

（（４４））そそのの他他のの審審査査項項目目（（社社会会性性等等））（（２２００００００４４帳帳票票））  
 
（ア）労働福祉の状況 

① ４ １「雇用保険加入の有無」の欄は、審査基準日において、その雇用する労働者が雇用保険の被保
険者となったことについての資格取得届を公共職業安定所の長に提出している場合は「１」を、提出し
ていない場合は「２」を、従業員が１人もいないため雇用保険の適用が除外される場合は「３」を記入
すること。 

② ４ ２「健康保険加入の有無」の欄は、審査基準日において、従業員が健康保険の被保険者の資格を
取得したことについての日本年金機構又は健康保険組合に対する届出を行っている場合は「１」を、行
っていない場合は「２」を、個人事業者で、かつ、従業員が４人以下であるため健康保険の適用が除外
される場合、又は建設国保に加入している場合は「３」を記入すること。 

③ ４ ３「厚生年金保険加入の有無」の欄は、審査基準日において、従業員が厚生年金保険の被保険者
の資格を取得したことについての日本年金機構に対する届出を行っている場合は「１」を、行っていな
い場合は「２」を、個人事業者で、かつ、従業員が４人以下であるため厚生年金保険の適用が除外され
る場合は「３」を記入すること。 

④ ４ ４「建設業退職金共済制度加入の有無」の欄は、審査基準日において、勤労者退職金共済機構と
の間で、特定業種退職金共済契約を締結している場合は「１」を、締結していない場合は「２」を記入
すること。 

⑤ ４ ５「退職一時金制度もしくは企業年金制度導入の有無」の欄は、審査基準日において、次のいず
れかに該当する場合（原則として「建設業に従事する全ての従業員」を対象とするもの）は「１」を、
いずれにも該当しない場合は「２」を記入すること。 

(1) 労働協約若しくは就業規則に退職手当の定めがあること又は退職手当に関する事項についての規則
が定められていること。 

(2) 勤労者退職金共済機構との間で特定業種退職金共済契約以外の退職金共済契約が締結されているこ
と。 

(3) 所得税法施行令に規定する特定退職金共済団体との間で退職金共済についての契約が締結されてい
ること。 

(4) 厚生年金基金が設立されていること。 

(5) 確定給付企業年金法（平成13年法律第50号）に規定する確定給付企業年金が導入されていること。 

(6) 確定拠出年金法（平成13年法律第88号）に規定する企業型年金が導入されていること。 

⑥ ４ ６「法定外労働災害補償制度加入の有無」の欄は、審査基準日において、（公財）建設業福祉共
済団、（一社）全国建設業労災互助会、全日本火災共済協同組合連合会、（一社）全国労働保険事務組
合連合会又は保険会社との間で、労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）に基づく保険給付の基
因となった業務災害及び通勤災害（下請負人に係るものを含む。）に関する給付についての契約であっ
て（a）及び（b）に該当するものを締結している場合は「１」を、締結していない場合は「２」を記入
すること。 

 （a）当該給付が申請者の直接の使用関係にある職員だけでなく、申請者が請け負った建設工事を施工す
る下請負人の直接の使用関係にある職員も対象にするものであること。 

 （b）当該給付が労働災害補償保険の障害等級第１級から第７級までに係る障害補償給付及び障害給付並
びに遺族補償給付及び遺族給付の基因となった災害のすべてを対象とするものであること。 

 
（イ）建設業の営業継続の状況 

① ４ ７「営業年数」の欄は、審査基準日までの建設業の営業年数（建設業の許可又は登録を受けて営
業を行っていた年数をいい、休業等の期間を除く。ただし、平成23年４月１日以降の申立てに係る再生
手続開始の決定又は更生手続開始の決定を受け、かつ、再生手続終結の決定又は更生手続終結の決定を
受けた建設業者は、当該再生手続終結又は更生手続終結の決定を受けてから営業を行っていた年数をい
い、休業等の期間を除く。）を記入し、表内の年号については不要のものを消すこと。 

  (1) 「初めて許可（登録）を受けた年月日」の欄の記入に当たっては、初めて許可（登録）を受けた年
月日を記入し、組織変更又は事業継承等が行われ、かつ前企業体と現企業体とが営業の同一性を保持
していると認められた場合には前企業体の許可又は登録時を、企業の合併の経歴をもつ企業体にあっ
ては合併前の各企業体のうち、許可又は登録年月の古い企業体の許可又は登録年月日とする。 

  (2) 建設業を一時停止（建設業の許可又は登録の更新を行わず、許可又は登録の失効後無許可（登録）
で営業を行っていた期間を含む。）の沿革を有する者は、その期間を「休業等期間」の欄に記入し、
その期間は営業年数計の年数から控除して記入すること。 

  (3) 営業年数計の計算は、１年を単位に計算することとなるので、通算して計算された営業年数に１２
ヶ月未満の期間がある場合は切り捨てて記入する。 

(4) 民事再生法又は会社更生法の適用を受けた場合は、再生（更生）手続終結決定により営業年数を０
年にリセットし、新たにカウントする。 

② ４ ８「民事再生法又は会社更生法の適用の有無」欄は、平成２３年４月１日以降に再生（更生）手
続の決定を受け、かつ、再生（更生）手続終結の決定を受けていない場合は「１」を、それ以外の場合
は「２」を記入すること。 

 
（ウ）防災活動への貢献の状況 

  ４ ９「防災協定の締結の有無」の欄は、審査基準日において、国、特殊法人等（公共工事の入札及
び契約の適正化の促進に関する法律第２条第１項に規定する特殊法人等）又は地方公共団体との間で、
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防災活動に関する協定を締結している場合は「１」を、締結していない場合は「２」を記入すること。 
 

（エ）法令遵守の状況 

① ５ ０「営業停止処分の有無」の欄は、審査対象年において、法第28条の規定による営業の停止を
受けたことがある場合は「１」を、受けたことがない場合は「２」を記入すること。 

② ５ １「指示処分の有無」の欄は、審査対象年において、法第28条の規定による指示を受けたこと
がある場合は「１」を、受けたことがない場合は「２」を記入すること。 

 
（オ）建設業の経理の状況 

 ① ５ ２「監査の受審状況」の欄は、審査基準日において、会計監査人の設置を行っている場合は「１」
を、会計参与の設置を行っている場合は「２」を、第１８条の３第３項２号イに該当する者、一級登
録経理試験に合格した者であって、合格した日の属する年度の翌年度の日から起算して５年を経過し
ないもの、一級登録経理講習を受講した者であって、合格した日の属する年度の翌年度の開始の日か
ら起算して５年を経過しないもの又は第１８条の３第３項第２号ニに該当する者（一級の登録経理講
習を受講した者と同等以上と認められる者に限る。）が経理処理の適正を確認した旨の書類に自らの
署名を付したものを提出している場合は「３」を、いずれにも該当しない場合は「４」を記入するこ
と。 

② ５ ３「公認会計士等の数」及び５ ４「二級登録経理試験合格者の数」の欄のうち、公認会計士等
の数については、公認会計士、会計士補及び税理士並びにこれらとなる資格を有する者並びに一級登
録経理試験の合格者の人数の合計を記入すること。 

 
（カ）研究開発の状況 

  ５ ５「研究開発費（２期平均）」の欄は、審査対象事業年度及び審査対象事業年度の前審査対象事
業年度における研究開発費の額の平均の額を記入すること。ただし、会計監査人設置会社以外の建設業
者はカラムに「０」を記入すること。また、表内のカラムに審査対象事業年度及び審査対象事業年度の
前審査対象事業年度における研究開発費の額を記入すること。 

  記入すべき金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示すること。 

  ただし、会社法（平成17年法律第86号）第２条第６号に規定する大会社にあっては、百万円未満の端
数を切り捨てて表示することができる。ただし、研究開発費（２期平均）を計算する際に生じる百万円
未満の端数については切り捨てずにそのまま記入すること。 

 
（キ）建設機械の保有状況 

  ５ ６「建設機械の所有又はリース台数」の欄は、審査基準日において、自ら所有し、又はリース契
約（審査基準日から１年７月以上の使用期間が定められているものに限る。）により使用する建設機械
抵当法施行令（昭和29年政令第294号）別表に規定するショベル系掘削機、ブルドーザー、トラクターシ
ョベル及びモーターグレーダー、土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措
置法（昭和42年法律第131号）第２条第２項に規定する大型自動車（以下単に「大型自動車」という。）
のうち、同法第３条第１項第２号に規定する経営する事業の種類として建設業を届け出、かつ、同項又
は同条第３項の規定による表示番号の指定を受けているもの、大型自動車のうち、土砂等を運搬する大
型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法施行規則（昭和42年運輸省令第86号）第５条第１
項に規定する表示番号指定申請書（記載事項に変更があつた場合においては、同条第２項に規定する申
請事項変更届出書）に主として経営する事業の種類が建設業である旨を記載し、かつ、同法第３条第２
項の規定による表示番号の指定を受けているもの並びに労働安全衛生法施行令（昭和47年政令第318号）
第12条第１項第４号に規定するつり上げ荷重が三トン以上の移動式クレーンについて、台数の合計を記
入すること。 

 
（ク）国際標準化機構が定めた規格による登録の状況 

 ① ５ ７「ＩＳＯ９００１の登録の有無」の欄は、審査基準日において、国際標準化機構第９００１
号の規定により登録されている場合（登録範囲に建設業が含まれていない場合及び登録範囲が一部の
支店等に限られている場合を除く。）は「１」を、受けていない場合は「２」を記入すること。 

 ② ５ ８「ＩＳＯ１４０００１の登録の有無」の欄は、審査基準日において、国際標準化機構第１４
００１号の規定により登録されている場合（登録範囲に建設業が含まれていない場合及び登録範囲が
一部の支店等に限られている場合を除く。）は「１」を、受けていない場合は「２」を記入すること。 

 
（ケ）若年の技術者及び技能労働者の育成及び確保の状況 

 ① ５ ９「若年技術職員の継続的な育成及び確保」の欄は、審査基準日において、満35歳未満の技術
職員の人数が技術職員の人数の合計の15％以上に該当する場合は「１」を、該当しない場合は「２」
を記入すること。また、「技術職員数」の欄には別紙二の技術職員名簿に記載した技術職員の合計人
数を、「若年技術職員数」の欄には、審査基準日において満35歳未満の技術職員の人数を、「若年技
術職員の割合」の欄には「若年技術職員数」の欄に記載した数値を「技術職員数」の欄に記載した数
値で除した数値を百分率で表し、記載すること。 

 ② ６ ０「新規若年技術職員の育成及び確保」の欄は、審査基準日において、満35歳未満の技術職員
のうち、審査対象年内に新規に技術職員となった人数が技術職員の人数の合計の１％以上に該当する
場合は「１」を、該当しない場合は「２」を記入すること。また、「新規若年技術職員数」の欄には、
別紙二の技術職員名簿に記載された技術職員のうち、「新規掲載者」欄に○が付され、審査基準日に
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おいて満35歳未満のものの人数を、「新規若年技術職員の割合」欄には「新規若年技術職員数」の欄
に記載した数値を前項「技術職員数」の欄に記載した数値で除した数値を百分率で表し、記載するこ
と。 

（コ）知識及び技術又は技能の向上に関する取組の状況 
 ① ６ １「ＣＰＤ単位取得数」の欄は、「技術者数」の欄に記載した数に含まれる者が審査基準日以

前１年のうちに取得したＣＰＤの単位数（ただし、算入できるＣＰＤ単位数は１人当たり30単位を上
限とする。）を記載すること。また、「技術者数」の欄は、第７条の３第３号若しくは第１８条の３
第２項第１号に規定する者又は１級若しくは２級の第一次検定に合格した者（第１８条の３第２項第
１号に規定される者に該当する者を除く。）の数を記載すること。 

 ② ６ ２「技能レベル向上者数」の欄は、「技能者数」の欄に記載した数に含まれる者が審査基準日
以前３年のうちに国土交通大臣が定める建設技能者の能力評価制度により受けた評価（以下、「認定
能力評価」という。）の区分が審査基準日の３年前の日において受けている評価の区分より１以上上
位であつた技能者の数を記載すること。また、「技能者数」の欄は、審査基準日において審査基準日
以前３年のうちに建設工事の施工に従事した者であって第14条の２第２号チ又は同条第４号チに規定
する建設工事に従事する者に該当する者の数から建設工事の施工の管理のみに従事した者の数を除い
た数を、「控除対象者」欄は、審査基準日以前３年のうちに認定能力評価により評価が最上位の区分
に該当するとされた者の数を記載することとする。 
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別紙三

労労働働福福祉祉のの状状況況

建建設設業業のの営営業業継継続続のの状状況況

防防災災活活動動へへのの貢貢献献のの状状況況

法法令令遵遵守守のの状状況況

建建設設業業のの経経理理のの状状況況

研研究究開開発発のの状状況況

建建設設機機械械のの保保有有状状況況

国国際際標標準準化化機機構構がが定定めめたた規規格格にによよるる登登録録のの状状況況

若若年年のの技技術術者者及及びび技技能能労労働働者者のの育育成成及及びび確確保保のの状状況況

知知識識及及びび技技術術又又はは技技能能のの向向上上にに関関すするる取取組組のの状状況況

〔1.該当、2.非該当 〕 1 (人) 16.6 (％)

2 (人) 33.3 (％)

新規若年技術職員数(Ｃ) 新規若年技術職員の割合(Ｃ／Ａ)

3 技 術 職 員 数 ( Ａ ) 若 年 技 術 職 員 数 ( Ｂ ) 若年技術職員の割合(Ｂ／Ａ)

若年技術職員の継続的な育成及び確保 ５ ９ 1 〔1.該当、2.非該当 〕 6

3

ＩＳＯ１４００１の登録の有無 ５ ８ 1 〔1.有、2.無 〕

（台）

3

ＩＳＯ９００１の登録の有無 ５ ７ 1 〔1.有、2.無 〕

3 5

建設機械の所有及びリース台数 ５ ６ 5

0 (千円)

’’ ’’ ’’ ’’ ’’ ’’

0 (千円)（千円）
, 0

審 査 対 象 事 業 年 度 審査対象事業年度の前審査対象事業年度

3 5 10

研究開発費（２期平均） ５ ５
,

0 （人）

3 5

二級登録経理試験合格者の数 ５ ４
,

3 5

公認会計士等の数 ５ ３
,

3

監査の受審状況 ５ ２ 4
  1.会計監査人の設置、2.会計参与の設置、
  3.経理処理の適正を確認した旨の書類の提出、4.無

５ ０ 2 〔1.有、2.無 〕

3

指示処分の有無 ５ １ 2 〔1.有、2.無 〕

   年     月     日 平成      年     月     日 平成      年     月     日

3

3 再生手続又は更生手続開始決定日 再生計画又は更生計画認可日 再生手続又は更生手続終結決定日

民事再生法又は会社更生法の適用の有無 ４ ８ 2 〔1.有、2.無 〕 平成

6 （年）
昭和

 15年    1月   10日 年　　　　か月
平成

3 5 初めて許可（登録）を受けた年月日 休業等期間 備考（組織変更等）

営業年数 ４ ７ 1

3

法定外労働災害補償制度加入の有無 ４ ６ 2 〔1.有、2.無 〕

3

退職一時金制度若しくは企業年金制度導入の有無 ４ ５ 1 〔1.有、2.無 〕

3

建設業退職金共済制度加入の有無 ４ ４ 1 〔1.有、2.無 〕

〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

２ 1 〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

3

厚生年金保険加入の有無 ４ ３ 1 〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

項 番 3

雇用保険加入の有無 ４ １ 1

新規若年技術職員の育成及び確保 ６ ０ 1

(人)

,

0 （人）

防災協定の締結の有無 ４ ９ 1 〔1.有、2.無 〕

3

営業停止処分の有無

3

健康保険加入の有無 ４

２

（用紙Ａ４）

０ ０ ０ ４

そそのの他他のの審審査査項項目目（（社社会会性性等等））

3 5 10 11 15

CPD単位取得数 ６ １
, ,

（単位） 技術者数
,

（人）

3 5 9 10 15 20

技能レベル
向上者数

６ ２
,

（人） 技能者数
,

（人）（人） 控除対象者数
,

当該制度のうち，制度を１つ以上導入してい
る場合は「１」を，いずれの制度も導入してい
ない場合は「２」を記入すること。

審査基準日直前１年間に営業停止・指示処分を受けた場合は「１」を，それ以外の場合
は「２」を記入すること。

次のいずれかの要件を備えた者の人数を記入する。
①2級登録経理試験に合格した年度の翌年度の開始の日から5年を経過していない者
②2級登録経理講習を受講した年度の翌年度の開始の日から5年を経過していない者
※H28年度以前に2級登録経理試験に合格した者であっても、R5年3月までは引き続き評価対象とな

以下の区分により記入すること。（審査基準日時点）
「１」・・・会計監査人の設置を行っている場合（監査報告書において，無限定適正意見，限定付

適正意見が表明された場合に加点）。
「２」・・・会計参与の設置を行っている場合（会計参与報告書が作成されている場合に加点）。
「３」・・・会社の従業員（常勤）で下記の者のいずれかが経理処理の適正を確認した旨の書類

（監理課建設業担当ＨＰもしくは国交省ＨＰに掲載）に自らの署名を付したものを提出し
ている場合。
・公認会計士，会計士補，税理士，これらとなる資格を有する者
・１級登録経理試験の合格者

「４」・・・上記以外

「監査の受審状況」欄において「１」を記載した場
合のみ，２期平均の額を記入する。それ以外の場
合は，「０」を記入すること。

平成２３年４月１日以降に，民事再生又は会社更生法を適用
し，審査基準日時点で，再生（更生）手続が完了していない
場合は「１」を，それ以外は「２」を記入すること。

審査基準日時点で，所有しているか長期リースしている建設機械の
保有数を記入。加点は１５台までだが，それ以上保有している場合で
も実数を右詰めで記入。（ただし，稼動しないものは除く）

審査基準日時点で，ISOの登録がなされている場合は「１」を，それ以外は「２」を記入。
※ただし，ISOの認証範囲が建設業に係るものでない場合，ISOを特定の事業所単位で取得して
いる場合は対象外

「健康保険」及び「厚生年金保険」の加入状況
について，それぞれ記入すること。

建設業法第２８条に基づく処分であり，発注者が行う指名停止措置は該当しない。

若年技術職員の割合が１５％
以上の場合，「１」を記入し，そ
れ以外は「２」を記入。

新たに技術職員名簿に掲載された
審査基準日時点で３５歳未満の新
規若年技術職員数を記入。

技術職員名簿に掲載された審
査基準日時点で３５歳未満の
若年技術職員数を記入。

技術職員数を記入。

新規若年技術職員の割合が１％以上の場合，「１」を記入し，それ以外は「２」を記入。 小数点２位以下切り捨て。

次のいずれかの要件を備えた者の人数を記入する。
①公認会計士及び税理士の資格を有する者
②1級登録経理試験に合格した年度の翌年度の開始の日から5年を経過していない者
③登録経理講習を受講した年度の翌年度の開始の日から5年を経過していない者

別紙２「技術職員名簿」及び様式第４号「CPD単位を取得した技術者名簿」のCPD単位取得数の合計を記入。

別紙２「技術職員名簿」及び様式第４号「CPD単位を取得した技術者名簿」の技術者数の合計を記入。

様式第５号「技能者名簿」の「レベル向上の有無」の欄に「○」
が記載されている者の合計を記入。

様式第５号「技能者名簿」に技能者として氏名を記
載した者の合計を記入。

様式第５号「技能者名簿」の「控除対象者」の欄に「○」が記載
されている者の合計を記入。
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別紙三

労労働働福福祉祉のの状状況況

建建設設業業のの営営業業継継続続のの状状況況

防防災災活活動動へへのの貢貢献献のの状状況況

法法令令遵遵守守のの状状況況

建建設設業業のの経経理理のの状状況況

研研究究開開発発のの状状況況

建建設設機機械械のの保保有有状状況況

国国際際標標準準化化機機構構がが定定めめたた規規格格にによよるる登登録録のの状状況況

若若年年のの技技術術者者及及びび技技能能労労働働者者のの育育成成及及びび確確保保のの状状況況

知知識識及及びび技技術術又又はは技技能能のの向向上上にに関関すするる取取組組のの状状況況

〔1.該当、2.非該当 〕 1 (人) 16.6 (％)

2 (人) 33.3 (％)

新規若年技術職員数(Ｃ) 新規若年技術職員の割合(Ｃ／Ａ)

3 技 術 職 員 数 ( Ａ ) 若 年 技 術 職 員 数 ( Ｂ ) 若年技術職員の割合(Ｂ／Ａ)

若年技術職員の継続的な育成及び確保 ５ ９ 1 〔1.該当、2.非該当 〕 6

3

ＩＳＯ１４００１の登録の有無 ５ ８ 1 〔1.有、2.無 〕

（台）

3

ＩＳＯ９００１の登録の有無 ５ ７ 1 〔1.有、2.無 〕

3 5

建設機械の所有及びリース台数 ５ ６ 5

0 (千円)

’’ ’’ ’’ ’’ ’’ ’’

0 (千円)（千円）
, 0

審 査 対 象 事 業 年 度 審査対象事業年度の前審査対象事業年度

3 5 10

研究開発費（２期平均） ５ ５
,

0 （人）

3 5

二級登録経理試験合格者の数 ５ ４
,

3 5

公認会計士等の数 ５ ３
,

3

監査の受審状況 ５ ２ 4
  1.会計監査人の設置、2.会計参与の設置、
  3.経理処理の適正を確認した旨の書類の提出、4.無

５ ０ 2 〔1.有、2.無 〕

3

指示処分の有無 ５ １ 2 〔1.有、2.無 〕

   年     月     日 平成      年     月     日 平成      年     月     日

3

3 再生手続又は更生手続開始決定日 再生計画又は更生計画認可日 再生手続又は更生手続終結決定日

民事再生法又は会社更生法の適用の有無 ４ ８ 2 〔1.有、2.無 〕 平成

6 （年）
昭和

 15年    1月   10日 年　　　　か月
平成

3 5 初めて許可（登録）を受けた年月日 休業等期間 備考（組織変更等）

営業年数 ４ ７ 1

3

法定外労働災害補償制度加入の有無 ４ ６ 2 〔1.有、2.無 〕

3

退職一時金制度若しくは企業年金制度導入の有無 ４ ５ 1 〔1.有、2.無 〕

3

建設業退職金共済制度加入の有無 ４ ４ 1 〔1.有、2.無 〕

〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

２ 1 〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

3

厚生年金保険加入の有無 ４ ３ 1 〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

項 番 3

雇用保険加入の有無 ４ １ 1

新規若年技術職員の育成及び確保 ６ ０ 1

(人)

,

0 （人）

防災協定の締結の有無 ４ ９ 1 〔1.有、2.無 〕

3

営業停止処分の有無

3

健康保険加入の有無 ４

２

（用紙Ａ４）

０ ０ ０ ４

そそのの他他のの審審査査項項目目（（社社会会性性等等））

3 5 10 11 15

CPD単位取得数 ６ １
, ,

（単位） 技術者数
,

（人）

3 5 9 10 15 20

技能レベル
向上者数

６ ２
,

（人） 技能者数
,

（人）（人） 控除対象者数
,

当該制度のうち，制度を１つ以上導入してい
る場合は「１」を，いずれの制度も導入してい
ない場合は「２」を記入すること。

審査基準日直前１年間に営業停止・指示処分を受けた場合は「１」を，それ以外の場合
は「２」を記入すること。

次のいずれかの要件を備えた者の人数を記入する。
①2級登録経理試験に合格した年度の翌年度の開始の日から5年を経過していない者
②2級登録経理講習を受講した年度の翌年度の開始の日から5年を経過していない者
※H28年度以前に2級登録経理試験に合格した者であっても、R5年3月までは引き続き評価対象とな

以下の区分により記入すること。（審査基準日時点）
「１」・・・会計監査人の設置を行っている場合（監査報告書において，無限定適正意見，限定付

適正意見が表明された場合に加点）。
「２」・・・会計参与の設置を行っている場合（会計参与報告書が作成されている場合に加点）。
「３」・・・会社の従業員（常勤）で下記の者のいずれかが経理処理の適正を確認した旨の書類

（監理課建設業担当ＨＰもしくは国交省ＨＰに掲載）に自らの署名を付したものを提出し
ている場合。
・公認会計士，会計士補，税理士，これらとなる資格を有する者
・１級登録経理試験の合格者

「４」・・・上記以外

「監査の受審状況」欄において「１」を記載した場
合のみ，２期平均の額を記入する。それ以外の場
合は，「０」を記入すること。

平成２３年４月１日以降に，民事再生又は会社更生法を適用
し，審査基準日時点で，再生（更生）手続が完了していない
場合は「１」を，それ以外は「２」を記入すること。

審査基準日時点で，所有しているか長期リースしている建設機械の
保有数を記入。加点は１５台までだが，それ以上保有している場合で
も実数を右詰めで記入。（ただし，稼動しないものは除く）

審査基準日時点で，ISOの登録がなされている場合は「１」を，それ以外は「２」を記入。
※ただし，ISOの認証範囲が建設業に係るものでない場合，ISOを特定の事業所単位で取得して
いる場合は対象外

「健康保険」及び「厚生年金保険」の加入状況
について，それぞれ記入すること。

建設業法第２８条に基づく処分であり，発注者が行う指名停止措置は該当しない。

若年技術職員の割合が１５％
以上の場合，「１」を記入し，そ
れ以外は「２」を記入。

新たに技術職員名簿に掲載された
審査基準日時点で３５歳未満の新
規若年技術職員数を記入。

技術職員名簿に掲載された審
査基準日時点で３５歳未満の
若年技術職員数を記入。

技術職員数を記入。

新規若年技術職員の割合が１％以上の場合，「１」を記入し，それ以外は「２」を記入。 小数点２位以下切り捨て。

次のいずれかの要件を備えた者の人数を記入する。
①公認会計士及び税理士の資格を有する者
②1級登録経理試験に合格した年度の翌年度の開始の日から5年を経過していない者
③登録経理講習を受講した年度の翌年度の開始の日から5年を経過していない者

別紙２「技術職員名簿」及び様式第４号「CPD単位を取得した技術者名簿」のCPD単位取得数の合計を記入。

別紙２「技術職員名簿」及び様式第４号「CPD単位を取得した技術者名簿」の技術者数の合計を記入。

様式第５号「技能者名簿」の「レベル向上の有無」の欄に「○」
が記載されている者の合計を記入。

様式第５号「技能者名簿」に技能者として氏名を記
載した者の合計を記入。

様式第５号「技能者名簿」の「控除対象者」の欄に「○」が記載
されている者の合計を記入。

（（５５））技技術術職職員員名名簿簿（（２２００００００５５帳帳票票）） 

（ア）この名簿は、０ ４「審査基準日」に記入した日（以下「審査基準日」という。）において６ヶ月を

超えて在籍する技術職員（第18条の３第２項第１号又は第２号に該当する者。以下同じ。）に該当する

者全員について作成すること。なお、一人の技術職員につき技術職員として申請できる建設業の種類の

数は２業種までとする。 

【参考】 

   建設業法第７条第２号 

（イ）学校教育法に基づく学校（大学「短大含む」・高等専門学校・高校）の指定学科を卒業後、

同学科に関連する工事に関し、一定期間（大学「短大含む」３年・高等専門学校３年・高校５

年以上）の実務経験を有する者（技術者資格区分コード：００１） 

（ロ）いずれかの建設工事に関し、１０年以上の実務経験を有する者（原則として２業種まで）（技

術者資格区分コード：００２） 

（ハ）一定の資格（土木施工管理技士・建築士等）を有する者 

   建設業法第15条第２号 

（イ）国土交通大臣が定めた試験等に合格した者 

（ロ）建設業法第７条第２号イ・ロ・ハに該当する者のうち、元請で4500万円以上の工事に関して

２年以上の指導監督的な実務経験を有する者 

（ハ）国土交通大臣が同号イ又はロと同等の能力を有する者と認定した者。 

   イと同等 技術者資格区分コード：００３ 

ロと同等 技術者資格区分コード：００４ 

 

（イ）８ １「頁数」の欄は、頁番号を記入すること。例えば技術職員名簿の枚数が３枚目であれば０ ０ 

３、12枚目であれば０ １ ２のように、カラムに数字を記入するに当たって空位のカラムに「０」を記

入すること。 

 

 

（ウ）「新規掲載者」の欄は、審査対象年内に新規に技術職員となった者につき、○印を記入すること。 

 

（エ）「審査基準日現在の満年齢」の欄は、当該技術職員の審査基準日時点での満年齢を記入すること。 

 

（オ）「業種コード」の欄は、経営規模等評価等対象建設業のうち、技術職員の数の算出において対象とす

る建設業の種類を次の表から２つ以内で選び該当するコードを記入すること。 

 

ｺｰﾄﾞ 建設業の種類 ｺｰﾄﾞ 建設業の種類 ｺｰﾄﾞ 建設業の種類 

01 

02 

03 

04 

05 

06 

07 

08 

09 

10 
 

土 木 工 事 業 

建 築 工 事 業 

大 工 工 事 業 

左 官 工 事 業 

と び ・ 土 工 工 事 業 

石 工 事 業 

屋 根 工 事 業 

電 気 工 事 業 

管 工 事 業 

タイル・れんが・ブロック工事業  

 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 
 

鋼 構 造 物 工 事 業 

鉄 筋 工 事 業 

舗 装 工 事 業 

し ゆ ん せ つ 工 事 業 

板 金 工 事 業 

ガ ラ ス 工 事 業 

塗 装 工 事 業 

防 水 工 事 業 

内 装 仕 上 工 事 業 

機 械 器 具 設 置 工 事 業 

 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

 

 

熱 絶 縁 工 事 業 

電 気 通 信 工 事 業 

造 園 工 事 業 

さ く 井 工 事 業 

建 具 工 事 業 

水 道 施 設 工 事 業 

消 防 施 設 工 事 業 

清 掃 施 設 工 事 業

解 体 工 事 業 

 

 

 

（カ）「有資格区分コード」の欄は、技術職員が保有する資格のうち、「業種コード」の欄で記入したコー

ドに対応する建設業の種類に係るものについて別表（四）の分類に従い、該当するコードを記入すること。 
 

（キ）「講習受講」の欄は、建設業法第15条第２号イに該当する者が、法第27条の18第１項の規定により監

理技術者資格者証の交付を受けている場合であって、法第26条の４から第26条の６までの規定により国

土交通大臣の登録を受けた講習を受講した場合は「１」を、その他の場合は「２」を記入すること。 

 

（ク）監理技術者資格者証交付番号」の欄は、法第27条の18第１項の規定により監理技術者資格者証の交 付

を受けている者についてその交付番号を記載すること。 
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（ケ）「ＣＰＤ単位取得数」の欄は、第７条の３第３号若しくは第18条の３第２項第１号に規定する者又は

  １級若しく は２級の第一次検定に合格した者が、審査基準日から１年以内に取得したＣＰＤ（建設   

  工事の施工の管理に従事する 者を対象としてその能力の向上を目的として行われる継続学習をいう。 

 以下同じ。）の単位数（ただし、算入できるＣＰＤ単位数は一人当たり30単位を上限とする。）を記載 

 すること。 
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別紙二

申請者名　　　茨城建設（株）　

審査基準日　令和元年９月３０日

月 日 ８ ２年

日 ８ ２年 月

８ ２年 月 日

月 日 ８ ２年

日 ８ ２年

日 ８ ２年 月

８ ２年 月 日

８ ２年 月 日

月 日 ８ ２年

日 ８ ２年 月

８ ２年 月

８ ２年 月 日

２年 月

日 ８ ２年 月

日 ８ ２年 月

８ ２年 月 日

日 ８ ２年 月

日 ８ ２年 月

年 月 日

２年 月 日

２年 月

日 ８ ２年 月

年 月 日

月 日 ８ ２

2 2８ ２ 2 6 0 0茨城　次郎 S12 年 12 月 12 日 81

0 5 2 1 4 20 1 2 1 4 2月 7 日 63 ８ ２

2 3 0 2 ○○○○○○○○

甲野　一郎 S30 年 11

２ 0 1 1 1 93 1 01 月 1 日 56 ８

9 2 6 5 21 日 40 ８ ２ 0○ 乙山　二郎 S54 年 10 月

3 1 1 1 1 △△△△△△△△1 1 1 1 1 12 日 35 ８ ２ 0

1 4 2

丙川　三郎 S58 年 10 月

1 4 2 1 3 219 日 28 ８ ２ 0○ 茨城　花子 H3 年 3 月

講
習
受
講

業種
コード

有資格
区分
コード

講
習
受
講

監理技術者資格者証
交付番号

3 5 10

５

技技　　術術　　職職　　員員　　名名　　簿簿

項 番 3 5

１ 0 0 1 頁

日 ８

（用紙Ａ４）

２ ０ ０ ０

日

８ ２

月

８

日 ８

８ ２

1 2

頁 数 ８

新
規
掲
載
者

氏　　　　　名 生　年　月　日

審査
基準日
現在の
満年齢

業種
コード

有資格
区分
コード

年

茨城　太郎 S38 年

11

12

13

８

７

19

20

21

６

23

24

15

16

９

10

22

１

２

通番

３

４

５

14

17

18

29

30

26

27

28

25

CPD単位
取得数

申請者名及び審査基準日を記載す
ること。申請者名は，ゴム印でも可。
２枚目以降も記載すること。

右詰めで記入
し，空位のカ
ラムを０で埋
めること。

監理技術者資格者証の交付を受け
ている者について記載すること。

常勤の職員【６か月超の
雇用期間があるもの】の
うち，該当者について記
入すること。

業種コードは，経営規模等評
価対象業種のコードを記入す
ること。

有資格区分コード００１～００４
を記入した場合，必ず実務経
験の業種コードを記入すること。

技術職員１人につき２業種のみ申請可

【２業種の考え方】

・１資格から２業種選択でもＯＫ

例：土木施工管理技士→土木，とび・土工

※この場合，同じ有資格区分コードを２箇所に記入する。

・２資格から１業種ずつ選択でもＯＫ

例：土木施工管理技士・建築施工管理技士→土木，建築

※「業種コード」「有資格区分コード」「講習受講」の３つでセットな ので，空欄は作らないこと。１級の資

格者以外も「講習受講」の 欄は必ず記入する。

当期事業年度開始日の直前１年以内に６か月超の雇用を満た
す等により当社の技術職員となった者に「○」を付す。

例：審査基準日が令和元年９月３０日の場合で，前審査基準
日である平成３０年９月３０日の技術職員名簿に記載して
いない技術職員について「○」を付す。令和元年９月３０日
が初めて受審する経審の場合（他行政庁で受審していた場
合は除く）は全ての技術職員に「○」を付す。

※前年に記載された技術職員を恣意的に不記載としたことが
判明した場合，虚偽申請に当たるとして処分の対象になる
可能性がある。

審査基準日時点での満年齢を記載。
※満年齢が上がるのは誕生日の前日

例：この記載例では，２名が３５歳未満
の若年技術職員に該当

例：この記載例では，１名が新規
若年技術職員に該当

記載順は若い順を推奨

技術職員名簿が複数枚になる場合でも「通番」１～３０は変更しない。

「CPD単位取得数」の欄について

取得単位 ÷ ｐ176別表（五）にあるCPD認定団体数値 × ３０により算出する。

※１小数点以下は切り捨てる。

※２各技術者のCPD単位取得数の上限は３０とする。

※３取得単位が０の場合は、空欄とする。

※４審査基準日以前１年間に取得したCPD単位が対象となる。

（例１）「一般財団法人建設業振興基金」によって取得を認定された単位が「１８」の場合

１８（認定された取得単位） ÷ １２（ｐ176別表（五）にあるCPD認定団体数値） × ３０ ＝ ４５ ＞ ３０であるため、CPD単位取得数は

「「３３００」」となる。

（例２）公益社団法人空気調和・衛生工学会」によって取得を認定された単位が「４８」の場合

４８（認定された取得単位） ÷ ５０（ｐ176別表（五）にあるCPD認定団体数値） × ３０ ＝ ２８．８

「講習受講」の欄について

申請する業種について，次の①から③の要件を全て満たす場合は「１」を，それ以外
の場合は「２」を記入すること。
① 法第１５条第２号イに該当するものであること（１級国家資格者相当）
② 監理技術者資格者証の交付を受けていること
③ 法第２６条の４から６の規定による講習を，当期事業年度開始の日
の直前５年以内に受講していること

【審査基準日】 【受審日】

この期間内に受講していることが必要
（当期事業年度開始日がR1年１０月１日の場合

Ｈ２６年１０月１日からR1年９月３０日までの間）

上記①であることの証明となる資格者証の写しに加え，監理技術者資格者証，監理

技術者講習12bes修了証の写しを提示すること。

当期事業年度直前５年
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別表（四）

１
級
（

５
点
）

２
級
（

２
点
）

そ
の
他
（

１
点
）

001 法第７条第２号イ該当＝実務経験者 〇

002 法第７条第２号ロ該当＝実務経験者 10年 〇

003 法第15条第２号ハ該当（同号イと同等以上）＝大臣認定者 〇

004 法第15条第２号ハ該当（同号ロと同等以上）＝大臣認定者 〇

005 監理技術者補佐（１級技士補）
合格を証明する書面に記載の業種の
み

第一次検定の合格を証明
する書面

111 １級建設機械施工管理技士 〇 土と舗 合格証明書

212 ２級建設機械施工管理技士（第１種～第６種） 〇 土と舗

215 ２級土木施工管理技士（鋼構造物塗装） 〇 塗

216 ２級土木施工管理技士（薬液注入） 〇 と

120 １級建築施工管理技士 〇

建大左と石屋夕鋼筋板ガ塗防内絶具
解（ただし「解」については、平成
28年度以降の合格者か解体工事の実
務経験1年以上または登録解体工事講
習受講が必要）

221 ２級建築施工管理技士（建築） 〇

建解
（ただし「解」については、平成28
年度以降の合格者か解体工事の実務
経験1年以上または登録解体工事講習
受講が必要）

222 ２級建築施工管理技士（躯体） 〇

大と夕鋼筋解
（ただし「解」については、平成28
年度以降の合格者か解体工事の実務
経験1年以上または登録解体工事講習
受講が必要）

223 ２級建築施工管理技士（仕上げ） 〇 大左石屋夕板ガ塗防内絶具

127 １級電気工事施工管理技士 〇

228 ２級電気工事施工管理技士 〇

129 １級管工事施工管理技士 〇

230 ２級管工事施工管理技士 〇

131 １級電気通信工事施工管理技士 〇

232 ２級電気通信工事施工管理技士 〇

133 １級造園施工管理技士 〇

234 ２級造園施工管理技士 〇

137 １級建築士 〇 建大屋夕鋼内 免許証

238 ２級建築士 〇 建大屋夕内

239 木造建築士 〇 大

建築士法

建設業法

１級土木施工管理技士

４点

113

土と石鋼舗しゅ水解
（ただし「解」については、平成28
年度以降の合格者か解体工事の実務
経験1年以上または登録解体工事講習
受講が必要）

園

認定書記載の業種のみ

大臣認定書

〇

土と石鋼舗しゅ塗水解
（ただし「解」については、平成28
年度以降の合格者か解体工事の実務
経験1年以上または登録解体工事講習
受講が必要）

加点となる建設業の種類 必要な確認書類資格区分

大学・短大・高専卒：3年、高卒5年
※専門学校は該当しません 実務経験ある業種

（電気・消防は除く）

卒業証明書，実務経験証
明書

コード

資格取得後（001は
指定学科卒業後）
に必要な実務経験

年数

級区分

〇214 ２級土木施工管理技士（土木）

管

通

電
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１
級
（

５
点
）

２
級
（

２
点
）

そ
の
他
（

１
点
）

加点となる建設業の種類 必要な確認書類資格区分コード

資格取得後（001は
指定学科卒業後）
に必要な実務経験

年数

級区分

141 建設・総合技術監理（建設） 〇

土と電舗しゅ園解
（ただし「解」については、解体工
事の実務経験1年以上または登録解体
工事講習の受講が必要）

＊142 〇

土と電鋼舗しゅ園解
（ただし「解」については、解体工
事の実務経験1年以上または登録解体
工事講習の受講が必要）

143 農業「農業土木」・総合技術監理（農業「農業土木」） 〇 土と

144 電気電子・総合技術監理（電気電子） 〇 電通

145 機械・総合技術監理（機械） 〇 機

＊146 〇 管機

147 上下水道・総合技術監理（上下水道） 〇 管水

＊148 〇 管井水

149 水産「水産土木」・総合技術監理（水産「水産土木」） 〇 土としゅ

150 森林「林業」・総合技術監理（森林「林業」） 〇 園

＊151 森林「森林土木」・総合技術監理（森林「森林土木」） 〇 土と園

152 衛生工学・総合技術監理（衛生工学） 〇 管

＊153 衛生工学「水質管理」・総合技術監理（衛生工学「水質管理」） 〇 管水

＊154 衛生工学「廃棄物管理」・総合技術監理（衛生工学「廃棄物管理」） 〇 管水清

155 第１種電気工事士 〇

256 第２種電気工事士 ３年 〇

電気事業法 258 電気主任技術者（第１種～第３種） ５年 〇 電 資格者証

259 電気通信主任技術者 ５年 〇

235 工事担任者 ３年 〇

水　道　法 265 給水装置工事主任技術者 １年 〇 管
免状又は技術者証

168 甲種消防設備士 〇

169 乙種消防設備士 〇

171 建築大工（１級） 〇 合格者証

271 建築大工（２級） ３年 〇

164 型枠施工（１級） 〇

264 型枠施工（２級） ３年 〇

172 左官（１級） 〇

272 左官（２級） ３年 〇

157 とび・とび工（１級） 〇

257 とび・とび工（２級） ３年 〇

免状又は資格者証
電気通信
事業法

電気工事士
法

消

大

通

免状

電

免状

大と

登録証
＊142、146、148、151、
153、154を選択する場合
は日本技術士会発行の登
録等証明書も添付するこ
と

建設「鋼構造及びコンクリート」・総合技術監理（建設「鋼構造物及びコンクリート」）

上下水道「上水道及び工業用水道」・総合技術監理（上下水道「上水道及び工業用水
道」）

機械「流体工学」又は「熱工学」・総合技術監理（機械「流体工学」又は「熱工学」）

と

技術士法

消　防　法

左

職　業　能
力　開　発
促　進　法

※職業能力
開発促進法
の規定に係
る２級技術
検定の合格
後に必要な
実務経験
は，平成１
５年度以前
に合格した
者は１年。
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１
級
（

５
点
）

２
級
（

２
点
）

そ
の
他
（

１
点
）

加点となる建設業の種類 必要な確認書類資格区分コード

資格取得後（001は
指定学科卒業後）
に必要な実務経験

年数

級区分

173 コンクリート圧送施工（１級） 〇

273 コンクリート圧送施工（２級） ３年 〇

166 ウェルポイント施工（１級） 〇

266 ウェルポイント施工（２級） ３年 〇

174 冷凍空気調和機器施工・空気調和設備配管（１級） 〇

274 冷凍空気調和機器施工・空気調和設備配管（２級） ３年 〇

175 給排水衛生設備配管（１級） 〇

275 給排水衛生設備配管（２級） ３年 〇

176 配管・配管工（１級） 〇

276 配管・配管工（２級） ３年 〇

170 建築板金「ダクト板金作業」（１級） 〇

270 建築板金「ダクト板金作業」（２級） ３年 〇

177 タイル張り・タイル張り工（１級） 〇

277 タイル張り・タイル張り工（２級） ３年 〇

178 築炉・築炉工（１級）・れんが積み 〇

278 築炉・築炉工（２級） ３年 〇

179
ブロック建築・ブロック建築工（１級）・コンクリート積みブロック施
工

〇

279
ブロック建築・ブロック建築工（２級）・コンクリート積みブロック施
工

３年 〇

180 石工・石材施工・石積み（１級） 〇

280 石工・石材施工・石積み（２級） ３年 〇

181 鉄工・製罐（１級） 〇

281 鉄工・製罐（２級） ３年 〇

182 鉄筋組立て・鉄筋施工（１級） 〇

282 鉄筋組立て・鉄筋施工（２級） ３年 〇

183 工場板金（１級） 〇 板

283 工場板金（２級） ３年 〇

184
板金「建築板金作業」・建築板金「内外装板金作業」・板金工「建築板
金作業」（１級）

〇

284
板金「建築板金作業」・建築板金「内外装板金作業」・板金工「建築板
金作業」（２級）

３年 〇

185 板金・板金工・打出し板金（１級） 〇

285 板金・板金工・打出し板金（２級） ３年 〇

186 かわらぶき・スレート施工（１級） 〇

286 かわらぶき・スレート施工（２級） ３年 〇

187 ガラス施工（１級） 〇

287 ガラス施工（２級） ３年 〇

188 塗装・木工塗装・木工塗装工・鋼橋塗装（１級） 〇

288 塗装・木工塗装・木工塗装工・鋼橋塗装（２級） ３年 〇

189 建築塗装・建築塗装工（１級） 〇

管屋板

夕

板

石

と

筋

屋

ガ

鋼

　 　
　 　
　 　

管

石夕

屋板

と
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１
級
（

５
点
）

２
級
（

２
点
）

そ
の
他
（

１
点
）

加点となる建設業の種類 必要な確認書類資格区分コード

資格取得後（001は
指定学科卒業後）
に必要な実務経験

年数

級区分

289 建築塗装・建築塗装工（２級） ３年 〇

190 金属塗装・金属塗装工（１級） 〇

290 金属塗装・金属塗装工（２級） ３年 〇

191 噴霧塗装（１級） 〇

291 噴霧塗装（２級） ３年 〇

167 路面標示施工 〇

192 畳製作・畳工（１級） 〇

292 畳製作・畳工（２級） ３年 〇

193
内装仕上げ施工・カーテン施工・天井仕上げ施工・床仕上げ施工・表
装・表具・表具工（１級）

〇

293
内装仕上げ施工・カーテン施工・天井仕上げ施工・床仕上げ施工・表
装・表具・表具工（２級）

３年 〇

194 熱絶縁施工（１級） 〇

294 熱絶縁施工（２級） ３年 〇

195 建具製作・建具工・木工・カーテンウォール施工・サッシ施工（１級） 〇

295 建具製作・建具工・木工・カーテンウォール施工・サッシ施工（２級） ３年 〇

196 造園（１級） 〇

296 造園（２級） ３年 〇

197 防水施工（１級） 〇

297 防水施工（２級） ３年 〇

198 さく井（１級） 〇

298 さく井（２級） ３年 〇

061 地すべり防止工事 １年 〇 と井
登録証

040 基礎ぐい工事（基礎施工技士） 〇 と
合格証明書又は認定書

062 建築設備士 １年 〇
登録証

063 計装 １年 〇
合格証明書又は登録証

060 解体工事施工技士 〇 解
合格証明書又は登録証又
は資格者証

064 基幹技能者 講習修了記載の業種のみ
講習修了証

703 レベル3技術者

704 レベル4技術者

099 その他 〇 実績経験のある業種
＊1

有資格区分コード001・002・099（学校教育法による所定学科を修めた専門学校卒業者）を選択する場合は、実務経験証明書を作成してください。

＊1　専門学校卒業の方は卒業証明書、高度専門士・専門士の方は称号が確認できる証明書もご用意下さい。

技術職員は雇用期間を特に限定することなく常時雇用されている者を言うため、労務者・アルバイト・嘱託等は技術職員名簿に記載できません。

「講習受講」の加点対象者は、1級国家資格者担当（法第15条第2号イに該当する者）の監理技術者であり、表の1級（5点）の資格者のみ該当し、それ以外（2級及びその他）の監理技術者は加点されません。

認定能力評価基準ごとに決められた
業種

電管

園

防

3点加点

塗

内

絶

具

3点加点

能力評価（レベル判定）
結果通知書

井

2点加点
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別表（五）

（１） 公益社団法人 空気調和・衛生工学会 50

（２） 一般財団法人 建設業振興基金 12

（３） 一般社団法人 建設コンサルタンツ協会 50

（４） 一般社団法人 交通工学研究会 50

（５） 公益社団法人 地盤工学会 50

（６） 公益社団法人 森林・自然環境技術教育研究センター 20

（７） 公益社団法人 全国上下水道コンサルタント協会 50

（８） 一般社団法人 全国測量設計業協会連合会 20

（９） 一般社団法人 全国土木施工管理技士会連合会 20

（１０） 一般社団法人 全日本建設技術協会 25

（１１） 　土質・地質技術者生涯学習協議会 50

（１２） 公益社団法人 土木学会 50

（１３） 一般社団法人 日本環境アセスメント協会 50

（１４） 公益社団法人 日本技術士会 50

（１５） 公益社団法人 日本建築士会連合会 12

（１６） 公益社団法人 日本造園学会 50

（１７） 公益社団法人 日本都市計画学会 50

（１８） 公益社団法人 農業農村工学会 50

（１９） 一般社団法人 日本建築士事務所協会連合会 12

（２０） 公益社団法人 日本建築家協会 12

（２１） 一般社団法人 日本建設業連合会 12

（２２） 一般社団法人 日本建築学会 12

（２３） 一般社団法人 建築設備技術者協会 12

（２４） 一般社団法人 電気設備学会 12

（２５） 一般社団法人 日本設備設計事務所協会連合会 12

（２６） 公益財団法人 建築技術教育普及センター 12

（２７） 一般社団法人 日本建築構造技術者協会 12

区分 CPD認定団体数値CPD認定団体
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別表（五）

（１） 公益社団法人 空気調和・衛生工学会 50

（２） 一般財団法人 建設業振興基金 12

（３） 一般社団法人 建設コンサルタンツ協会 50

（４） 一般社団法人 交通工学研究会 50

（５） 公益社団法人 地盤工学会 50

（６） 公益社団法人 森林・自然環境技術教育研究センター 20

（７） 公益社団法人 全国上下水道コンサルタント協会 50

（８） 一般社団法人 全国測量設計業協会連合会 20

（９） 一般社団法人 全国土木施工管理技士会連合会 20

（１０） 一般社団法人 全日本建設技術協会 25

（１１） 　土質・地質技術者生涯学習協議会 50

（１２） 公益社団法人 土木学会 50

（１３） 一般社団法人 日本環境アセスメント協会 50

（１４） 公益社団法人 日本技術士会 50

（１５） 公益社団法人 日本建築士会連合会 12

（１６） 公益社団法人 日本造園学会 50

（１７） 公益社団法人 日本都市計画学会 50

（１８） 公益社団法人 農業農村工学会 50

（１９） 一般社団法人 日本建築士事務所協会連合会 12

（２０） 公益社団法人 日本建築家協会 12

（２１） 一般社団法人 日本建設業連合会 12

（２２） 一般社団法人 日本建築学会 12

（２３） 一般社団法人 建築設備技術者協会 12

（２４） 一般社団法人 電気設備学会 12

（２５） 一般社団法人 日本設備設計事務所協会連合会 12

（２６） 公益財団法人 建築技術教育普及センター 12

（２７） 一般社団法人 日本建築構造技術者協会 12

区分 CPD認定団体数値CPD認定団体

技技術術職職員員ににつついいてて  

  
 ２２業業種種限限定定のの考考ええ方方  

平成２０年４月の改正において、Ｚ点に関わる技術者の複数業種における重複カウント

を１人２業種までに限定した。２業種限定の考え方は以下のとおり。 
 
 
例：１人の技術者が、１級土木施工、１級建築施工、１級管工事施工をもっている場合 
【改正前】 
    保有資格 

１級土木      １級建築       １級管工事 
評価対象業種 
それぞれに 
５点評価 
   
    審査対象業種     
 
 
例：１人の技術者が、１級土木施工、１級建築施工、１級管工事施工をもっている場合 
【改正後】１級土木で、土木と舗装を選択した場合 
    保有資格 

１級土木      １級建築       １級管工事 
選択した業種 選択しなかった業種については点数加算なし 
のみ５点 
評価 
   
    審査対象業種     

 
改正後は、審査対象業種の中から任意の２つを選ぶことができる。１つの資格から２つ

選択してもかまわないし、２つの資格からそれぞれ１つずつ選択してもかまわない。（あく

まで、経審の審査対象業種の中から、２つ選択するのであって、許可業種からではない。

また、１人の技術者が、２つの資格で、同じ業種を選ぶことはできない。） 
 

 なお、重複評価が制限されるのは、経営事項審査に係る評価であり、建設業法に基づい

て現場に設置しなければならない監理技術者等については、従来通り１人の技術者が複数

の資格をもっていれば、複数の業種で監理技術者等になれるものである。 
  

土木 建築 舗装  管 
 
 

水道 

土木 建築 舗装  管 
 
 

水道 
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登登録録基基幹幹技技能能者者制制度度のの創創設設ににつついいてて  

 建設産業において生産性の向上、品質の確保を図るため、建設現場において中核的役割を担う

基幹技能者を新たに「建設業法施行規則」に位置づけ、登録基幹技能者講習について規定される

こととなった。 
 また、「建設業法第 27 条の 23 第３項の経営事項審査の項目及び基準を定める件」において、

技術力の審査項目に登録基幹技能者講習修了者が追加された（３点）。 
 
１ 建設業法施行規則において定められる事項 
 (1) 登録基幹技能者講習を行う者の国土交通大臣への登録について、要件及び申請書の記載事

項について規定 
 (2) 登録基幹技能者講習の運営について、講習実施に係る義務等について規定 
 (3) 登録基幹技能者講習を行う者に対する監督について、国土交通大臣による適合命令等につ

いて規定 
 
２ 基幹技能者の経営事項審査での加点について 
  基幹技能者が、経営事項審査で加点されるためには、国土交通大臣の認定した団体が実施す

る講習を受講し、審査基準日において講習修了証が有効でなければなりません。 
  認定団体は、以下の表のとおりです。講習については、各講習実施団体へお問い合わせくだ

さい。 
（登録基幹技能者講習団体一覧）            （令和２年３月現在） 
登録 

番号 
氏名又は名称 種目 登録日 

１  （一社）日本電設工業協会 登録電気工事基幹技能者 H20.5.13 

２  （一社）日本橋梁建設協会 登録橋梁基幹技能者 H20.7.17 

３  
（一社）日本造園建設業協会 

（一社）日本造園組合連合会 
登録造園基幹技能者 H20.7.17 

４  （一社）全国コンクリート圧送事業団体連合会 登録コンクリート圧送基幹技能者 H20.7.18 

５  （一社）全国防水工事業協会 登録防水基幹技能者 H20.8.19 

６  （一社）日本トンネル専門工事業協会 登録トンネル基幹技能者 H20.9.1 

７  （一社）日本塗装工業会 登録建設塗装基幹技能者 H20.9.1 

８  （一社）日本左官業組合連合会 登録左官基幹技能者 H20.9.1 

９  （一社）日本機械土工協会 登録機械土工基幹技能者 H20.9.17 

１０  （一社）日本海上起重技術協会 登録海上起重基幹技能者 H20.9.19 

１１  （一社）プレストレスト・コンクリート工事業協会 
登録プレストレスト・コンクリート工

事基幹技能者 
H20.9.30 

－192－



１２  （公社）全国鉄筋工事業協会 登録鉄筋基幹技能者 H20.9.30 

１３  全国圧接業協同組合連合会 登録圧接基幹技能者 H20.9.30 

１４  （一社）日本型枠工事業協会 登録型枠基幹技能者 H20.9.30 

１５  

（一社）日本空調衛生工事業協会 

全国管工事業協同組合連合会 

（一社）日本配管工事業団体連合会 

登録配管基幹技能者 H20.10.16 

１６  
（一社）日本建設軀体工事業団体連合会 

（一社）日本鳶工業連合会 
登録鳶・土工基幹技能者 H20.12.12 

１７  ダイヤモンド工事業協同組合 登録切断穿孔基幹技能者 H20.12.12 

１８  

（一社）全国建設室内工事業協会 

日本室内装飾事業協同組合連合会 

日本建設インテリア事業協同組合連合会 

登録内装仕上工事基幹技能者 H20.12.26 

１９  
（一社）建築開口部協会 

（一社）日本サッシ協会 

登録サッシ・カーテンウォール基幹

技能者 
H21.2.13 

２０  （公社）日本エクステリア建設業協会 登録エクステリア基幹技能者 H21.3.5 

２１  （一社）日本建築板金協会 登録建築板金基幹技能者 H21.3.5 

２２  日本外壁仕上業協同組合連合会 登録外壁仕上基幹技能者 H21.4.28 

２３  
（一社）日本空調衛生工事業協会 

（一社）全国ダクト工業団体連合会 
登録ダクト基幹技能者 H21.4.28 

２４  （一社）日本保温保冷工業協会 登録保温保冷基幹技能者 H21.11.27 

２５   （一社）日本グラウト協会 登録グラウト基幹技能者 H21.11.27 

２６   （一社）日本冷凍空調設備工業連合会 登録冷凍空調基幹技能者 H22.3.25 

２７   （一社）日本運動施設建設業協会 登録運動施設基幹技能者 H22.3.25 

２８   
（一社）全国基礎工事業団体連合会 

（一社）日本基礎建設協会 
登録基礎工基幹技能者 H23.12.16 

２９   （一社）日本タイル煉瓦工事工業会 登録タイル張り基幹技能者 H24.7.26 

３０   （一社）全国道路標識・標示業協会 登録標識・路面標示基幹技能者 H24.10.29 

３１ （一社）消防施設工事協会 登録消火設備基幹技能者 H25.7.3 

３２ （一社）全国中小建築工事業団体連合会 登録建築大工基幹技能者 H26.1.27 

３３ 
全国板硝子工事協同組合連合会 

全国板硝子商工協同組合連合会 
登録硝子工事基幹技能者 H27.1.22 

３４ （一社）ALC 協会 登録 ALC 基幹技能者 R1.5.27 

３５ （一社）日本機械土工協会 登録土工基幹技能者 R1.8.5 
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３６ （一社）日本ウレタン断熱協会 登録ウレタン断熱基幹技能者  

３７ （一社）日本発破・破砕協会 登録発破・破砕基幹技能者 R3.5.10 

３８ （一社）全国建築測量協会 登録建築測量基幹技能者  

３９ （公社）全国解体工事業団体連合会 登録解体基幹技能者  
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登録基幹技能者講習修了証  
 
（表面） 

  

 
（登録基幹技能者講習の種目）講習修了証 

 
修了証番号  第    号 
氏名 

写 真 （生年月日 年 月 日） 
 
       実務経験を有する建設業の種類： 工事業         

 
 
 
 

この者は、建設業法施行規則第 18 条の３第２項第２号  
の登録基幹技能者講習を修了した者であることを証します。 
この者は、（建設業の種類）について、建設業法第２６条第
１項の主任技術者の要件を満たす者であると認められます。

 
               修了年月日  年  月  日  

有 効 期 限  年  月  日
  

 
 

（登録基幹技能者講習実施機関の名称） 印 
（登録番号 第 番） 

 
 

（裏面） 
 
 
 

 備考  
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
備考 

１ 材質は、プラスチック又はこれと同等以上の耐久性を有するものとすること。 

加点に際しては講習修了証が審査基準日 
において有効であることが必要 

－195－



様式第４号
（用紙A４）

　　　年　　　月　　　日

通番 氏名 生年月日 CPD単位

1 茨城　太郎 平成8年10月3日

2 茨城　花子 平成8年10月4日

3 水戸　次郎 平成8年10月5日

技術職員名簿に記載のある技術職員が取得したCPD単位合計（②）

１　この表は、審査基準日における許可を受けた建設業に従事する職員のうち、建設業法第七条第二号イ、ロ若しくはハ又は　

　　同法第十五条第二号イ、ロ若しくはハに該当する者又は一級若しくは二級の第一次検定に合格した者であって、規則別記

　　様式第25号の14・別紙２に記載のない者について作成すること。

2　｢CPD単位｣の欄には、技術者がＣＰＤ認定団体によって修得を認定された単位数を、告示別表第十八の左欄に掲げるCPD

　　認定団体ごとに右欄に掲げる数値で除し、30を乗じた数値を記載すること。

　　なお、小数点以下の端数がある場合は、これを切り捨てる。

CPD単位総計（①＋②）

記載要領

（技術職員名簿に記載のある者を除く）

上記技術者が取得したCPD単位の合計（①）

CPD単位を取得した技術者名簿

別紙二「技術職員名簿」のCPD単位取得数と同様に算出する。

取得単位 ÷ ｐ176別表（五）にあるCPD認定団体数値 × ３０により算出する。

※１小数点以下は切り捨てる。

※２各技術者のCPD単位取得数の上限は３０とする。

※３取得単位が０の場合は、空欄とする。

※４審査基準日以前１年間に取得したCPD単位が対象となる。

①様式第4号に記載したCPD単位の合計を記入

②別紙二「技術職員名簿」のCPD単位取得数の合計を記入

①と②の合計を記入

二級技士の一次検定試験に合格した者（二級技士補）で該当者のみ記載する。

該当がない場合は不要。
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様式第５号
（用紙A４）

令和　　年　　月　　日

通番 氏名 生年月日 評価日
レベル

向上の有無
控除対象

1 山田　太郎 S６３年２月１０日 R元年４月２０日

2 山田　次郎 S６３年２月１０日 R２年６月１０日 ○

3 山田　四郎 S６３年２月１０日 H２９年１２月２５日 ○

合計 ３（人） １（人） １（人）

１　この表は、審査基準日における許可を受けた建設業に従事する職員のうち、審査基準日以前三年間に、建設工事の施工に

　　前に受けた最新の評価の区分より１以上上位であった者に該当する場合に、○印を記載すること。

４　｢控除対象｣の欄には、審査基準日の３年前の日以前に能力評価基準により評価が最上位の区分に該当するとされた者の場

　　合に、○印を記載すること。　

３　｢レベル向上｣の欄には、審査基準日以前三年間に、能力評価基準により受けた評価の区分が、審査基準日の三年前の日以

技能者名簿

　　従事した者であって、建設業法施行規則第十四条の二第二号チ又は同条第四号チに規定する建設工事に従事する者に該当

　　する者（ただし、建設工事の施工の管理のみに従事した者は除く。）について作成すること。

２　｢評価日｣の欄には、技能者が審査基準日以前において認定能力評価基準により評価を受けている場合、その最も新しい評

　　価を受けた日を記載すること。

記載要領

該当者がいる場合のみ記載。

認定能力評価基準により評価を受けている場合は、能力評価（レベル判定）結果通知

書に記載されている通知日等を記入。

「レベル向上の有無」の欄に「○」を記入した場合は、「評価日」が審査基準日の３年以

内の日となる。

控除対象」の欄に「○」を記入した場合は、「評価日」が審査基準日の３年前の日以前

となる。
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・  一定期間の実務経験を有する技術者がいる場合は、実務経験証明書を提示する。 

・  特に、二種電気工事士や職業能力開発法に基づく２級の資格等を取得した場合、資格取得

後１～５年の実務経験が必要であり、この期間の実務経験証明書の提示を要する。 

・  建設業法第７条第２項イ（資格区分コード：００１）に該当する技術者については、指定

 学科を卒業したことを証する書面（卒業証書等）を提示する。 

・  電気と消防については、原則として実務経験は認めない。 

・  計装業務の実務経験のみでは、電気の技術者とは認めない。 

 

 ※実務経験証明書の作成 

① 「実務経験」とは、２９業種の建設工事における技術上の経験であり、施工を指揮監督

した経験、建設機械の作業等により実際に工事の施工に携わった経験、及びこれらの技術

を習得するための見習い中の技術的経験等を示す。 

また、受注者としての経験に限られるものではないため、注文者側においての設計に従

事した経験や現場監督技術者としての経験も含まれる。 

ただし、工事現場の単なる雑務や事務系の仕事に関する経験は、実務経験とは見なさな

い。 

② 実務経験証明書には、１人１業種分を記載すること。複数の業種の経験を証明する場合

（原則として１人２業種まで）は、別用紙に記載すること。 
  ただし、２業種の実務経験を認定する場合、実務経験期間の重複は認められない。 

③ 証明者は、当該建設業の代表者とすること。 

④ 「最終学歴（学校・学科）又は実務経験を有する資格名」欄は、必要な実務経験の年数

を確認するものであるため、最終学歴の学校名、学科名、卒業年月日（建設業法第７条（

イ）、（ロ）該当者）又は実務経験を必要とする資格取得者の資格交付日（建設業法第７条

（ハ）該当者）を記載すること。 

⑤ 「実務経験の内容」欄は、１営業年度に１件を目安に工事名を書くこと。記入した工事

名の裏付け資料（契約書・注文書・請求書・領収書・工事日報・発注証明等）を提示する

こと。 

・10年以上の実務経験者の場合→記入した工事のうち5年分以上の裏付け資料を提示 

・上記以外の実務経験者の場合→記入した工事のすべての裏付け資料を提示 

⑥ 「実務経験年数」欄は、直近の基準決算から遡って、必要な経験年数の期間に至るまで

記載すること。ただし、必要な経験年数の古い経験から順に記入すること。 

⑦ 「従事した立場」欄は、「現場施工」「主任技術者補佐」「主任技術者（ただし、必要な期

間を経験した者のみ）」等、現場従事の立場を記載すること。 

⑧ 「勤務先名」は、該当する実務を経験した勤務先の名称を記載すること。 

⑨ 実務経験により許可上の専任技術者となっている場合でも、経審では実務経験証明書の

添付を要する。その場合、工事名の裏付資料は省略できる。 

 

 

実務経験証明書について 
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・  一定期間の実務経験を有する技術者がいる場合は、実務経験証明書を提示する。 

・  特に、二種電気工事士や職業能力開発法に基づく２級の資格等を取得した場合、資格取得

後１～５年の実務経験が必要であり、この期間の実務経験証明書の提示を要する。 

・  建設業法第７条第２項イ（資格区分コード：００１）に該当する技術者については、指定

 学科を卒業したことを証する書面（卒業証書等）を提示する。 

・  電気と消防については、原則として実務経験は認めない。 

・  計装業務の実務経験のみでは、電気の技術者とは認めない。 

 

 ※実務経験証明書の作成 

① 「実務経験」とは、２９業種の建設工事における技術上の経験であり、施工を指揮監督

した経験、建設機械の作業等により実際に工事の施工に携わった経験、及びこれらの技術

を習得するための見習い中の技術的経験等を示す。 

また、受注者としての経験に限られるものではないため、注文者側においての設計に従

事した経験や現場監督技術者としての経験も含まれる。 

ただし、工事現場の単なる雑務や事務系の仕事に関する経験は、実務経験とは見なさな

い。 

② 実務経験証明書には、１人１業種分を記載すること。複数の業種の経験を証明する場合

（原則として１人２業種まで）は、別用紙に記載すること。 
  ただし、２業種の実務経験を認定する場合、実務経験期間の重複は認められない。 

③ 証明者は、当該建設業の代表者とすること。 

④ 「最終学歴（学校・学科）又は実務経験を有する資格名」欄は、必要な実務経験の年数

を確認するものであるため、最終学歴の学校名、学科名、卒業年月日（建設業法第７条（

イ）、（ロ）該当者）又は実務経験を必要とする資格取得者の資格交付日（建設業法第７条

（ハ）該当者）を記載すること。 

⑤ 「実務経験の内容」欄は、１営業年度に１件を目安に工事名を書くこと。記入した工事

名の裏付け資料（契約書・注文書・請求書・領収書・工事日報・発注証明等）を提示する

こと。 

・10年以上の実務経験者の場合→記入した工事のうち5年分以上の裏付け資料を提示 

・上記以外の実務経験者の場合→記入した工事のすべての裏付け資料を提示 

⑥ 「実務経験年数」欄は、直近の基準決算から遡って、必要な経験年数の期間に至るまで

記載すること。ただし、必要な経験年数の古い経験から順に記入すること。 

⑦ 「従事した立場」欄は、「現場施工」「主任技術者補佐」「主任技術者（ただし、必要な期

間を経験した者のみ）」等、現場従事の立場を記載すること。 

⑧ 「勤務先名」は、該当する実務を経験した勤務先の名称を記載すること。 

⑨ 実務経験により許可上の専任技術者となっている場合でも、経審では実務経験証明書の

添付を要する。その場合、工事名の裏付資料は省略できる。 

 

 

実務経験証明書について 
【記載例１】高校の指定学科を卒業後、５年間の実務経験の場合（法第７条（イ）該当）

 監理課受付欄

（審査基準日　令和元年１０月３１日）

茨城県知事 殿
証明者

　下記の者の　土土木木一一式式　工事に関する実務経験は、

　下記のとおりであることを証明します。

　　　　

明治
大正 ３３年　８月　９日

昭和

勤務先

1 水戸建設㈱

2 〃

3 〃

4 〃

5 〃

6

7

【記載例２】資格取得後一定の年数の実務経験を必要とする場合（法第７条（ハ）該当）

 監理課受付欄

（審査基準日　令和元年９月３０日）

茨城県知事 殿
証明者

　下記の者の　電　気　工事に関する実務経験は、

　下記のとおりであることを証明します。

※※第第二二種種電電気気工工事事士士のの場場合合、、資資格格取取得得後後３３年年のの実実務務経経験験がが必必要要 　　　　

明治
大正 ４３年　５月　５日

昭和

勤務先

1 ○○電工

2 水戸電気工業

3 〃

4

5

6

7

    本件責任者 ： 氏名　　水戸　太郎　　　 連絡先　029-301-4334
    担　 当　 者 ： 氏名　　茨城　三郎　　　 連絡先　029-111-1111

生年月日

〃平成２８年１１月～２９年１０月まで

水水戸戸電電気気工工業業㈱㈱　　㈹㈹水水戸戸三三郎郎　　

実実　　務務　　経経　　験験　　証証　　明明　　書書

○○邸電気引込線工事他 平成２７年１０月～２８年９月まで 主任技術者補佐

〃

平成２９年１１月～３０年１０月まで 〃

令和2年2月21日

水水戸戸建建設設㈱㈱　　㈹㈹水水戸戸　　太太郎郎　　

平成２６年１１月～２７年１０月まで

実務経験年数

農業集落排水事業管路施設工事他 〃

従事した立場

平成２５年１１月～２６年１０月まで

水水戸戸市市笠笠原原町町９９７７８８－－６６

最終学歴（学校・学科）又は実務経験
を有する資格名

令和2年1月16日

水水戸戸市市笠笠原原町町９９７７８８－－６６

　技術者の氏名 笠原　一郎 生年月日

実務経験の内容

○○排水機場土木工事他

国道○○号○○共同溝その○工事他

平成２７年１１月～２８年１０月まで

水戸農業高校　農業土木科（昭和５３年３月１日卒）

国補道改○号道路改良工事他 主任技術者補佐

国補道改○号道路改良工事他 〃

○○工場構内電気設備工事他 平成２９年１０月～３０年９月まで 〃

最終学歴（学校・学科）又は実務経験
を有する資格名

第二種電気工事士　平成６年１０月１日

平成２８年１０月～２９年９月まで

従事した立場

吉田　拓朗

実務経験の内容

　技術者の氏名

○○小学校○○棟照明設備工事他

実務経験年数

実実　　務務　　経経　　験験　　証証　　明明　　書書

    本件責任者 ： 氏名　　水戸　太郎　　　 連絡先　029-301-4334
    担　 当　 者 ： 氏名　　茨城　三郎　　　 連絡先　029-111-1111
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【記載例３－１】１０年以上の実務経験を要する場合（法第７条（ロ）該当）

 監理課受付欄

（審査基準日　令和元年１１月３０日）

茨城県知事 殿

証明者

　下記の者の　内装　工事に関する実務経験は、

　下記のとおりであることを証明します。

　　　　

明治

大正 ３０年　１月　８日

昭和

勤務先

1 ○○美装

2 〃

3 ○○インテリア

4 〃

5 〃

6 笠原工業

7 〃

8 〃

9 〃

10 〃
11

【記載例３－２】１０年以上の実務経験を要する場合（法第７条（ロ）該当）

 監理課受付欄

（審査基準日　令和元年８月３１日）

茨城県知事 殿

証明者

　下記の者の　とび土工　工事に関する実務経験は、

　下記のとおりであることを証明します。

　　　　

明治

大正 ３９年　１月　１日

昭和

勤務先

1 笠原造園土木㈲

2 〃

3 〃

4 〃

5 〃

6 〃

7 〃

8 〃

9 〃

10 〃
11

    本件責任者 ： 氏名　　林　喜一　　　　 連絡先　029-301-4334
    担　 当　 者 ： 氏名　　林　太郎　　　   連絡先　029-111-1111

水水戸戸市市笠笠原原町町９９７７８８－－６６

実実　　務務　　経経　　験験　　証証　　明明　　書書

令和2年3月14日

笠笠原原工工業業㈲㈲　　㈹㈹林林　　喜喜一一

　技術者の氏名 菅原　文太 生年月日
最終学歴（学校・学科）又は実務経験
を有する資格名

○○工学専門学校建築科　昭和５１年３月２０日卒

実務経験の内容 実務経験年数 従事した立場

○○マンション　インテリア工事他 平成２０年１２月～２１年１１月まで 現場施工

○○ゴルフクラブクラブハウス内装工事他 平成２１年１２月～２２年１１月まで 〃

○○邸床仕上げ及び壁クロス貼り工事他 平成２２年１２月～２３年１１月まで 〃

○○中学校　防音工事他 平成２３年１２月～２４年１１月まで 主任技術者補佐

○○市役所庁舎天井仕上げ工事他 平成２４年１２月～２５年１１月まで 〃

○○邸ふすま、畳工事他 平成２５年１２月～２６年１１月まで 〃

○○工場内装間仕切り工事他 平成２６年１２月～２７年１１月まで 〃

実実　　務務　　経経　　験験　　証証　　明明　　書書

令和2年4月22日

水水戸戸市市笠笠原原町町９９７７８８－－６６

笠笠原原造造園園土土木木㈲㈲　　㈹㈹笠笠井井　　公公平平　　

　技術者の氏名 高倉　健二 生年月日
最終学歴（学校・学科）又は実務経験
を有する資格名

○○高校　普通科　昭和５８年３月１日卒

実務経験の内容 実務経験年数 従事した立場

○○邸　外構工事他 平成２０年９月～２１年８月まで 現場施工

〃

○○農道整備工事（土工事）他 平成２１年９月～２２年８月まで 〃

○○市○○地区道路改良工事（土工事）他 平成２２年９月～２３年８月まで 〃

○○リゾートマンションインテリア工事他 平成２７年１２月～２８年１１月まで 〃

平成○年度○○農道道路安全施設工事他

平成２５年９月～２６年８月まで 〃

平成２６年９月～２７年８月まで 〃

○○護岸災害復旧工事他 平成２３年９月～２４年８月まで

○○公園フェンス設置工事他

〃

市単水路第○号○○地区下水工事他 平成２４年９月～２５年８月まで

○○会社床仕上げ工事他 平成２７年１２月～２８年１１月まで 〃

○○小学校音楽室防音工事他 平成２９年１２月～３０年１１月まで 〃

〃

平成２９年９月～３０年８月まで 〃

○○中学校グランド排水路改修工事他

平成２７年９月～２８年８月まで 主任技術者補佐

    本件責任者 ： 氏名　　林　喜一　　　　 連絡先　029-301-4334
    担　 当　 者 ： 氏名　　林　太郎　　　   連絡先　029-111-1111

※学校教育法第１条に掲げる学校（大学「短大含む」・高等専門学校・高等学校・中等教育学校）以外の専修学校
（いわゆる専門学校）及び各種学校の卒業者は１０年の実務経験を要する。

県単交安第○号交通安全施設工事他

○○邸住宅基礎工事他

平成２８年９月～２９年８月まで
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【記載例３－１】１０年以上の実務経験を要する場合（法第７条（ロ）該当）

 監理課受付欄

（審査基準日　令和元年１１月３０日）

茨城県知事 殿

証明者

　下記の者の　内装　工事に関する実務経験は、

　下記のとおりであることを証明します。

　　　　

明治

大正 ３０年　１月　８日

昭和

勤務先

1 ○○美装

2 〃

3 ○○インテリア

4 〃

5 〃

6 笠原工業

7 〃

8 〃

9 〃

10 〃
11

【記載例３－２】１０年以上の実務経験を要する場合（法第７条（ロ）該当）

 監理課受付欄

（審査基準日　令和元年８月３１日）

茨城県知事 殿

証明者

　下記の者の　とび土工　工事に関する実務経験は、

　下記のとおりであることを証明します。

　　　　

明治

大正 ３９年　１月　１日

昭和

勤務先

1 笠原造園土木㈲

2 〃

3 〃

4 〃

5 〃

6 〃

7 〃

8 〃

9 〃

10 〃
11

    本件責任者 ： 氏名　　林　喜一　　　　 連絡先　029-301-4334
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水水戸戸市市笠笠原原町町９９７７８８－－６６

実実　　務務　　経経　　験験　　証証　　明明　　書書

令和2年3月14日

笠笠原原工工業業㈲㈲　　㈹㈹林林　　喜喜一一

　技術者の氏名 菅原　文太 生年月日
最終学歴（学校・学科）又は実務経験
を有する資格名

○○工学専門学校建築科　昭和５１年３月２０日卒

実務経験の内容 実務経験年数 従事した立場

○○マンション　インテリア工事他 平成２０年１２月～２１年１１月まで 現場施工

○○ゴルフクラブクラブハウス内装工事他 平成２１年１２月～２２年１１月まで 〃

○○邸床仕上げ及び壁クロス貼り工事他 平成２２年１２月～２３年１１月まで 〃

○○中学校　防音工事他 平成２３年１２月～２４年１１月まで 主任技術者補佐

○○市役所庁舎天井仕上げ工事他 平成２４年１２月～２５年１１月まで 〃

○○邸ふすま、畳工事他 平成２５年１２月～２６年１１月まで 〃

○○工場内装間仕切り工事他 平成２６年１２月～２７年１１月まで 〃

実実　　務務　　経経　　験験　　証証　　明明　　書書

令和2年4月22日

水水戸戸市市笠笠原原町町９９７７８８－－６６

笠笠原原造造園園土土木木㈲㈲　　㈹㈹笠笠井井　　公公平平　　

　技術者の氏名 高倉　健二 生年月日
最終学歴（学校・学科）又は実務経験
を有する資格名

○○高校　普通科　昭和５８年３月１日卒

実務経験の内容 実務経験年数 従事した立場

○○邸　外構工事他 平成２０年９月～２１年８月まで 現場施工

〃

○○農道整備工事（土工事）他 平成２１年９月～２２年８月まで 〃

○○市○○地区道路改良工事（土工事）他 平成２２年９月～２３年８月まで 〃

○○リゾートマンションインテリア工事他 平成２７年１２月～２８年１１月まで 〃

平成○年度○○農道道路安全施設工事他

平成２５年９月～２６年８月まで 〃

平成２６年９月～２７年８月まで 〃

○○護岸災害復旧工事他 平成２３年９月～２４年８月まで

○○公園フェンス設置工事他

〃

市単水路第○号○○地区下水工事他 平成２４年９月～２５年８月まで

○○会社床仕上げ工事他 平成２７年１２月～２８年１１月まで 〃

○○小学校音楽室防音工事他 平成２９年１２月～３０年１１月まで 〃

〃

平成２９年９月～３０年８月まで 〃

○○中学校グランド排水路改修工事他

平成２７年９月～２８年８月まで 主任技術者補佐
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    担　 当　 者 ： 氏名　　林　太郎　　　   連絡先　029-111-1111

※学校教育法第１条に掲げる学校（大学「短大含む」・高等専門学校・高等学校・中等教育学校）以外の専修学校
（いわゆる専門学校）及び各種学校の卒業者は１０年の実務経験を要する。

県単交安第○号交通安全施設工事他

○○邸住宅基礎工事他

平成２８年９月～２９年８月まで
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１１００  経経審審ＱＱ＆＆ＡＡ  

 
Ｑ１ 雇用保険・社会保険（健康保険・厚生年金）の適用除外にはどのような場合

が想定されるか。（その他の審査項目 41・42・43 項番関係） 
 
Ａ１ 雇用保険は、労働者が 1 人でも雇用されていれば加入義務有（年齢に上限な

し） 
   適用除外：常勤の役員、同居の親族 
   4 か月以内期間労働者：1 週間の労働時間 20 時間未満 

社会保険は事業所を単位に適用される。次に述べる強制適用事業所にあては

まらない場合は適用除外の事業所といえる。但し、適用除外の事業所であって

も任意加入を妨げるものではない。 
＜強制適用事業所＞ 

   次の１か２に該当する事業所は、法律により、事業主や従業員の意思に関係

なく、社会保険への加入が法律により定められている。 
   １．常時 5 人以上の従業員を使用する個人事業所 
   ２．法人の事業所 
 
Ｑ２ 事業所として社会保険に加入しているが、一部未加入者がいる場合、その未

加入者は職員として認められるか。 
Ａ２ 社会保険加入事業所における未加入者※は職員としてカウントしない。相応

の給料が支払われていても、審査基準日現在において、未加入であるものは職

員として認めない。 
   なお、経営業務管理責任者又は専任技術者が審査日時点においても未加入が

継続している場合、建設業許可の要件である常勤性を満たしていないことにな

るので、速やかに加入すること。（※：制度として加入できない者を除く） 
 
Ｑ３ 審査基準日直前に入社した技術職員がおり、社会保険にも加入している。こ

の場合、職員として認められるか。 
Ａ３ 認められない。平成２３年４月１日より、技術職員には審査基準日から遡っ

て６ヶ月を超える雇用期間が求められるようになったため。 
 
Ｑ４ 事業所として社会保険に加入していない場合、職員として認められるにはど

うすればよいか。 
Ａ４ 社会保険に未加入又は適用除外である場合は、月額給与（賃金・報酬等）が

定められ、役員等は年額１０３万円以上、その他の従業員等は毎月一定の金額

（原則「最低賃金（時間額）×８時間×２０日」を超える金額）が審査対象事

業年度に支払われていることが確認できれば、職員として認めている。 
なお、社会保険の強制適用事業所が未加入の場合は、法令違反になるので速

やかに加入することが望ましい。 
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Ｑ５ 下請で工事を請け負ったが、その工事は一式工事（土木一式工事及び建築一

式工事）となりうるか。 
Ａ５ 一式工事とは、総合的な企画、指導、調整のもとに施工する工事であり、そ

の性質上、元請で請け負った工事があてはまる。原則的に下請工事は一式工事

にはならない。但し、民間工事において、発注者と元請業者との間で一括下請

負を書面で認めた場合等は、下請工事であっても一式工事となりうる。（平成２

０年１１月から、民間工事においても、共同住宅を新築する工事は、発注者が

書面で認めた場合でも一括下請けは禁止となったので注意。） 
 
Ｑ６ 長期に渡る工事があるが、工事完成前に、工事の進捗に合わせて部分的に収

益を計上してよいか。 
Ａ６ 平成２２年４月の建設業法施行規則等の改正により、収益の計上基準につい

て、工事進行基準が原則として採用されることになった。ただし、工事進行基

準での完成工事高を計上するためには、工事の進捗度を合理的に見積りできる

ことが前提のため、最終請負額に大幅な変更が予想されるもの等については、

従来の完成基準により計上すること。 
 
Ｑ７ 経審の結果はいつ頃届くか。 
Ａ７ 経審の審査完了日から約１ヶ月前後に発送する。申請から到達するまでの処

理期間を考慮して申請すること。 
 
Ｑ８ 申請後に申請業種を変更できるか。 
Ａ８ 申請後の申請業種の変更はできない。例外はない（Ｑ９の場合を除く）。申

請業種の誤りがないよう十分注意すること。 
 
Ｑ９ 経審受審後に業種追加した。この場合、新たに取得した業種について、審査

を申し込めるか。 
Ａ９ 経審を受審後であっても、新たに許可を取得し、その業種について経審の審

査を希望する場合は申し込める。 
   なお、その際の審査は、追加業種と既受審業種で受けることになる。 
 
Ｑ１０ 事業を承継した。この場合、被承継人（父親等）時代の実績を完成工事高

に計上することはできるか。 
Ａ１０ 次の要件を満たす場合は、当期営業年度開始日からさかのぼって２年以内

（又は３年）の各営業年度における完工高を算定基礎とすることができる。 
 ① 配偶者又は二親等以内の建設業者（個人に限る）から建設業の主たる部分を

承継した場合 
 ② 被承継人が建設業を廃業すること 
 ③ 被承継人の営業年度と承継人の営業年度が連続すること 
 ④ 承継人が被承継人の業務を補佐した経験を有すること 
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Ｑ１１ 個人事業者として営業してきたが、今度会社を立ち上げた。この場合個人

時代の実績を完工高に計上することはできるか。 
 
Ａ１１ 次の要件を満たす場合は、当期営業年度開始日からさかのぼって２年以内

（又は３年）の各営業年度における完工高を算定基礎とすることができる。 
 ① 個人時代の建設業を廃業すること 
 ② 個人事業主であった者が 50％以上出資し、設立した法人であること 
 ③ 営業年度が連続すること 
 ④ 個人事業主であった者が代表権を有する役員であること 
 
Ｑ１２ 営業を譲り受けるかたちで企業合併をした。消滅した業者の実績を完工高

に計上することはできるか。 
 
Ａ１２ 合併時経審を受審することで、当期営業年度からさかのぼって２年以内に

合併の沿革を有する者（吸収合併においては存続会社、新設合併においては合

併に伴い設立された会社をいう）又は建設業を譲り受けた者は、当期営業年度

開始日の直前２年（又は３年）の各営業年度における完工高の合計額に当該吸

収合併により消滅した建設業者の完工高を含めることができる。 
 
Ｑ１３ 災害発生時の緊急連絡網、防災訓練の案内文等をもって防災協定の確認資

料とすることはできるか。 
Ａ１３ 防災協定の確認資料としては、自治体等と直接防災協定を締結している場

合は、自治体との協定書の写しを送付（提示）する。協会や協同組合等の建設

業団体が自治体等と防災協定を締結しており、その構成員として災害時の防災

活動を担う場合は、当該団体が発行する、“防災活動に一定の役割を果たすこと

を証する証明書”を送付（持参）する。緊急連絡網等では、協定締結の当事者

が誰か判別できず、確認資料としては認めない。 
 
Ｑ１４ 防災協定を締結するにはどうしたらよいのか。 
 
Ａ１４ 防災協定は、各自治体等が防災対策上の必要性・実効性を判断した上で締

結されるものであるから、各自治体等の防災担当部署に確認すること。 
 
 
Ｑ１５ 制度改正により技術者が１人２業種までになってしまった関係で技術者

が配置できない業種があるが、その業種で経審を受けることはできるか。 
 
Ａ１５ 技術者が０人でも経審を受けることは可能。 
   また、１人２業種の制限は、経営事項審査の評価上だけであり、建設業許可

の専任技術者や現場の配置技術者については、従来どおり１人の技術者が複数

の資格を持っていれば、複数の業種の技術者になることができる。 
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Ｑ１６ 経理処理の適正を確認した旨の書類を、決算の書類作成を依頼している外

部の会計事務所の会計士や税理士事務所の税理士等に頼んで作成してもらって

も加点されるのか。 
Ａ１６ 経理処理の適正を確認した旨の書類は、会社の従業員（常勤）で公認会計

士、会計士補、税理士及びこれらとなる資格を有する者もしくは１級登録経理

試験に合格した者が署名を付したものでなければならない。 
   したがって、外部の会計士や税理士に頼んで作成しても加点の対象にはなら

ない。 
 

Ｑ１７ 建設工事と見なさないものにはどんなものがあるか。 

Ａ１７ 資材や機械の販売、運搬、除草・草刈り、保守・管理などは兼業売上に計

上する。 
※保守・管理（現状を維持するために必要な役務（点検や部品の交換等））業務

は、委託契約をしている場合が多い。 

 
Ｑ１８ 前年度の経審時に一式工事（土木一式工事及び建築一式工事）に含めてい

た業種について、今回は分けて受審する場合、前年度の完工高の取扱いはどの

ようにすればよいか。 
   なお、前年度の一式工事の完工高は変更したくない。 
Ａ１８ 前年度に一式工事に含めていた業種の完工高については、一式工事の完工

高から今回受審しようとする業種の完工高を差し引いて、それぞれに計上する

こと。 
   なお、今回分けて受審する場合、一式工事の完工高は変更（減額）になる。 
 
Ｑ１９ 前年度には受審しなかったため、完工高を「その他工事」に計上した業種

について、今回、新たにその業種で受審する場合、前年度の完工高の取扱いは

どのようにすべきか。 
Ａ１９ 今回、新たに審査対象とする業種の完工高については、「その他工事」か

ら差し引いて、審査対象とする業種それぞれに計上すること。 
 
Ｑ２０ 翌年以降に終了する工事について、当期中に 80%の入金があったため、進

行基準を用いて当期の決算時に契約額の 80%を完成工事高として計上してよい

か。 
Ａ２０ 計上できない。工事進行基準は原価ベースによる出来高（原価比例法）で

完成工事高を計上するので、「入金割合により完成工事高を計上する、のは誤り

となる。 
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１１ 経審結果通知書の見方
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１１２２  経経営営事事項項審審査査改改正正にに伴伴うう留留意意事事項項ににつついいてて  

 

１１  令令和和３３年年４４月月１１日日かかららのの経経営営事事項項審審査査改改正正ににつついいてて  

（１）技術職員数（Ｚ）に係る改正 

主任技術者となる資格を有し、一級技士補である「監理技術者補佐」が新設され、主任技術者相当の者

より上位であり、監理技術者相当の者より下位のレベルと評価し、４点の評点を付与する。 

（２）労働福祉の状況（Ｗ）に係る改正 

従来の法定労災の上乗せとして、任意の補償制度に加入している場合に加え、中小企業等協同組合法に

基づき共済事業を営む者との間の契約についても加点する。 

（３）建設業の経理の状況（Ｗ）に係る改正 

企業会計基準の変化に対応するため、継続的な研修の受講等によって最新の会計情報等に関する知識

を習得することが重要になってきていることを踏まえ、公認会計士等数の算出にあたって算入できる

者を以下のとおり改正する。 

 従来 改正後 

 

 

 

 

イ 

・公認会計士となる資格を有する者 

（公認会計士となるための登録を受けている 

ことを要しない） 

・公認会計士であって、公認会計士法第 28 条の

規定による研修を受講した者（公認会計士として

登録されていることが前提） 

・税理士となる資格を有する者 

（税理士となるための登録を受けていること

を要しない） 

・税理士であって、所属税理士会が認定する研修

を受講した者（税理士として登録されていること

が前提） 

 

・１級登録経理試験に合格した者 

（一度合格すれば、以降継続して経審で評価） 

 

・１級登録経理試験に合格した年度の翌年度の

開始の日から５年経過していない者 

・１級登録経理講習を受講した年度の翌年度の

開始の日から５年経過していない者 

 

ロ 

 

・２級登録経理試験に合格した者 

（一度合格すれば、以降継続して経審で評価） 

・２級登録経理試験に合格した年度の翌年度の

開始の日から５年経過していない者 

・２級登録経理講習を受講した年度の翌年度の

開始の日から５年経過していない者 

※公認会計士等数＝（イの人数×１．０）＋（ロの人数×０．４） 

（４）知識及び技術又は技能の向上に関する建設工事に従事する者の取組の状況（Ｗ）に係る改正 

改正建設業法において、建設工事に従事する者は、建設工事を適正に実施するために必要な知識及び技

術又は技能の向上に努めなければならないこととされているところ、継続的な教育意欲を促進させて

いく観点から、建設業者による技術者及び技能者の技術又は技能の向上の取組の状況を評価すること

とした。技術者に関する評価については、建設業者に所属する技術者が、審査基準日以前１年間に取得

したＣＰＤ単位の平均値により評価する。技能者に関する評価については、建設業者に所属する技能者

のうち、認定能力評価基準により受けた評価が審査基準日以前３年間に１以上向上（レベル１からレベ

ル２等）した者の割合により評価する。 
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評点については、以下の算式により算出される数値をもって審査する。 

 

W10 の評点は、上記の算式によって算出される数値を、下記の表にあてはめて審査する。 

知識及び技術又は技能の 

向上に関する取組の状況 

評点 

10 10 

９以上   10未満 ９ 

８以上  ９未満 ８ 

７以上  ８未満 ７ 

６以上  ７未満 ６ 

５以上  ６未満 ５ 

４以上  ５未満 ４ 

３以上  ４未満 ３ 

２以上  ３未満 ２ 

１以上  ２未満 １ 

１未満 ０ 

  

２２  令令和和２２年年４４月月１１日日かかららのの経経営営事事項項審審査査改改正正ににつついいてて  

    CCUS（キャリアップシステム）において以下のレベルを取得したものを技術職員数（Z1）の技術職

員区分・資格に追加し、所要の評点を付与する。 

（１） 国土交通大臣が認定した建設技能者の能力評価基準によりレベル４と判定された者について、 

「登録基幹技能者」同等のレベルとして評価し、３点の評点を付与する。 

（２） 国土交通大臣が認定した建設技能者の能力評価基準によりレベル３と判定された者について、

「技能士１級」同等のレベルとして評価し、２点の評点を付与する。 

   なお、認定能力評価基準により技能や経験を評価された技能者を技術職員名簿に記載する際コー

ドは次のとおり。 

   レベル３技能者＝ 703 レベル４技能者＝ 704 

 

３３  平平成成３３００年年４４月月１１日日かかららのの経経営営事事項項審審査査改改正正ににつついいてて  

（１）Ｗ点のボトムの撤廃（社会保険未加入企業等への減点措置の厳格化） 
  現行制度、「社会性等（Ｗ）の評点が０に満たない場合は０とみなす」とされているところ、これを

０とみなさず（ボトムを撤廃し）、マイナス値であっても合計値のまま計算する。 
（２）防災活動への貢献状況の加点幅の拡大 
  現行制度上は、「防災協定を締結している場合に 15 点の加点評価」とされているところ、「防災協定

を締結している場合に 20 点の加点評価」（+５点）と改める。 
（３）建設機械の保有状況の加点方法の見直し 
  ① 現行制度上は１台につき加点１点のところ、加点テーブルを下記のとおり見直し、少ない台数で

も建設機械を保有する企業を高く評価する（最大 15 点は現行と変わらず） 

技術者数＋技能者数 技術者数＋技能者数( ） ）技能者数－控除対象者数
×

技術者数 CPD単位取得数
技術者数

＋ (
技能者数

×
技能レベル向上者数
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  ② 営業用の大型ダンプ車のうち、主として建設業の用途に使用するものを評価対象とする。 
   なお、対象車両については、車検証備考欄の表示番号の後に「（建）」と記載されていることが必要。 
  

４４  解解体体工工事事にに関関すするる留留意意事事項項ににつついいてて（（平平成成２２８８年年６６月月１１日日かからら）） 

（（１１））改改正正概概要要  

   これまで、とび・土工工事業として行われてきた解体工事について、建設業の許可に係る業種区分

として、新たに解体工事業が設けられた（平成 26年６月公布、平成 28年６月施行の建設業法改正）。  

   これに伴い、平成２８年６月以降、解解体体工工事事業業にに係係るる経経営営事事項項審審査査がが新新設設された。 

  

（（２２））経経過過措措置置ににつついいてて  

   解解体体工工事事業業のの技技術術者者にに関関すするる経経過過措措置置はは令令和和３３年年６６月月３３００日日ををももっってて終終了了ししたた。。  

 
（（３３））様様式式のの改改正正ににつついいてて  

   様式の改正内容は、下記のとおり。 

様式番号 書類名 改正内容 

様式第 25号の 11 経営規模等評価申請書 

経営規模等評価再審査申立書 

総合評定値請求書 

・項番７に法人番号の欄を追加(H28.11～) 

・項番 15、16に解体工事業の欄を追加。 

・記載要領の改正。 

様式第 25号の 11別紙２ 技術職員名簿 ・記載要領の改正。 
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年

又
は

直
前

３
年

の
年

間
平

均
完

成
工

事
高

を
以

下
の

テ
ー

ブ
ル

表
に

当
て

は
め

て
求

め
る

。
▼

た
だ

し
、

建
設

業
の

種
類

毎
に

直
前

２
年

又
は

直
前

３
年

の
年

間
平

均
完

成
工

事
高

を
選

択
す

る
こ

と
は

で
き

ず
、

す
べ

て
同

一
の

方
法

に
よ

ら
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

区
分

許
可

を
受

け
た

建
設

業
に

係
る

建
設

工
事

の
種

類
別

年
間

平
均

完
成

工
事

高
評

　
点

●
工

事
種

類
別

年
間

平
均

完
成

工
事

高
評

点
（
Ⅹ

1
）

　
業

種
ご

と
に

年
間

平
均

完
成

工
事

高
（
少

数
点

第
１

位
四

捨
五

入
）
を

求
め

、
そ

れ
ら

を
用

い
て

下
の

表
か

ら
Ｘ

１
を

求
め

る
。

－210－



　　
　　

　　
■■

許許
可可

をを
受受

けけ
たた

建建
設設

業業
にに

係係
るる

建建
設設

工工
事事

のの
種種

類類
別別

年年
間間

平平
均均

完完
成成

工工
事事

高高
のの

評評
点点

【
 新

経
審

の
審

査
項

目
 】

ウ
エ

イ
ト

(1
)

１
，

０
０

０
億

円
以

上
2
,3

0
9

(2
)

８
０

０
億

円
以

上
１

，
０

０
０

億
円

未
満

1
1
4
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

2
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,7

3
9

(3
)

６
０

０
億

円
以

上
８

０
０

億
円

未
満

1
0
1
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

2
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,7

9
1

(4
)

５
０

０
億

円
以

上
６

０
０

億
円

未
満

8
8
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,5

6
6

(5
)

４
０

０
億

円
以

上
５

０
０

億
円

未
満

8
9
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,5

6
1

(6
)

３
０

０
億

円
以

上
４

０
０

億
円

未
満

8
9
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,5

6
1

(7
)

２
５

０
億

円
以

上
３

０
０

億
円

未
満

7
5
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

5
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,3

7
8

(8
)

２
０

０
億

円
以

上
２

５
０

億
円

未
満

7
6
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

5
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,3

7
3

(9
)

１
５

０
億

円
以

上
２

０
０

億
円

未
満

7
6
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

5
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,3

7
3

(1
0
)

１
２

０
億

円
以

上
１

５
０

億
円

未
満

6
4
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

3
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,2

8
1

(1
1
)

１
０

０
億

円
以

上
１

２
０

億
円

未
満

6
2
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

2
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,1

6
5

(1
2
)

８
０

億
円

以
上

１
０

０
億

円
未

満
6
4
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

2
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,1

5
5

(1
3
)

６
０

億
円

以
上

８
０

億
円

未
満

5
0
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

2
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,2

1
1

(1
4
)

５
０

億
円

以
上

６
０

億
円

未
満

5
1
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

1
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,0

5
5

(1
5
)

４
０

億
円

以
上

５
０

億
円

未
満

5
1
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

1
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,0

5
5

建
設

業
の

営
業

継
続

の
状

況
(1

6
)

３
０

億
円

以
上

４
０

億
円

未
満

5
0
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

1
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,0

5
9

(1
7
)

２
５

億
円

以
上

３
０

億
円

未
満

5
1
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

5
0
0
,0

0
0
＋

9
0
3

(1
8
)

２
０

億
円

以
上

２
５

億
円

未
満

3
9
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

5
0
0
,0

0
0
＋

9
6
3

建
設

業
の

経
理

の
状

況
(1

9
)

１
５

億
円

以
上

２
０

億
円

未
満

3
6
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

5
0
0
,0

0
0
＋

9
7
5

(2
0
)

１
２

億
円

以
上

１
５

億
円

未
満

3
8
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

3
0
0
,0

0
0
＋

8
9
3

(2
1
)

１
０

億
円

以
上

１
２

億
円

未
満

3
9
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

2
0
0
,0

0
0
＋

8
1
1

(2
2
)

８
億

円
以

上
１

０
億

円
未

満
3
8
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

2
0
0
,0

0
0
＋

8
1
6

(2
3
)

６
億

円
以

上
８

億
円

未
満

2
5
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

2
0
0
,0

0
0
＋

8
6
8

総
合

評
定

値
Ｐ

-
1
8

～
2
,1

4
3

  
-

(2
4
)

５
億

円
以

上
６

億
円

未
満

2
5
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
0
,0

0
0
＋

7
9
3

(2
5
)

４
億

円
以

上
５

億
円

未
満

3
4
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
0
,0

0
0
＋

7
4
8

(2
6
)

３
億

円
以

上
４

億
円

未
満

4
2
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
0
,0

0
0
＋

7
1
6

(2
7
)

２
億

５
，

０
０

０
万

円
以

上
３

億
円

未
満

2
4
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

5
0
,0

0
0
＋

6
9
8

(2
8
)

２
億

円
以

上
２

億
５

，
０

０
０

万
円

未
満

2
8
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

5
0
,0

0
0
＋

6
7
8

(2
9
)

１
億

５
，

０
０

０
万

円
以

上
２

億
円

未
満

3
4
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

5
0
,0

0
0
＋

6
5
4

(3
0
)

１
億

２
，

０
０

０
万

円
以

上
１

億
５

，
０

０
０

万
円

未
満

2
6
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

3
0
,0

0
0
＋

6
2
6

(3
1
)

１
億

円
以

上
１

億
２

，
０

０
０

万
円

未
満

1
9
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

2
0
,0

0
0
＋

6
1
6

(3
2
)

８
，

０
０

０
万

円
以

上
１

億
円

未
満

2
2
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

2
0
,0

0
0
＋

6
0
1

(3
3
)

６
，

０
０

０
万

円
以

上
８

，
０

０
０

万
円

未
満

2
8
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

2
0
,0

0
0
＋

5
7
7

(3
4
)

５
，

０
０

０
万

円
以

上
６

，
０

０
０

万
円

未
満

1
6
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
,0

0
0
＋

5
6
5

(3
5
)

４
，

０
０

０
万

円
以

上
５

，
０

０
０

万
円

未
満

1
9
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
,0

0
0
＋

5
5
0

(3
6
)

３
，

０
０

０
万

円
以

上
４

，
０

０
０

万
円

未
満

2
4
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
,0

0
0
＋

5
3
0

(3
7
)

２
，

５
０

０
万

円
以

上
３

，
０

０
０

万
円

未
満

1
3
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

5
,0

0
0
＋

5
2
4

(3
8
)

２
，

０
０

０
万

円
以

上
２

，
５

０
０

万
円

未
満

1
6
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

5
,0

0
0
＋

5
0
9

(3
9
)

１
，

５
０

０
万

円
以

上
２

，
０

０
０

万
円

未
満

2
0
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

5
,0

0
0
＋

4
9
3

(4
0
)

１
，

２
０

０
万

円
以

上
１

，
５

０
０

万
円

未
満

1
4
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

3
,0

0
0
＋

4
8
3

(4
1
)

１
，

０
０

０
万

円
以

上
１

，
２

０
０

万
円

未
満

1
1
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

2
,0

0
0
＋

4
7
3

(4
2
)

１
，

０
０

０
万

円
未

満
1
3
1
×

（
年

間
平

均
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
,0

0
0
＋

3
9
7

注
）
　

評
点

に
小

数
点

以
下

の
端

数
が

あ
る

場
合

は
、

こ
れ

を
切

り
捨

て
る

。

0
.1

5

経
営

状
況

そ
の

他
の

審
査

項
目

（
社

会
性

等
）

Ｗ
-
1
9
9
5

～
1
,9

6
6

  

4
5
6

労
働

福
祉

の
状

況

～
Ｚ

営
業

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

11
33
　　

総総
合合

評評
定定

値値
((PP

))のの
計計

算算
方方

法法

0
.2

5
～

項
目

区
分

完
成

工
事

高
（
許

可
業

種
別

）
Ⅹ

１

売
上

高
経

常
利

益
率

0
.1

5

　　
総総

合合
評評

定定
値値

（（
ＰＰ

））
  ＝＝

  ００
．．

２２
５５

（（
ⅩⅩ

１１
））
＋＋

００
．．

１１
５５

（（
ⅩⅩ

２２
））
＋＋

００
．．

２２
（（
ＹＹ

））
＋＋

００
．．

２２
５５

（（
ＺＺ

））
＋＋

００
．．

１１
５５

（（
ＷＷ

））

　
　

　
　

　
　

（
小

数
点

以
下

の
端

数
が

あ
る

場
合

は
、

こ
れ

を
四

捨
五

入
す

る
。

）

Ｙ

自
己

資
本

額
利

払
前

税
引

前
償

却
前

利
益

4
5
4

～ ～

審
査

項
目

　　
１１

..　　
ⅩⅩ

１１
（（
完完

成成
工工

事事
高高

））

　　
総総

合合
評評

定定
値値

（（
ＰＰ

））
のの

算算
出出

：：

経
営

規
模

2
,3

0
9

  

技
術

力

Ⅹ
２

利
益

剰
余

金

総
資

本
売

上
総

利
益

率

純
支

払
利

息
比

率

自
己

資
本

比
率

0
.2

0
.2

5
技

術
職

員
数

(許
可

業
種

別
）

元
請

完
成

工
事

高
（
許

可
業

種
別

）

負
債

回
転

期
間

自
己

資
本

対
固

定
資

産
比

率

評
点

幅

3
9
7

2
,2

8
0

  

0

研
究

開
発

の
状

況

2
,4

4
1

  1
,5

9
5

  

建
設

機
械

の
保

有
状

況

0
.2

5
Ⅹ

1
＋

0
.1

5
Ⅹ

2
＋

0
.2

Ｙ
＋

0
.2

5
Ｚ

＋
0
.1

5
Ｗ

若
年

の
技

術
者

及
び

技
能

労
働

者
の

育
成

及
び

確
保

の
状

況

法
令

遵
守

の
状

況
防

災
活

動
へ

の
貢

献
の

状
況

国
際

標
準

化
機

構
が

定
め

た
規

格
に

よ
る

登
録

の
状

況

▼
Ⅹ

1
の

評
点

は
、

許
可

を
受

け
た

建
設

業
の

種
類

毎
の

直
前

２
年

又
は

直
前

３
年

の
年

間
平

均
完

成
工

事
高

を
以

下
の

テ
ー

ブ
ル

表
に

当
て

は
め

て
求

め
る

。
▼

た
だ

し
、

建
設

業
の

種
類

毎
に

直
前

２
年

又
は

直
前

３
年

の
年

間
平

均
完

成
工

事
高

を
選

択
す

る
こ

と
は

で
き

ず
、

す
べ

て
同

一
の

方
法

に
よ

ら
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

区
分

許
可

を
受

け
た

建
設

業
に

係
る

建
設

工
事

の
種

類
別

年
間

平
均

完
成

工
事

高
評

　
点

●
工

事
種

類
別

年
間

平
均

完
成

工
事

高
評

点
（
Ⅹ

1
）

　
業

種
ご

と
に

年
間

平
均

完
成

工
事

高
（
少

数
点

第
１

位
四

捨
五

入
）
を

求
め

、
そ

れ
ら

を
用

い
て

下
の

表
か

ら
Ｘ

１
を

求
め

る
。

　　
　　

　　
■■

自自
己己

資資
本本

額額
及及

びび
平平

均均
利利

益益
額額

にに
係係

るる
評評

点点
　　

　　
　　

■■
自自

己己
資資

本本
額額

及及
びび

平平
均均

利利
益益

額額
にに

係係
るる

評評
点点

（（
１１

））
自自

己己
資資

本本
額額

（（
ⅩⅩ

22
11
））

計計
算算

式式
：：

ⅩⅩ
22
評評

点点
  ＝＝

  ｛｛
  自自

己己
資資

本本
額額

のの
点点

数数
（（
ⅩⅩ

22
11
））
＋＋

平平
均均

利利
益益

額額
のの

点点
数数

（（
ⅩⅩ

22
22
））
  }}
  ÷÷

  22
 注

）
　

評
点

に
小

数
点

以
下

の
端

数
が

あ
る

場
合

は
、

こ
れ

を
切

り
捨

て
る

。
区

分
点

　
数

(1
)

３
，

０
０

０
億

円
以

上
2
1
1
4

(2
)

２
，

５
０

０
億

円
以

上
３

，
０

０
０

億
円

未
満

6
3
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

5
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,7

3
6

(3
)

２
，

０
０

０
億

円
以

上
２

，
５

０
０

億
円

未
満

7
3
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

5
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,6

8
6

(4
)

１
，

５
０

０
億

円
以

上
２

，
０

０
０

億
円

未
満

9
1
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

5
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,6

1
4

(5
)

１
，

２
０

０
億

円
以

上
１

，
５

０
０

億
円

未
満

6
6
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

3
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,5

5
7

(6
)

１
，

０
０

０
億

円
以

上
１

，
２

０
０

億
円

未
満

5
3
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

2
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,5

0
3

(7
)

８
０

０
億

円
以

上
１

，
０

０
０

億
円

未
満

6
1
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

2
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,4

6
3

(8
)

６
０

０
億

円
以

上
８

０
０

億
円

未
満

7
5
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

2
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,4

0
7

(9
)

５
０

０
億

円
以

上
６

０
０

億
円

未
満

4
6
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

1
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,3

5
6

(1
0
)

４
０

０
億

円
以

上
５

０
０

億
円

未
満

5
3
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

1
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,3

2
1

(1
1
)

３
０

０
億

円
以

上
４

０
０

億
円

未
満

6
6
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

1
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,2

6
9

(1
2
)

２
５

０
億

円
以

上
３

０
０

億
円

未
満

3
9
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

5
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,2

3
3

(1
3
)

２
０

０
億

円
以

上
２

５
０

億
円

未
満

4
7
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

5
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,1

9
3

(1
4
)

１
５

０
億

円
以

上
２

０
０

億
円

未
満

5
7
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

5
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,1

5
3

(1
5
)

１
２

０
億

円
以

上
１

５
０

億
円

未
満

4
2
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

3
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,1

1
4

(1
6
)

１
０

０
億

円
以

上
１

２
０

億
円

未
満

3
3
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

2
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,0

8
4

(1
7
)

８
０

億
円

以
上

１
０

０
億

円
未

満
3
9
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

2
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,0

5
4

(1
8
)

６
０

億
円

以
上

８
０

億
円

未
満

4
7
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

2
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,0

2
2

(1
9
)

５
０

億
円

以
上

６
０

億
円

未
満

2
9
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

1
,0

0
0
,0

0
0
＋

9
8
9

(2
0
)

４
０

億
円

以
上

５
０

億
円

未
満

3
4
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

1
,0

0
0
,0

0
0
＋

9
6
4

(2
1
)

３
０

億
円

以
上

４
０

億
円

未
満

4
1
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

1
,0

0
0
,0

0
0
＋

9
3
6

(2
2
)

２
５

億
円

以
上

３
０

億
円

未
満

2
5
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

5
0
0
,0

0
0
＋

9
0
9

(2
3
)

２
０

億
円

以
上

２
５

億
円

未
満

2
9
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

5
0
0
,0

0
0
＋

8
8
9

(2
4
)

１
５

億
円

以
上

２
０

億
円

未
満

3
6
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

5
0
0
,0

0
0
＋

8
6
1

(2
5
)

１
２

億
円

以
上

１
５

億
円

未
満

2
7
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

3
0
0
,0

0
0
＋

8
3
4

(2
6
)

１
０

億
円

以
上

１
２

億
円

未
満

2
1
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

2
0
0
,0

0
0
＋

8
1
6

(2
7
)

８
億

円
以

上
１

０
億

円
未

満
2
4
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

2
0
0
,0

0
0
＋

8
0
1

(2
8
)

６
億

円
以

上
８

億
円

未
満

3
0
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

2
0
0
,0

0
0
＋

7
7
7

(2
9
)

５
億

円
以

上
６

億
円

未
満

1
8
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

1
0
0
,0

0
0
＋

7
5
9

(3
0
)

４
億

円
以

上
５

億
円

未
満

2
1
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

1
0
0
,0

0
0
＋

7
4
4

(3
1
)

３
億

円
以

上
４

億
円

未
満

2
7
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

1
0
0
,0

0
0
＋

7
2
0

(3
2
)

２
億

５
，

０
０

０
万

円
以

上
３

億
円

未
満

1
5
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

5
0
,0

0
0
＋

7
1
1

(3
3
)

２
億

円
以

上
２

億
５

，
０

０
０

万
円

未
満

1
9
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

5
0
,0

0
0
＋

6
9
1

(3
4
)

１
億

５
，

０
０

０
万

円
以

上
２

億
円

未
満

2
3
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

5
0
,0

0
0
＋

6
7
5

(3
5
)

１
億

２
，

０
０

０
万

円
以

上
１

億
５

，
０

０
０

万
円

未
満

1
6
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

3
0
,0

0
0
＋

6
6
4

(3
6
)

１
億

円
以

上
１

億
２

，
０

０
０

万
円

未
満

1
3
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

2
0
,0

0
0
＋

6
5
0

(3
7
)

８
，

０
０

０
万

円
以

上
１

億
円

未
満

1
6
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

2
0
,0

0
0
＋

6
3
5

(3
8
)

６
，

０
０

０
万

円
以

上
８

，
０

０
０

万
円

未
満

1
9
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

2
0
,0

0
0
＋

6
2
3

(3
9
)

５
，

０
０

０
万

円
以

上
６

，
０

０
０

万
円

未
満

1
1
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

1
0
,0

0
0
＋

6
1
4

(4
0
)

４
，

０
０

０
万

円
以

上
５

，
０

０
０

万
円

未
満

1
4
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

1
0
,0

0
0
＋

5
9
9

(4
1
)

３
，

０
０

０
万

円
以

上
４

，
０

０
０

万
円

未
満

1
6
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

1
0
,0

0
0
＋

5
9
1

(4
2
)

２
，

５
０

０
万

円
以

上
３

，
０

０
０

万
円

未
満

1
0
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

5
,0

0
0
＋

5
7
9

(4
3
)

２
，

０
０

０
万

円
以

上
２

，
５

０
０

万
円

未
満

1
2
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

5
,0

0
0
＋

5
6
9

(4
4
)

１
，

５
０

０
万

円
以

上
２

，
０

０
０

万
円

未
満

1
4
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

5
,0

0
0
＋

5
6
1

(4
5
)

１
，

２
０

０
万

円
以

上
１

，
５

０
０

万
円

未
満

1
1
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

3
,0

0
0
＋

5
4
8

(4
6
)

１
，

０
０

０
万

円
以

上
１

，
２

０
０

万
円

未
満

8
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

2
,0

0
0
＋

5
4
4

(4
7
)

１
，

０
０

０
万

円
未

満
2
2
3
×

（
自

己
資

本
額

）
÷

1
0
,0

0
0
＋

3
6
1

注
）
　

点
数

に
小

数
点

以
下

の
端

数
が

あ
る

場
合

は
、

こ
れ

を
切

り
捨

て
る

。

自
己

資
本

の
額

又
は

平
均

自
己

資
本

額

　　
２２

..　　
ⅩⅩ

２２
（（
自自

己己
資資

本本
額額

及及
びび

利利
益益

額額
））

▼
Ⅹ

2
の

評
点

は
、

自
己

資
本

額
の

点
数

（
Ⅹ

2
1
）
及

び
平

均
利

益
額

の
点

数
（
Ⅹ

2
2
）
の

合
計

点
数

を
２

で
除

し
た

数
値

（
小

数
点

以
下

切
り

捨
て

）
と

し
て

求
め

る
。

　　
２２

..  
--
((11

))　　
ⅩⅩ

22
11
（（
自自

己己
資資

本本
額額

））

▼
自

己
資

本
額

の
点

数
（
Ⅹ

2
1
）
は

、
自

己
資

本
の

額
（
＝

純
資

産
合

計
の

額
）
又

は
平

均
自

己
資

本
額

（
2
期

平
均

）
を

以
下

の
テ

ー
ブ

ル
表

に
当

て
は

め
て

求
め

る
。

▼
た

だ
し

、
自

己
資

本
の

額
が

０
円

に
満

た
な

い
場

合
は

０
円

と
み

な
す

。

－211－



　　
３３

..　　
ＹＹ

（（
経経

営営
状状

況況
分分

析析
））

　　
　　

　　
■■

自自
己己

資資
本本

額額
及及

びび
平平

均均
利利

益益
額額

にに
係係

るる
評評

点点
　　

　　
　　

■■
経経

営営
状状

況況
のの

評評
点点

（（
22
））
平平

均均
利利

益益
額額

（（
ⅩⅩ

22
22
））

区
分

点
　

数
経経

営営
状状

況況
分分

析析
のの

指指
標標

(1
)

３
０

０
億

円
以

上
2
4
4
7

{ 
（
　

）
内

は
Ｙ

評
点

へ
の

寄
与

度
 }

(2
)

２
５

０
億

円
以

上
３

０
０

億
円

未
満

1
3
4
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

5
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,6

4
3

Ⅹ
1

純純
  支支

  払払
  利利

  息息
  比比

  率率
 ×

1
0
0

５
．

１
－

０
．

３

(3
)

２
０

０
億

円
以

上
２

５
０

億
円

未
満

1
5
1
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

5
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,5

5
8

（
２

９
．

９
％

）
％

％

(4
)

１
５

０
億

円
以

上
２

０
０

億
円

未
満

1
7
5
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

5
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,4

6
2

Ⅹ
2

負負
  債債

  回回
  転転

  期期
  間間

（
流

動
負

債
＋

固
定

負
債

）
／

（
売

上
高

÷
1
2
）

１
８

．
０

０
．

９

(5
)

１
２

０
億

円
以

上
１

５
０

億
円

未
満

1
2
3
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

3
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,3

7
2

（
１

１
．

４
％

）
ヵ

月
ヵ

月

(6
)

１
０

０
億

円
以

上
１

２
０

億
円

未
満

9
3
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

2
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,3

0
6

Ⅹ
3

総総
資資

本本
売売

上上
総総

利利
益益

率率
売

上
総

利
益

／
※

総
資

本
（
2
期

平
均

）
×

1
0
0

６
３

．
６

６
．

５

(7
)

８
０

億
円

以
上

１
０

０
億

円
未

満
1
0
4
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

2
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,2

5
1

（
２

１
．

４
％

）
％

％

(8
)

６
０

億
円

以
上

８
０

億
円

未
満

1
2
2
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

2
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,1

7
9

Ⅹ
4

売売
  上上

  高高
  経経

  常常
  利利

  益益
  率率

 経
常

利
益

／
売

上
高

×
1
0
0

５
．

１
－

８
．

５

(9
)

５
０

億
円

以
上

６
０

億
円

未
満

7
0
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

1
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,1

2
5

（
　

５
．

７
％

）
％

％

(1
0
)

４
０

億
円

以
上

５
０

億
円

未
満

7
9
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

1
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,0

8
0

Ⅹ
5

自自
己己

資資
本本

対対
固固

定定
資資

産産
比比

率率
自

己
資

本
／

固
定

資
産

×
1
0
0
　

３
５

０
．

０
－

７
６

．
５

(1
1
)

３
０

億
円

以
上

４
０

億
円

未
満

9
2
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

1
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,0

2
8

（
　

６
．

８
％

）
％

％

(1
2
)

２
５

億
円

以
上

３
０

億
円

未
満

5
4
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

5
0
0
,0

0
0
＋

9
8
0

Ⅹ
6

自自
  己己

  資資
  本本

  比比
  率率

自
己

資
本

／
総

資
本

×
1
0
0

６
８

．
５

－
６

８
．

６

(1
3
)

２
０

億
円

以
上

２
５

億
円

未
満

6
0
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

5
0
0
,0

0
0
＋

9
5
0

（
１

４
．

６
％

）
％

％

(1
4
)

１
５

億
円

以
上

２
０

億
円

未
満

7
0
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

5
0
0
,0

0
0
＋

9
1
0

Ⅹ
7

営営
業業

キキ
ャャ

ッッ
シシ

ュュ
・・
フフ

ロロ
ーー

 営
業

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

／
1
億

※
（
2
年

平
均

）
１

５
．

０
－

１
０

．
０

(1
5
)

１
２

億
円

以
上

１
５

億
円

未
満

4
8
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

3
0
0
,0

0
0
＋

8
8
0

（
  
５

．
７

％
）

億
円

億
円

(1
6
)

１
０

億
円

以
上

１
２

億
円

未
満

3
7
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

2
0
0
,0

0
0
＋

8
5
0

Ⅹ
8

利利
益益

剰剰
余余

金金
利

益
剰

余
金

／
1
億

１
０

０
．

０
－

３
．

０

(1
7
)

８
億

円
以

上
１

０
億

円
未

満
4
2
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

2
0
0
,0

0
0
＋

8
2
5

（
　

４
．

４
％

）
億

円
億

円

(1
8
)

６
億

円
以

上
８

億
円

未
満

4
8
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

2
0
0
,0

0
0
＋

8
0
1

(1
9
)

５
億

円
以

上
６

億
円

未
満

2
8
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

1
0
0
,0

0
0
＋

7
7
7

(2
0
)

４
億

円
以

上
５

億
円

未
満

3
2
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

1
0
0
,0

0
0
＋

7
5
7

注
）

(2
1
)

３
億

円
以

上
４

億
円

未
満

3
7
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

1
0
0
,0

0
0
＋

7
3
7

(2
2
)

２
億

５
，

０
０

０
万

円
以

上
３

億
円

未
満

2
1
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

5
0
,0

0
0
＋

7
2
2

(2
3
)

２
億

円
以

上
２

億
５

，
０

０
０

万
円

未
満

2
4
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

5
0
,0

0
0
＋

7
0
7

(2
4
)

１
億

５
，

０
０

０
万

円
以

上
２

億
円

未
満

2
7
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

5
0
,0

0
0
＋

6
9
5

(2
5
)

１
億

２
，

０
０

０
万

円
以

上
１

億
５

，
０

０
０

万
円

未
満

2
0
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

3
0
,0

0
0
＋

6
7
6

(2
6
)

１
億

円
以

上
１

億
２

，
０

０
０

万
円

未
満

1
5
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

2
0
,0

0
0
＋

6
6
6

(2
7
)

８
，

０
０

０
万

円
以

上
１

億
円

未
満

1
6
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

2
0
,0

0
0
＋

6
6
1

(2
8
)

６
，

０
０

０
万

円
以

上
８

，
０

０
０

万
円

未
満

1
9
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

2
0
,0

0
0
＋

6
4
9

(2
9
)

５
，

０
０

０
万

円
以

上
６

，
０

０
０

万
円

未
満

1
2
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

1
0
,0

0
0
＋

6
3
4

(3
0
)

４
，

０
０

０
万

円
以

上
５

，
０

０
０

万
円

未
満

1
2
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

1
0
,0

0
0
＋

6
3
4

(3
1
)

３
，

０
０

０
万

円
以

上
４

，
０

０
０

万
円

未
満

1
5
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

1
0
,0

0
0
＋

6
2
2

(3
2
)

２
，

５
０

０
万

円
以

上
３

，
０

０
０

万
円

未
満

8
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

5
,0

0
0
＋

6
1
9

(3
3
)

２
，

０
０

０
万

円
以

上
２

，
５

０
０

万
円

未
満

1
0
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

5
,0

0
0
＋

6
0
9

(3
4
)

１
，

５
０

０
万

円
以

上
２

，
０

０
０

万
円

未
満

1
1
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

5
,0

0
0
＋

6
0
5

(3
5
)

１
，

２
０

０
万

円
以

上
１

，
５

０
０

万
円

未
満

7
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

3
,0

0
0
＋

6
0
3

(3
6
)

１
，

０
０

０
万

円
以

上
１

，
２

０
０

万
円

未
満

6
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

2
,0

0
0
＋

5
9
5

(3
7
)

１
，

０
０

０
万

円
未

満
7
8
×

（
平

均
利

益
額

）
÷

1
0
,0

0
0
＋

5
4
7

注
）
　

点
数

に
小

数
点

以
下

の
端

数
が

あ
る

場
合

は
、

こ
れ

を
切

り
捨

て
る

。

・
Ⅹ

3
に

つ
い

て
は

、
総

資
本

を
2
期

平
均

と
し

、
さ

ら
に

そ
の

平
均

の
額

が
3
0
0
0
万

円
未

満
の

場
合

は
3
0
0
0
万

円
と

み
な

し
て

計
算

す
る

。
ま

た
、

個
人

の
場

合
は

、
売

上
総

利
益

を
完

成
工

事
総

利
益

と
読

み
替

え
る

。

経経
営営

状状
況況

点点
数数

（（
ＡＡ

））
==
    

  －－
00
..44

66
55
00

×
ⅩⅩ

11
　　

－－
00
..00

55
00
88

×
ⅩⅩ

22
　　

＋＋
00
..00

22
66
44

×
ⅩⅩ

33
　　

＋＋
00
..00

22
77
77

×
ⅩⅩ

44
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
＋＋

00
..00

00
11
11

×
ⅩⅩ

55
　　

＋＋
00
..00

00
88
99

×
ⅩⅩ

66
　　

＋＋
00
..00

88
11
88

×
ⅩⅩ

77
　　

＋＋
00
..00

11
77
22

×
ⅩⅩ

88
　　

＋＋
00
..11

99
00
66

※
小

数
点

以
下

2
位

未
満

の
端

数
が

あ
る

と
き

は
、

こ
れ

を
四

捨
五

入
す

る
。

経経
営営

状状
況況

のの
評評

点点
（（
ＹＹ

））
＝＝

　　
11
66
77
..33

××
ＡＡ

＋＋
55
88
33
　　

　　
（（
最最

高高
点点

11
55
99
55
点点

，，
最最

低低
点点

00
点点

））
※

小
数

点
以

下
の

端
数

が
あ

る
と

き
は

、
こ

れ
を

四
捨

五
入

す
る

。

・
Ⅹ

4
に

つ
い

て
、

個
人

の
場

合
は

、
経

常
利

益
を

事
業

主
利

益
と

読
み

替
え

る
。

・
Ⅹ

7
に

つ
い

て
は

、
営

業
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

の
額

を
1
億

で
除

し
た

数
値

の
2
年

平
均

と
す

る
。

【
営

業
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

の
計

算
】

・
Ⅹ

8
に

つ
い

て
、

個
人

の
場

合
は

、
利

益
剰

余
金

を
純

資
産

合
計

と
読

み
替

え
る

。

・
Ⅹ

1
～

Ⅹ
8
の

数
値

に
つ

い
て

、
小

数
点

以
下

3
位

未
満

の
端

数
が

あ
る

と
き

は
、

こ
れ

を
四

捨
五

入
す

る
。

下下
限限

値値

負負
債債

抵抵
抗抗

力力

収収
益益

性性
　　

  ・・
効効

率率
性性

財財
務務

健健
全全

性性

絶絶
対対

的的
力力

量量

・
Ⅹ

1
及

び
Ⅹ

2
に

つ
い

て
は

、
数

値
が

小
さ

い
ほ

ど
評

点
に

対
し

て
プ

ラ
ス

の
影

響
を

及
ぼ

す
指

標
。

営
業

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

　
＝

　
経

常
利

益
＋

減
価

償
却

実
施

額
－

法
人

税
、

住
民

税
及

び
事

業
税

 ±
 引

当
金

（
貸

倒
引

当
金

）

増
減

額
 ∓∓

 売
掛

債
権

（
受

取
手

形
＋

完
成

工
事

未
収

入
金

）
増

減
額

 ±
 仕

入
債

務
（
支

払
手

形
＋

工
事

未
払

金
）
増

減
額

 ∓∓
 棚

卸
資

産
（
未

成
工

事
支

出
金

＋
材

料
貯

蔵
品

）
増

減
額

 ±
 受

入
金

（
未

成
工

事
受

入
金

）
増

減
額

平
均

利
益

額

　　
２２

..  
--
((22

)) 　　
ⅩⅩ

22
22
（（
利利

益益
額額

））

▼
平

均
利

益
額

の
点

数
（
Ⅹ

2
2
）
は

、
利

払
前

税
引

前
償

却
前

利
益

（
営

業
利

益
＋

減
価

償
却

実
施

額
）
の

2
年

平
均

の
額

を
以

下
の

テ
ー

ブ
ル

表
に

当
て

は
め

て
求

め
る

。
▼

た
だ

し
、

利
払

前
税

引
前

償
却

前
利

益
の

平
均

の
額

が
０

円
に

満
た

な
い

場
合

は
、

０
円

と
み

な
す

。

▼
Ｙ

の
評

点
は

、
以

下
の

経
営

状
況

分
析

の
8
指

標
の

数
値

を
も

と
に

『
経

営
状

況
点

数
（
Ａ

）
』
の

算
式

に
よ

っ
て

算
出

し
た

点
数

を
『
経

営
状

況
の

評
点

（
Ｙ

）
』
の

算
式

に
当

て
は

め
て

求
め

る
。

経経
営営

状状
況況

分分
析析

のの
88
指指

標標

属属
性性

記記
号号

算算
　　

　　
出出

　　
　　

式式
上上

限限
値値

－212－



（（
１１

））
技技

術術
職職

員員
のの

数数
（（
ＺＺ

11
））

計計
算算

式式
：：

 注
）
　

評
点

に
小

数
点

以
下

の
端

数
が

あ
る

場
合

は
、

こ
れ

を
切

り
捨

て
る

。

区
分

点
　

数

(1
)

１
５

,５
０

０
以

上
2
3
3
5

(2
)

１
１

,９
３

０
以

上
１

５
,５

０
０

未
満

6
2
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

3
,5

7
0
＋

2
,0

6
5

(3
)

９
,１

８
０

以
上

１
１

,９
３

０
未

満
6
3
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

2
,7

5
0
＋

1
,9

9
8

(4
)

７
,０

６
０

以
上

９
,１

８
０

未
満

6
2
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

2
,1

2
0
＋

1
,9

3
9

(5
)

５
,４

３
０

以
上

７
,０

６
０

未
満

6
2
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

1
,6

3
0
＋

1
,8

7
6

(6
)

４
,１

８
０

以
上

５
,４

３
０

未
満

6
3
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

1
,2

5
0
＋

1
,8

0
8

(7
)

３
,２

１
０

以
上

４
,１

８
０

未
満

6
3
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

9
7
0
＋

1
,7

4
7

(8
)

２
,４

７
０

以
上

３
,２

１
０

未
満

6
2
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

7
4
0
＋

1
,6

8
6

(9
)

１
,９

０
０

以
上

２
,４

７
０

未
満

6
2
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

5
7
0
＋

1
,6

2
4

(1
0
)

１
,４

６
０

以
上

１
,９

０
０

未
満

6
3
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

4
4
0
＋

1
,5

5
8

(1
1
)

１
,１

３
０

以
上

１
,４

６
０

未
満

6
3
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

3
3
0
＋

1
,4

8
8

(1
2
)

８
７

０
以

上
１

,１
３

０
未

満
6
2
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

2
6
0
＋

1
,4

3
4

(1
3
)

６
７

０
以

上
８

７
０

未
満

6
3
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

2
0
0
＋

1
,3

6
7

(1
4
)

５
１

０
以

上
６

７
０

未
満

6
2
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

1
6
0
＋

1
,3

1
8

(1
5
)

３
９

０
以

上
５

１
０

未
満

6
3
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

1
2
0
＋

1
,2

4
7

(1
6
)

３
０

０
以

上
３

９
０

未
満

6
2
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

9
0
＋

1
,1

8
3

(1
7
)

２
３

０
以

上
３

０
０

未
満

6
3
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

7
0
＋

1
,1

1
9
 

(1
8
)

１
８

０
以

上
２

３
０

未
満

6
2
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

5
0
＋

1
,0

4
0

(1
9
)

１
４

０
以

上
１

８
０

未
満

6
2
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

4
0
＋

9
8
4

(2
0
)

１
１

０
以

上
１

４
０

未
満

6
3
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

3
0
＋

9
0
7

(2
1
)

８
５

以
上

１
１

０
未

満
6
3
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

2
5
＋

8
6
0

(2
2
)

６
５

以
上

８
５

未
満

6
2
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

2
0
＋

8
1
0

(2
3
)

５
０

以
上

６
５

未
満

6
2
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

1
5
＋

7
4
2

(2
4
)

４
０

以
上

５
０

未
満

6
3
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

1
0
＋

6
3
3

(2
5
)

３
０

以
上

４
０

未
満

6
3
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

1
0
＋

6
3
3

(2
6
)

２
０

以
上

３
０

未
満

6
2
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

1
0
＋

6
3
6

(2
7
)

１
５

以
上

２
０

未
満

6
3
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

5
＋

5
0
8

(2
8
)

１
０

以
上

１
５

未
満

6
2
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

5
＋

5
1
1

(2
9
)

５
以

上
１

０
未

満
6
3
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

5
＋

5
0
9

(3
0
)

５
未

満
6
2
×

（
技

術
職

員
数

値
）
÷

5
＋

5
1
0

注
）
　

点
数

に
小

数
点

以
下

の
端

数
が

あ
る

場
合

は
、

こ
れ

を
切

り
捨

て
る

。

　　
４４

..　　
ＺＺ

（（
技技

術術
職職

員員
数数

及及
びび

元元
請請

完完
成成

工工
事事

高高
））

▼
Ｚ

の
評

点
は

、
技

術
職

員
の

数
の

点
数

（
Ｚ

1
）
に

５
分

の
４

を
乗

じ
た

も
の

と
元

請
完

成
工

事
高

の
点

数
（
Ｚ

2
）
に

５
分

の
１

を
乗

じ
た

も
の

の
合

計
（
小

数
点

以
下

切
り

捨
て

）
と

し
て

求
め

る
。

　　
　　

　　
■■

許許
可可

をを
受受

けけ
たた

建建
設設

業業
のの

種種
類類

別別
のの

技技
術術

職職
員員

のの
数数

及及
びび

許許
可可

をを
受受

けけ
たた

建建
設設

業業
にに

係係
るる

建建
設設

工工
事事

    
    

    
    

  のの
種種

類類
別別

年年
間間

平平
均均

元元
請請

完完
成成

工工
事事

高高
のの

評評
点点

ＺＺ
評評

点点
  ＝＝

    
{{  
技技

術術
職職

員員
のの

数数
のの

点点
数数

（（
ＺＺ

11
））
××

  ００
．．

８８
  }}
  ＋＋

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
  {{
  元元

請請
完完

成成
工工

事事
高高

のの
点点

数数
（（
ＺＺ

22
））
××

  ００
．．

２２
  }}

　　
４４

..  
--
((11

))　　
ＺＺ

11
（（
技技

術術
職職

員員
数数

））

■■
許許

可可
をを

受受
けけ

たた
建建

設設
業業

のの
種種

類類
別別

のの
技技

術術
職職

員員
のの

数数
及及

びび
許許

可可
をを

受受
けけ

たた
建建

設設
業業

にに
係係

るる
建建

設設
工工

事事
のの

種種
類類

別別
年年

間間
平平

均均
元元

請請
完完

成成
工工

事事
高高

のの
評評

点点

▼
技

術
職

員
の

数
の

点
数

（
Ｚ

1
）
は

、
許

可
を

受
け

た
建

設
業

の
種

類
毎

に
次

の
算

式
に

よ
り

「
技

術
職

員
数

値
」
を

算
出

し
、

当
該

数
値

を
以

下
の

テ
ー

ブ
ル

表
に

当
て

は
め

て
求

め
る

。

　
　

　
技

術
職

員
数

値
＝

１
級

監
理

受
講

者
数

×
６

＋
１

級
技

術
者

数
×

５
＋

基
幹

技
能

者
数

×
３

＋
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

  
２

級
技

術
者

数
×

２
＋

そ
の

他
技

術
者

数
×

１

技
術

職
員

数
値

　
　

　
※

１
級

監
理

受
講

者
と

は
、

１
級

技
術

者
で

あ
っ

て
、

か
つ

、
監

理
技

術
者

資
格

者
証

の
　

　
　

交
付

を
う

け
て

い
る

も
の

（
た

だ
し

、
直

前
５

年
以

内
に

講
習

を
受

講
し

た
も

の
に

限
る

）
。

　
　

　
※

Ｚ
１
の

点
数

計
算

は
，

１
級

監
理

受
講

者
数

で
カ

ウ
ン

ト
し

た
も

の
に

つ
い

て
，

１
級

技
術

者
数

に
は

重
複

カ
ウ

ン
ト

し
な

い
　

　
　

※
基

幹
技

能
者

は
、

登
録

基
幹

技
能

者
講

習
を

修
了

し
た

も
の

。
▼

た
だ

し
、

１
人

の
職

員
に

つ
き

技
術

職
員

と
し

て
申

請
で

き
る

の
は

、
２

業
種

ま
で

。

－213－



　　
　　

　　
■■

そそ
のの

他他
のの

審審
査査

項項
目目

（（
社社

会会
性性

等等
））
のの

評評
点点

後
述

の
W

1
～

W
9
で

算
出

し
た

点
数

を
用

い
，

以
下

の
計

算
式

か
ら

W
を

求
め

る
。

（（
２２

））
元元

請請
完完

成成
工工

事事
高高

（（
ＺＺ

22
））

W
＝

（
W

1
＋

W
2
＋

W
3
＋

W
4
＋

W
5
+
W

6
＋

W
7
＋

W
8
＋

W
9
＋

W
1
0
）
×

１
０

×
１

９
０

/
２

０
０

区
分

点
　

数

(1
)

１
，

０
０

０
億

円
以

上
2
8
6
5

(2
)

８
０

０
億

円
以

上
１

，
０

０
０

億
円

未
満

1
1
9
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

2
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

2
,2

7
0

(3
)

６
０

０
億

円
以

上
８

０
０

億
円

未
満

1
4
5
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

2
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

2
,1

6
6

(4
)

５
０

０
億

円
以

上
６

０
０

億
円

未
満

8
7
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

2
,0

7
9

(5
)

４
０

０
億

円
以

上
５

０
０

億
円

未
満

1
0
4
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,9

9
4

(6
)

３
０

０
億

円
以

上
４

０
０

億
円

未
満

1
2
6
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,9

0
6

(7
)

２
５

０
億

円
以

上
３

０
０

億
円

未
満

7
6
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

5
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,8

2
8

(8
)

２
０

０
億

円
以

上
２

５
０

億
円

未
満

9
0
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

5
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,7

5
8

(9
)

１
５

０
億

円
以

上
２

０
０

億
円

未
満

1
1
0
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

5
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,6

7
8

(1
0
)

１
２

０
億

円
以

上
１

５
０

億
円

未
満

8
1
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

3
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,6

0
3

(1
1
)

１
０

０
億

円
以

上
１

２
０

億
円

未
満

6
3
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

2
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,5

4
9

(1
2
)

８
０

億
円

以
上

１
０

０
億

円
未

満
7
5
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

2
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,4

8
9

(1
3
)

６
０

億
円

以
上

８
０

億
円

未
満

9
2
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

2
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,4

2
1

(1
4
)

５
０

億
円

以
上

６
０

億
円

未
満

5
5
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,3

6
7

(1
5
)

４
０

億
円

以
上

５
０

億
円

未
満

6
6
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,3

1
2

(1
6
)

３
０

億
円

以
上

４
０

億
円

未
満

7
9
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,2

6
0

(1
7
)

２
５

億
円

以
上

３
０

億
円

未
満

4
8
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

5
0
0
,0

0
0
＋

1
,2

0
9

(1
8
)

２
０

億
円

以
上

２
５

億
円

未
満

5
7
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

5
0
0
,0

0
0
＋

1
,1

6
4

(1
9
)

１
５

億
円

以
上

２
０

億
円

未
満

7
0
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

5
0
0
,0

0
0
＋

1
,1

1
2

(2
0
)

１
２

億
円

以
上

１
５

億
円

未
満

5
0
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

3
0
0
,0

0
0
＋

1
,0

7
2

(2
1
)

１
０

億
円

以
上

１
２

億
円

未
満

4
1
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

2
0
0
,0

0
0
＋

1
,0

2
6

(2
2
)

８
億

円
以

上
１

０
億

円
未

満
4
7
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

2
0
0
,0

0
0
＋

9
9
6

(2
3
)

６
億

円
以

上
８

億
円

未
満

5
7
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

2
0
0
,0

0
0
＋

9
5
6

(2
4
)

５
億

円
以

上
６

億
円

未
満

3
6
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
0
,0

0
0
＋

9
1
1

(2
5
)

４
億

円
以

上
５

億
円

未
満

4
0
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
0
,0

0
0
＋

8
9
1

(2
6
)

３
億

円
以

上
４

億
円

未
満

5
1
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
0
,0

0
0
＋

8
4
7

(2
7
)

２
億

５
，

０
０

０
万

円
以

上
３

億
円

未
満

3
0
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

5
0
,0

0
0
＋

8
2
0

(2
8
)

２
億

円
以

上
２

億
５

，
０

０
０

万
円

未
満

3
5
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

5
0
,0

0
0
＋

7
9
5

(2
9
)

１
億

５
，

０
０

０
万

円
以

上
２

億
円

未
満

4
5
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

5
0
,0

0
0
＋

7
5
5

(3
0
)

１
億

２
，

０
０

０
万

円
以

上
１

億
５

，
０

０
０

万
円

未
満

3
2
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

3
0
,0

0
0
＋

7
3
0

(3
1
)

１
億

円
以

上
１

億
２

，
０

０
０

万
円

未
満

2
6
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

2
0
,0

0
0
＋

7
0
2

(3
2
)

８
，

０
０

０
万

円
以

上
１

億
円

未
満

2
9
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

2
0
,0

0
0
＋

6
8
7

(3
3
)

６
，

０
０

０
万

円
以

上
８

，
０

０
０

万
円

未
満

3
6
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

2
0
,0

0
0
＋

6
5
9

(3
4
)

５
，

０
０

０
万

円
以

上
６

，
０

０
０

万
円

未
満

2
2
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
,0

0
0
＋

6
3
5

(3
5
)

４
，

０
０

０
万

円
以

上
５

，
０

０
０

万
円

未
満

2
7
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
,0

0
0
＋

6
1
0

(3
6
)

３
，

０
０

０
万

円
以

上
４

，
０

０
０

万
円

未
満

3
1
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
,0

0
0
＋

5
9
4

(3
7
)

２
，

５
０

０
万

円
以

上
３

，
０

０
０

万
円

未
満

1
9
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

5
,0

0
0
＋

5
7
3

(3
8
)

２
，

０
０

０
万

円
以

上
２

，
５

０
０

万
円

未
満

2
3
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

5
,0

0
0
＋

5
5
3

(3
9
)

１
，

５
０

０
万

円
以

上
２

，
０

０
０

万
円

未
満

2
8
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

5
,0

0
0
＋

5
3
3

(4
0
)

１
，

２
０

０
万

円
以

上
１

，
５

０
０

万
円

未
満

1
9
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

3
,0

0
0
＋

5
2
2

(4
1
)

１
，

０
０

０
万

円
以

上
１

，
２

０
０

万
円

未
満

1
6
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

2
,0

0
0
＋

5
0
2

(4
2
)

１
，

０
０

０
万

円
未

満
3
4
1
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
,0

0
0
＋

2
4
1

注
）
　

点
数

に
小

数
点

以
下

の
端

数
が

あ
る

場
合

は
、

こ
れ

を
切

り
捨

て
る

。

　　
５５

..　　
ＷＷ

（（
そそ

のの
他他

社社
会会

性性
等等

））

許
可

を
受

け
た

建
設

業
に

係
る

建
設

工
事

の
種

類
別

年
間

平
均

元
請

完
成

工
事

高

　　
４４

..  
--
((22

))　　
ＺＺ

22
（（
元元

請請
完完

成成
工工

事事
高高

））
　　

　　
　　

■■
許許

可可
をを

受受
けけ

たた
建建

設設
業業

のの
種種

類類
別別

のの
技技

術術
職職

員員
のの

数数
及及

びび
許許

可可
をを

受受
けけ

たた
建建

設設
業業

にに
係係

るる
　　

　　
　　

　　
  建建

設設
工工

事事
のの

種種
類類

別別
年年

間間
平平

均均
元元

請請
完完

成成
工工

事事
高高

のの
評評

点点

▼
元

請
完

成
工

事
高

の
点

数
（
Ｚ

2
）
は

、
許

可
を

受
け

た
建

設
業

の
種

類
毎

の
直

前
2
年

又
は

直
前

3
年

の
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

を
以

下
の

テ
ー

ブ
ル

表
に

当
て

は
め

て
求

め
る

。
▼

た
だ

し
、

直
前

２
年

平
均

又
は

直
前

３
年

平
均

の
選

択
に

つ
い

て
は

、
Ⅹ

１
（
完

成
工

事
高

）
の

方
法

と
同

一
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。

－214－



　　
　　

　　
■■

そそ
のの

他他
のの

審審
査査

項項
目目

（（
社社

会会
性性

等等
））
のの

評評
点点

後
述

の
W

1
～

W
9
で

算
出

し
た

点
数

を
用

い
，

以
下

の
計

算
式

か
ら

W
を

求
め

る
。

（（
２２

））
元元

請請
完完

成成
工工

事事
高高

（（
ＺＺ

22
））

W
＝

（
W

1
＋

W
2
＋

W
3
＋

W
4
＋

W
5
+
W

6
＋

W
7
＋

W
8
＋

W
9
＋

W
1
0
）
×

１
０

×
１

９
０

/
２

０
０

区
分

点
　

数

(1
)

１
，

０
０

０
億

円
以

上
2
8
6
5

(2
)

８
０

０
億

円
以

上
１

，
０

０
０

億
円

未
満

1
1
9
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

2
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

2
,2

7
0

(3
)

６
０

０
億

円
以

上
８

０
０

億
円

未
満

1
4
5
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

2
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

2
,1

6
6

(4
)

５
０

０
億

円
以

上
６

０
０

億
円

未
満

8
7
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

2
,0

7
9

(5
)

４
０

０
億

円
以

上
５

０
０

億
円

未
満

1
0
4
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,9

9
4

(6
)

３
０

０
億

円
以

上
４

０
０

億
円

未
満

1
2
6
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,9

0
6

(7
)

２
５

０
億

円
以

上
３

０
０

億
円

未
満

7
6
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

5
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,8

2
8

(8
)

２
０

０
億

円
以

上
２

５
０

億
円

未
満

9
0
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

5
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,7

5
8

(9
)

１
５

０
億

円
以

上
２

０
０

億
円

未
満

1
1
0
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

5
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,6

7
8

(1
0
)

１
２

０
億

円
以

上
１

５
０

億
円

未
満

8
1
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

3
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,6

0
3

(1
1
)

１
０

０
億

円
以

上
１

２
０

億
円

未
満

6
3
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

2
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,5

4
9

(1
2
)

８
０

億
円

以
上

１
０

０
億

円
未

満
7
5
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

2
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,4

8
9

(1
3
)

６
０

億
円

以
上

８
０

億
円

未
満

9
2
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

2
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,4

2
1

(1
4
)

５
０

億
円

以
上

６
０

億
円

未
満

5
5
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,3

6
7

(1
5
)

４
０

億
円

以
上

５
０

億
円

未
満

6
6
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,3

1
2

(1
6
)

３
０

億
円

以
上

４
０

億
円

未
満

7
9
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
,0

0
0
,0

0
0
＋

1
,2

6
0

(1
7
)

２
５

億
円

以
上

３
０

億
円

未
満

4
8
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

5
0
0
,0

0
0
＋

1
,2

0
9

(1
8
)

２
０

億
円

以
上

２
５

億
円

未
満

5
7
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

5
0
0
,0

0
0
＋

1
,1

6
4

(1
9
)

１
５

億
円

以
上

２
０

億
円

未
満

7
0
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

5
0
0
,0

0
0
＋

1
,1

1
2

(2
0
)

１
２

億
円

以
上

１
５

億
円

未
満

5
0
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

3
0
0
,0

0
0
＋

1
,0

7
2

(2
1
)

１
０

億
円

以
上

１
２

億
円

未
満

4
1
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

2
0
0
,0

0
0
＋

1
,0

2
6

(2
2
)

８
億

円
以

上
１

０
億

円
未

満
4
7
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

2
0
0
,0

0
0
＋

9
9
6

(2
3
)

６
億

円
以

上
８

億
円

未
満

5
7
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

2
0
0
,0

0
0
＋

9
5
6

(2
4
)

５
億

円
以

上
６

億
円

未
満

3
6
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
0
,0

0
0
＋

9
1
1

(2
5
)

４
億

円
以

上
５

億
円

未
満

4
0
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
0
,0

0
0
＋

8
9
1

(2
6
)

３
億

円
以

上
４

億
円

未
満

5
1
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
0
,0

0
0
＋

8
4
7

(2
7
)

２
億

５
，

０
０

０
万

円
以

上
３

億
円

未
満

3
0
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

5
0
,0

0
0
＋

8
2
0

(2
8
)

２
億

円
以

上
２

億
５

，
０

０
０

万
円

未
満

3
5
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

5
0
,0

0
0
＋

7
9
5

(2
9
)

１
億

５
，

０
０

０
万

円
以

上
２

億
円

未
満

4
5
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

5
0
,0

0
0
＋

7
5
5

(3
0
)

１
億

２
，

０
０

０
万

円
以

上
１

億
５

，
０

０
０

万
円

未
満

3
2
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

3
0
,0

0
0
＋

7
3
0

(3
1
)

１
億

円
以

上
１

億
２

，
０

０
０

万
円

未
満

2
6
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

2
0
,0

0
0
＋

7
0
2

(3
2
)

８
，

０
０

０
万

円
以

上
１

億
円

未
満

2
9
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

2
0
,0

0
0
＋

6
8
7

(3
3
)

６
，

０
０

０
万

円
以

上
８

，
０

０
０

万
円

未
満

3
6
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

2
0
,0

0
0
＋

6
5
9

(3
4
)

５
，

０
０

０
万

円
以

上
６

，
０

０
０

万
円

未
満

2
2
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
,0

0
0
＋

6
3
5

(3
5
)

４
，

０
０

０
万

円
以

上
５

，
０

０
０

万
円

未
満

2
7
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
,0

0
0
＋

6
1
0

(3
6
)

３
，

０
０

０
万

円
以

上
４

，
０

０
０

万
円

未
満

3
1
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
,0

0
0
＋

5
9
4

(3
7
)

２
，

５
０

０
万

円
以

上
３

，
０

０
０

万
円

未
満

1
9
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

5
,0

0
0
＋

5
7
3

(3
8
)

２
，

０
０

０
万

円
以

上
２

，
５

０
０

万
円

未
満

2
3
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

5
,0

0
0
＋

5
5
3

(3
9
)

１
，

５
０

０
万

円
以

上
２

，
０

０
０

万
円

未
満

2
8
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

5
,0

0
0
＋

5
3
3

(4
0
)

１
，

２
０

０
万

円
以

上
１

，
５

０
０

万
円

未
満

1
9
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

3
,0

0
0
＋

5
2
2

(4
1
)

１
，

０
０

０
万

円
以

上
１

，
２

０
０

万
円

未
満

1
6
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

2
,0

0
0
＋

5
0
2

(4
2
)

１
，

０
０

０
万

円
未

満
3
4
1
×

（
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

）
÷

1
0
,0

0
0
＋

2
4
1

注
）
　

点
数

に
小

数
点

以
下

の
端

数
が

あ
る

場
合

は
、

こ
れ

を
切

り
捨

て
る

。

　　
５５

..　　
ＷＷ

（（
そそ

のの
他他

社社
会会

性性
等等

））

許
可

を
受

け
た

建
設

業
に

係
る

建
設

工
事

の
種

類
別

年
間

平
均

元
請

完
成

工
事

高

　　
４４

..  
--
((22

))　　
ＺＺ

22
（（
元元

請請
完完

成成
工工

事事
高高

））
　　

　　
　　

■■
許許

可可
をを

受受
けけ

たた
建建

設設
業業

のの
種種

類類
別別

のの
技技

術術
職職

員員
のの

数数
及及

びび
許許

可可
をを

受受
けけ

たた
建建

設設
業業

にに
係係

るる
　　

　　
　　

　　
  建建

設設
工工

事事
のの

種種
類類

別別
年年

間間
平平

均均
元元

請請
完完

成成
工工

事事
高高

のの
評評

点点

▼
元

請
完

成
工

事
高

の
点

数
（
Ｚ

2
）
は

、
許

可
を

受
け

た
建

設
業

の
種

類
毎

の
直

前
2
年

又
は

直
前

3
年

の
年

間
平

均
元

請
完

成
工

事
高

を
以

下
の

テ
ー

ブ
ル

表
に

当
て

は
め

て
求

め
る

。
▼

た
だ

し
、

直
前

２
年

平
均

又
は

直
前

３
年

平
均

の
選

択
に

つ
い

て
は

、
Ⅹ

１
（
完

成
工

事
高

）
の

方
法

と
同

一
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。

　　
　　

　　
■■

そそ
のの

他他
のの

審審
査査

項項
目目

（（
社社

会会
性性

等等
））
のの

評評
点点

　　
　　

　　
■■

そそ
のの

他他
のの

審審
査査

項項
目目

（（
社社

会会
性性

等等
））
のの

評評
点点

（（
１１

））
労労

働働
福福

祉祉
のの

状状
況況

（（
WW

11
））

（（
２２

））
建建

設設
業業

のの
営営

業業
年年

数数
（（
WW

22
））

　　
◆◆

建建
設設

業業
のの

営営
業業

年年
数数

（（
ＷＷ

22
11
））

　
　

2
) 

退
職

一
時

金
制

度
若

し
く
は

企
業

年
金

制
度

の
導

入
1
)～

3
)の

中
で

該
当

す
る

項
目

の
数

･･
･Y

1

W
1
＝

Y
1
×

1
5
－

Y
2
×

4
0

4
)～

6
)の

中
で

該
当

す
る

項
目

の
数

･･
･Y

2

区
分

営
業

年
数

点
数

区
分

営
業

年
数

点
数

(1
)

3
5
年

以
上

6
0

(1
7
)

1
9
年

2
8

(2
)

3
4
年

5
8

(1
8
)

1
8
年

2
6

(3
)

3
3
年

5
6

(1
9
)

1
7
年

2
4

(4
)

3
2
年

5
4

(2
0
)

1
6
年

2
2

(5
)

3
1
年

5
2

(2
1
)

1
5
年

2
0

(6
)

3
0
年

5
0

(2
2
)

1
4
年

1
8

(7
)

2
9
年

4
8

(2
3
)

1
3
年

1
6

(8
)

2
8
年

4
6

(2
4
)

1
2
年

1
4

(9
)

2
7
年

4
4

(2
5
)

1
1
年

1
2

(1
0
)

2
6
年

4
2

(2
6
)

1
0
年

1
0

(1
1
)

2
5
年

4
0

(2
7
)

9
年

8

(1
2
)

2
4
年

3
8

(2
8
)

8
年

6

(1
3
)

2
3
年

3
6

(2
9
)

7
年

4

(1
4
)

2
2
年

3
4

(3
0
)

6
年

2

(1
5
)

2
1
年

3
2

(3
1
)

5
年

以
下

0

(1
6
)

2
0
年

3
0

　　
◆◆

民民
事事

再再
生生

法法
又又

はは
会会

社社
更更

生生
法法

のの
適適

用用
のの

有有
無無

（（
ＷＷ

22
22
））

区
分

(1
)

(2
)

　
　

6
) 

厚
生

年
金

保
険

未
加

入
（
適

用
除

外
を

除
く
）

　　
５５

..  
--
((11

))　　
ＷＷ

（（
そそ

のの
他他

社社
会会

性性
等等

））
　　

５５
..  

--
((22

))　　
ＷＷ

（（
そそ

のの
他他

社社
会会

性性
等等

））

　
　

1
) 

建
設

業
退

職
金

共
済

制
度

へ
の

加
入

　
　

3
) 

法
定

外
労

働
災

害
補

償
制

度
へ

の
加

入

　
　

4
) 

雇
用

保
険

未
加

入
（
適

用
除

外
を

除
く
）

　
　

5
) 

健
康

保
険

未
加

入
（
適

用
除

外
を

除
く
）

点
数

-
6
0

0

　
平

成
2
3
年

４
月

１
日

以
降

の
申

立
て

に
係

る
再

生
手

続
き

開
始

の
決

定
ま

た
は

更
生

手
続

き
開

始
の

決
定

を
受

け
、

か
つ

、
更

生
手

続
き

終
結

の
決

定
ま

た
は

更
生

手
続

終
結

の
決

定
を

受
け

た
建

設
業

者
は

、
当

該
再

生
手

続
終

結
の

決
定

ま
た

は
更

生
手

続
終

結
の

決
定

を
受

け
た

時
よ

り
起

算
す

る
も

の
と

す
る

。

民
事

再
生

法
ま

た
は

会
社

更
生

法
の

適
用

の
有

無
有 無

　
平

成
2
3
年

４
月

１
日

以
降

の
申

立
て

に
係

る
再

生
手

続
き

開
始

の
決

定
ま

た
は

更
生

手
続

き
開

始
の

決
定

を
受

け
、

か
つ

審
査

基
準

日
以

前
に

再
生

手
続

終
結

の
決

定
又

は
更

生
手

続
き

終
結

を
受

け
て

い
な

い
場

合
に

、
民

事
再

生
法

又
は

会
社

更
生

法
の

適
用

有
り

と
し

て
減

点
し

て
審

査
す

る
も

の
と

す
る

。
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■■

そそ
のの

他他
のの

審審
査査

項項
目目

（（
社社

会会
性性

等等
））
のの

評評
点点

　　
　　

　　
■■

そそ
のの

他他
のの

審審
査査

項項
目目

（（
社社

会会
性性

等等
））
のの

評評
点点

（（
33
））
防防

災災
協協

定定
締締

結結
のの

有有
無無

（（
ＷＷ

33
））

（（
５５

））
建建

設設
業業

のの
経経

理理
のの

状状
況況

（（
ＷＷ

55
））

▼
建

設
業

の
経

理
の

状
況

の
点

数
（
Ｗ

5
）
は

、
監

査
の

受
審

状
況

（
Ｗ

5
1
）
及

び
公

認
会

計
士

等
数

（
Ｗ

5
2
）
の

点
数

の
合

計
と

し
て

求
め

る
。

計計
算算

式式
：：
建建

設設
業業

のの
経経

理理
状状

況況
（（
ＷＷ

55
））
　　

＝＝
　　

監監
査査

のの
受受

審審
状状

況況
のの

点点
数数

（（
ＷＷ

55
11
））
　　

＋＋
　　

公公
認認

会会
計計

士士
等等

数数
のの

点点
数数

（（
ＷＷ

55
22
））

区
分

防
災

協
定

締
結

の
有

無
点

　
数

（
１

）
有

2
0

　
◆

監
査

の
受

審
状

況
（
２

）
無

0
　

　
監

査
の

受
審

状
況

の
点

数
（
Ｗ

5
1
）
は

、
以

下
の

区
分

の
い

ず
れ

か
の

場
合

に
加

点
す

る
。

区
分

点
数

（
１

）
2
0

（
２

）
1
0

（
３

）
2

（
４

）
0

　　
　　

　　
■■

そそ
のの

他他
のの

審審
査査

項項
目目

（（
社社

会会
性性

等等
））
のの

評評
点点

　
◆

公
認

会
計

士
等

数
（（
44
））
法法

令令
遵遵

守守
のの

状状
況況

（（
ＷＷ

44
））

　
　

公
認

会
計

士
等

数
の

点
数

（
Ｗ

5
2
）
は

、
次

の
算

式
に

よ
り

「
公

認
会

計
士

等
数

値
」
を

算
出

し
、

以
下

の
テ

ー
ブ

ル
表

に
当

て
　

　
は

め
て

求
め

る
。

公
認

会
計

士
等

数
値

　
＝

　
公

認
会

計
士

等
の

数
（
登

録
経

理
試

験
１

級
合

格
者

含
む

）
　

×
　

１
　

＋
登

録
経

理
試

験
２

級
合

格
者

の
数

　
×

０
．

４

区
分

点
数

項
目

（
１

）
0

区
分

（
１

）
（
２

）
（
３

）
（
４

）
（
５

）
（
６

）

（
２

）
-
1
5

点
数

1
0

8
6

4
2

0
（
３

）
-
3
0

1
3
.6

以
上

1
0
.8

以
上

7
.2

以
上

5
.2

以
上

2
.8

以
上

1
3
.6

未
満

1
0
.8

未
満

7
.2

未
満

5
.2

未
満

2
.8

未
満

8
.8

以
上

6
.8

以
上

4
.8

以
上

2
.8

以
上

1
.6

以
上

8
.8

未
満

6
.8

未
満

4
.8

未
満

2
.8

未
満

1
.6

未
満

4
.4

以
上

3
.2

以
上

2
.4

以
上

1
.2

以
上

0
.8

以
上

4
.4

未
満

3
.2

未
満

2
.4

未
満

1
.2

未
満

0
.8

未
満

2
.4

以
上

1
.6

以
上

1
.2

以
上

0
.8

以
上

0
.4

以
上

2
.4

未
満

1
.6

未
満

1
.2

未
満

0
.8

未
満

0
.4

未
満

1
.2

以
上

0
.8

以
上

0
.4

以
上

1
.2

未
満

0
.8

未
満

0

0
.4

以
上

―
―

―
―

0

無

▼
防

災
協

定
締

結
の

有
無

の
点

数
（
Ｗ

3
）
は

、
国

、
特

殊
法

人
等

又
は

地
方

公
共

団
体

と
の

間
で

災
害

時
の

防
災

活
動

等
に

つ
い

て
定

め
た

防
災

協
定

を
締

結
し

て
い

る
場

合
に

2
0
点

と
し

て
求

め
る

。

無
法

令
遵

守
の

状
況

監
査

の
受

審
状

況

　　
５５

..  
--
((44

))　　
ＷＷ

（（
そそ

のの
他他

社社
会会

性性
等等

））

▼
法

令
遵

守
の

状
況

の
点

数
（
Ｗ

4
）
は

、
審

査
対

象
年

に
建

設
業

法
第

2
8
条

の
規

定
に

よ
り

指
示

さ
れ

、
又

は
営

業
の

全
部

若
し

く
は

一
部

の
停

止
を

命
ぜ

ら
れ

た
こ

と
が

あ
る

場
合

に
、

以
下

の
テ

ー
ブ

ル
表

に
基

づ
き

求
め

る
。

営
業

の
全

部
若

し
く
は

一
部

の
停

止
を

命
ぜ

ら
れ

た
場

合
指

示
を

さ
れ

た
場

合

１
億

円
以

上
　

1
0
億

円
未

満

　　
５５

..  
--
((55

))　　
ＷＷ

（（
そそ

のの
他他

社社
会会

性性
等等

））
　　

５５
..  

--
((33

))　　
ＷＷ

（（
そそ

のの
他他

社社
会会

性性
等等

））

会
計

監
査

人
の

設
置

会
計

参
与

の
設

置

公
認

会
計

士
等

数
値

6
0
0
億

円
以

上

経
理

処
理

の
適

正
を

確
認

し
た

旨
の

書
類

の
提

出

１
億

円
未

満

年
間

平
均

完
成

工
事

高

1
5
0
億

円
以

上
　

6
0
0
億

円
未

満

4
0
億

円
以

上
　

1
5
0
億

円
未

満

1
0
億

円
以

上
　

4
0
億

円
未

満
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■■

そそ
のの

他他
のの

審審
査査

項項
目目

（（
社社

会会
性性

等等
））
のの

評評
点点

　　
　　

　　
■■

そそ
のの

他他
のの

審審
査査

項項
目目

（（
社社

会会
性性

等等
））
のの

評評
点点

（（
66
））
研研

究究
開開

発発
のの

状状
況況

（（
ＷＷ

66
））

（（
88
））
国国

際際
標標

準準
化化

機機
構構

がが
定定

めめ
たた

規規
格格

にに
よよ

るる
登登

録録
（（
ＷＷ

88
））

区
分

国
際

標
準

化
機

構
が

定
め

た
規

格
に

よ
る

登
録

の
状

況
点

数
（
１

）
第

9
0
0
1
号

及
び

第
1
4
0
0
1
号

の
登

録
1
0

（
２

）
第

9
0
0
1
号

の
登

録
5

区
分

点
数

区
分

点
数

（
３

）
第

1
4
0
0
1
号

の
登

録
5

（
１

）
2
5

（
１

４
）

1
1
億

円
以

上
1
2
億

円
未

満
1
2

（
４

）
無

0
（
２

）
7
5
億

円
以

上
1
0
0
億

円
未

満
2
4

（
１

５
）

1
0
億

円
以

上
1
1
億

円
未

満
1
1

（
３

）
5
0
億

円
以

上
7
5
億

円
未

満
2
3

（
１

６
）

9
億

円
以

上
1
0
億

円
未

満
1
0

（
４

）
3
0
億

円
以

上
5
0
億

円
未

満
2
2

（
１

７
）

8
億

円
以

上
9
億

円
未

満
9

（
５

）
2
0
億

円
以

上
3
0
億

円
未

満
2
1

（
１

８
）

7
億

円
以

上
8
億

円
未

満
8

（
６

）
1
9
億

円
以

上
2
0
億

円
未

満
2
0

（
１

９
）

6
億

円
以

上
7
億

円
未

満
7

（
７

）
1
8
億

円
以

上
1
9
億

円
未

満
1
9

（
２

０
）

5
億

円
以

上
6
億

円
未

満
6

（
８

）
1
7
億

円
以

上
1
8
億

円
未

満
1
8

（
２

１
）

4
億

円
以

上
5
億

円
未

満
5

（
９

）
1
6
億

円
以

上
1
7
億

円
未

満
1
7

（
２

２
）

3
億

円
以

上
4
億

円
未

満
4

（
１

０
）

1
5
億

円
以

上
1
6
億

円
未
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２

３
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２

４
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９
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０
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３
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４
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３
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６
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２
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７
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８
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械
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台
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均
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＋
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。
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計
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、
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台
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台
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台
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1
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台
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台
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0
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円
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上

9
台
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台
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台
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台
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台

1
台

※
評
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，
移

動
式

ク
レ

ー
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建

設
機

械
抵

当
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第
２
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に
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建

設
機

械
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ザ
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）
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気
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工
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財
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設
業
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興
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建

設
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取
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７
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８
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計
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９
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０
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２
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３
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会
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４
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日
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技
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0
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１
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５
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日
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建

築
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連

合
会

1
2

（
１

６
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日
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造
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学

会
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２

）
（
１

７
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日
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会
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８
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工
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会
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３
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９
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日
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建
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２

０
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２
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２

２
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５
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２
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築
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２

４
）

（
一

社
）
電

気
設

備
学

会
1
2

（
６
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２

５
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２

６
）

（
公

財
）
建

築
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２

７
）

（
一

社
）
日

本
建

築
構

造
技

術
者

協
会

1
2

（
８
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９
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２
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３
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４
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５
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７
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８
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０
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÷
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％
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P
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２
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６
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５
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÷
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÷
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受
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２
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～
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～
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÷
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～
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÷
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第第 2222  住住宅宅瑕瑕疵疵担担保保履履行行法法ににつついいてて  

 
 
■住宅瑕疵担保履行法の内容や届出様式については、茨城県建設業担当ホームページでも確認できます。 
 URL：http://www.pref.ibaraki.jp/doboku/kanri/kensetsu/jyuutakuwotaterukatahe.html 
 
■「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」の施行 

住宅を新築する建設工事の発注者及び新築住宅の買主の利益の保護を図るため、平成 21年 10月 1日に「特

定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（平成 19年法律第 66 号）（住宅瑕疵担保履行法）」が施行

され、施行日以降に新築住宅を引き渡す新築住宅の請負人となる建設業者と売主となる宅地建物取引業者に、

10年間の瑕疵担保責任の履行を確保するための資力確保措置が義務づけられました。 
 
■義務付けの対象事業者 
 注文・賃貸住宅の請負人（建設業法の許可を受けた建設業者） 
 分譲住宅の売主（宅地建物取引業法の免許を受けた宅建業者） 

（注）業者同士の取引は対象外 

 
 
■対象となる瑕疵担保責任の範囲 
 住宅品質確保法で定める１０年の瑕疵担保責任の範囲と同じです。 
新築住宅（戸建住宅、分譲マンション、賃貸住宅、グループホーム、ケアホーム等）の 

   ◎構造耐力上主要な部分 
   ◎雨水の浸入を防止する部分 
 
■資力確保の２つの方法 
    資力確保の手段は「「供供託託」」と「「保保険険」」の２種類があります。 

「「供供託託」」は、請負人等が自らの資力で瑕疵担保責任に対応するものであり、供給した戸数に応じて算定さ

れた額の保証金を１０年間、｢供託所｣に預け置くもので、一旦供託すると１０年間は基本的には取り戻すこ

とが出来ません。 
「「保保険険」」は、保険法人に保険料を支払い、保険契約を結ぶので、保険料は掛け捨てになります。 

 
 
 
 

第22　住宅瑕疵担保履行法について
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■供託 
 供託する保証金の額（供託額） 

供給戸数 供   託   額 

      1    2,000万円×戸数 

      1超～10以下      200万円×戸数＋1,800万円 

    10超～50以下       80万円×戸数＋3,000万円 

    50超～100以下       60万円×戸数＋4,000万円 

  100超～500以下       10万円×戸数＋9,000万円 

  500超～1,000 以下        8万円×戸数＋1億円 

・・・ ・・・ 

 
■保険 
  保険は、国土交通大臣が指定した「住宅瑕疵担保責任保険法人」に保険料を支払い保険契約を締結するも

のです。請負人等が瑕疵の補修などを行った場合は、その要した費用に対して保険金が支払われます。万一、

請負人等が倒産等により補修が出来ない場合には、住宅発注者に直接保険金が支払われます。 

 
 住宅瑕疵担保責任保険法人 

    国土交通大臣の指定を受けた保険法人は次のとおりです。 

① 株式会社 住宅あんしん保証     (TEL：03-3562-8120) 

② 財団法人 住宅保証機構       (TEL：03-6435-8870)  

③ 株式会社 日本住宅保証検査機構   (TEL：03-6861-9210) 

④ 株式会社 ハウスジーメン      (TEL：03-5408-8486) 

⑤ ハウスプラス住宅保証 株式会社   (TEL：03-4531-7200)  

⑥ たてもの 株式会社         (TEL：03-6280-7241) 

※上記法人には保険申込みを行える取次店があります。詳しくは各法人にお問い合わせ下さい。 
 保険の料金 

 保険料は、各保険法人によって異なります。また、一定要件（戸数や事業者数）を満たす場合、割

引等のメニューも用意されています。 
 保険加入のタイミング 

保険加入においては、原則として保険法人の現場検査を工事中に実施するため、保険は着工前に申

し込むことが必要です。 
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■重要事項の説明義務 
 供託の場合 

    請負契約締結時までに、保証金の供託をしている供託所の名称・所在地等について書面を交付 
 保険の場合 

（契約締結時） 
建設工事請負契約の内容を記載する書面に保険契約の内容（保険法人の名称、保険期間、保険金額、

保険の対象となる瑕疵の範囲）を記載 
（保険証券発行時） 

         保険法人が発行する「保険付保証明書」を交付 
 
■許可行政庁への届出 

新築住宅を引渡した建設業者や宅建業者による保証金の供託やこれに代わる住宅瑕疵担保責任保険契約

の締結が確実、適正に行われているかを把握し確認するため、年１回※の基準日(３３月月３３１１日日)ごとに、供託

や保険の状況について、基準日から３週間以内（４４月月２２１１日日）までに許可行政庁への届出が必要となります。

本県においては、建設業者は監理課へ、宅建業者は建築指導課へそれぞれ郵便により届け出ることとしてい

ます。 

なお、この届出を行わない場合、基準日から５０日を経過した日以降、新築住宅の請負契約や売買契約を

新たに締結することが禁止されます。 

 ※令和３年９月３０日より改正住宅瑕疵担保履行法が施行され、基準日が年１回となった。 

 

 手続きの流れ 
4月 1日             3月 31日       4月 21日      5月 20日        

 
 
 

 

 

 

 

 

  

 届出先 

（茨城県知事建設業許可業者の場合） 

〒３１０－８５５５ 茨城県水戸市笠原町９７８番６ 
              茨城県 土木部 監理課 建設業グループ 

（茨城県知事宅建業免許業者の場合） 

〒３１０－８５５５ 茨城県水戸市笠原町９７８番６ 
              茨城県 土木部 都市局 建築指導課 監察・免許グループ 

（国土交通大臣建設業許可業者の場合） 
〒３３０－９７２４  埼玉県さいたま市中央区新都心２番地１ さいたま新都心合同庁舎２号館 

 国土交通省関東地方整備局 建政部 建設産業第一課 
   ※県を経由せずに、直接、関東地方整備局へ。 

 

                      

 新規住宅の引渡し    

                 

                      

                      

                      

 

(基準日) 

 

許可行政庁への 

届出 

 

      3週間 

      50日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規請負     

契約の禁止   
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 届出方法 

郵郵  送送 （簡易書留郵便など確実な方法により提出願います。） 

・提出部数は１１部部です。 
・封筒の表に『住宅瑕疵担保履行法届書在中』と朱書きして下さい。 
・届出書控えが必要な場合は、返信用の切手を貼付した封筒を同封の上、２部提出して下さい。 
 １部は受付印を押してお返しします。【注：届出の内容が適正であることの証明ではありません。】 
 

 届出書類 
     ①  届届出出書書（（第第一一号号様様式式））    「住宅建設瑕疵担保保証金の供託及び住宅建設瑕疵担保責任保険契約の

締結の状況についての届出書」 
                       

     ②  一一覧覧表表（（第第一一号号のの二二様様式式））「住宅建設瑕疵担保保証金の供託及び住宅建設瑕疵担保責任保険契約の 
締結の状況の一覧表」 
※保険のみの場合、保険法人の発行する「保保険険契契約約締締結結証証明明書書【【明明細細】】」 

でも可 

     ③  供供託託書書のの写写しし（基準日前６月間において新たに保証金を供託した場合） 

   ④  保険法人が発行する「保保険険契契約約締締結結証証明明書書」（（原原本本））   

     

  ※第一号様式、第一号の二様式は、茨城県建設業担当ホームページからダウンロードできます。 
   保険のみの場合には、簡易版もご活用いただけます。 
   http://www.pref.ibaraki.jp/doboku/kanri/kensetsu/jyuutakuwotaterukatahe.html 
   
  ※基準日時点で引き渡した新築住宅の合計戸数が「１戸」以上の場合は、上記①、②、③（または、④） 
   の書類の提出が必要です。 
   
  ※基準日時点で引き渡した新築住宅の合計戸数が「０戸」であった場合には、上記①のみ提出が必要です。 

 ①の届出書を作成する際には、住宅瑕疵担保責任保険法人名を忘れずに記載していただくか、④の「保 
 険契約締結証明書」を添付していただくようお願いいたします。 
 
◆注注意意事事項項（提出前に再度ご確認をお願いします。） 

・押印する場合は、法人であれば代表者印が押印してあるか。 
・提出書類が全て揃っているか。 
・届出時の許可番号の欄に建設業許可番号が記載されているか。 

届出書の内容等に不備がある場合、再提出をお願いする場合があります。 
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■監督処分と罰則 

住宅瑕疵担保履行法に違反した場合は、同法による罰則が科されるほか、建設業の適正な実施の確保 
の観点から、建設業法に基づき必要な監督処分も課されることになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

違
反
例

資力確保措置を行わ
ない
［履行法第3条第1項］

届出を行わない

虚偽の届出をした
［履行法第4条第1項］

契約の制限期間に新
規契約を締結
［履行法第5条］

契約締結までに供
託に関する説明を
行わない
［履行法第10条］

住
宅
瑕
疵
担
保
履
行
法

新規契約の制限 新規契約の制限

罰則

・50万円以下の罰金

・法人に対し両罰規定

罰則

・1年以下の懲役若しく
は100万円以下の罰金
またはこれの併科

・法人に対し両罰規定

建
設
業
法

指示処分
［業法第28条第1項及び第4項
（第1項第9号該当）］

指示処分
［業法第28条第1項及び第4
項］

指示処分
［業法第28条第1項及び第4項
（第1項第9号該当）］

指示処分
［業法第28条第1項及び第4
項］

<情情状状がが重重いいとときき>
営業停止処分

1年以内の営業の全部
又は一部の停止命令
［業法第28条第3項（第1項第9
号該当） ］

<情情状状がが重重いいとときき>
営業停止処分

1年以内の営業の全部
又は一部の停止命令
［業法第28条第3項（第1項第9
号該当） ］

<情情状状がが特特にに重重いいとときき>
許可の取り消し
［業法第29条第1項］

<情情状状がが特特にに重重いいとときき>
許可の取り消し
［業法第29条第1項］

違
反
例

資力確保措置を行わ
ない
［履行法第3条第1項］

届出を行わない

虚偽の届出をした
［履行法第4条第1項］

契約の制限期間に新
規契約を締結
［履行法第5条］

契約締結までに供
託に関する説明を
行わない
［履行法第10条］

住
宅
瑕
疵
担
保
履
行
法

新規契約の制限 新規契約の制限

罰則

・50万円以下の罰金

・法人に対し両罰規定

罰則

・1年以下の懲役若しく
は100万円以下の罰金
またはこれの併科

・法人に対し両罰規定

建
設
業
法

指示処分
［業法第28条第1項及び第4項
（第1項第9号該当）］

指示処分
［業法第28条第1項及び第4
項］

指示処分
［業法第28条第1項及び第4項
（第1項第9号該当）］

指示処分
［業法第28条第1項及び第4
項］

<情情状状がが重重いいとときき>
営業停止処分

1年以内の営業の全部
又は一部の停止命令
［業法第28条第3項（第1項第9
号該当） ］

<情情状状がが重重いいとときき>
営業停止処分

1年以内の営業の全部
又は一部の停止命令
［業法第28条第3項（第1項第9
号該当） ］

<情情状状がが特特にに重重いいとときき>
許可の取り消し
［業法第29条第1項］

<情情状状がが特特にに重重いいとときき>
許可の取り消し
［業法第29条第1項］
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県工事を受注希望される皆さんへ 
 

茨茨城城県県かかららののおお願願いい  
 
 茨城県が発注する建設工事について、受注者（建設業者）は、次の事項について留意されるようお

願いいたします。 
 
１．県内業者・県内産資材の積極的活用について 
 県工事を受注される建設業者の方は、県内産業健全育成のため次の点に留意されるようお願いいた

します。 
① 受注者が下請業者を使用する場合は、できるだけ茨城県内に主たる営業所（本店）を有する業

者を選定してください。 
② 受注者が使用する建設資材については、できるだけ県内産資材（県内で生産されるもの又は県

内に本店を有する業者が取り扱うもの）を選定してください。 
 
２．発注者への提出書類について 
 県工事を受注された方は、茨城県建設工事施工適正化指針（令和３年４月改正）を順守して適正な

施工をされるようお願いいたします。 
 県工事においては、県から直接建設工事を請け負った建設業者は、次の書類を発注者に提出しなけ

ればならないこととしています。 
① 下請負契約がある場合 

・施工体制台帳（作業員名簿を含む。） 
・施工体系図 

② 一次下請以下の下請負業者が再下請契約を行う場合 
・再下請負通知書（作業員名簿を含む。） 

③ その請負代金額が５００万円以上になるもの 
・建設業退職金共済組合に係る掛金収納状況の報告 

④ 全ての県工事 
・現場代理人及び主任・監理技術者の選任通知 

 
 なお、工事監督機関の長は、工事現場の施工体制が提出された「施工体制台帳」等の記載に合致し

ているか点検するため、現場の立入検査を実施することとなっておりますので、点検を求められたと

きは御協力をお願いいたします。 
 
３．社会保険等の加入に関する下請への指導等について 
 県工事を受注された建設業者の方は、下請企業及びその労働者の社会保険等への加入を促進するた

め、国の定めた「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」（令和２年１０月一部改訂）に規

定された元請企業としての役割と責任について果たしていただきますようお願いいたします。 
 （主な役割等） 
  ・社会保険等に加入する義務があるにもかかわらず加入していない建設業者を下請企業に選定し

ないこと。 
  ・提出された作業員名簿等により、加入義務があるのに未加入の作業員が発覚した場合は、作業

員名簿を作成した下請企業に対し、適切に加入させるよう指導すること。 
  ・法定福利費を内訳明示した見積書の提出について、下請企業に対する見積条件に明示し、提出

された場合は、その見積書を尊重すること。 
  ・法定福利費を一方的に削減したり、労務費そのものや他の費用で減額調整を行うなど、実質的

に法定福利費を賄うことができない金額で下請と建設工事の請負契約を締結することは厳に

慎むこと。 
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建設工事の発注者の皆様へ

工工期期ダダンンピピンンググはは
ややめめままししょょうう

工期ダンピング（著しく短い工期で

の請負契約）は、建設業法で
禁止されています。

工期ダンピングは、建設業の就業者

に長時間労働を強いるだけでなく、

事故の発生や手抜き工
事につながる恐れがあります。

建設業者は、発注者の皆様にとって

重要なパートナーであることをご

理解いただき、適正な工期
の設定をお願いします。
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工期ダンピングとは

●「その注文した建設工事を施工するために通常必要と認め
られる期間に比して著しく短い期間を工期とする請負契約」
（建設業法第19条の５）をいいます。

●「通常必要と認められる期間に比して著しく短い期間」とは、
「工期に関する基準」を踏まえていない場合、過去の同種類
似工事の工期より短い場合、違法な長時間労働等の不適
切な状態で工事を行うことをいいます。

なぜ工期ダンピングが禁止されたのですか

●建設業は、社会資本の整備や維持管理の担い手であり、災
害時には「地域の守り手」として、地域社会の安全・安心を守
る役割を果たしていますが、他の産業に比べて相当長い労
働時間となっています。

●このため、官民一体となって働き方改革を進めていますが、
工期ダンピングによる早出・残業や土日・休日出勤が、長時
間労働の原因となっています。

●このような状況を改善するため、令和元年に建設業法が改
正され、工期ダンピングが禁止されました。

「工期に関する基準」とはなんですか

●適正な工期の設定や見積りにあたり、発注者と受注者が考
慮すべき事項が記載されたものです。(令和２年７月20日
中央建設業審議会勧告)

●裏面に、考慮すべき事項をチェックリストにしましたので、ご
活用ください。
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どのような場合が、

工期ダンピングになるのですか
●発注者が、早期の引渡しを受けるため、建設業者に対して、
一方的に通常よりもかなり短い工期で請負契約を締結した
場合

●建設業者が、通常必要と認められる工期を発注者に提示し
たにもかかわらず、それよりもかなり短い工期で請負契約を
締結した場合

●建設業者に責任のない理由で、当初の工期を変更する場合
、通常よりもかなり短い期間を工期で契約を変更した場合

工期ダンピングをすると、どうなるのですか

●発注者に対し、国土交通大臣又は都道府県知事が必要な
勧告を行うことがあります。

●また、勧告に従わない場合は、公表される場合があります。

工期ダンピングをならないようにするためには、

どうすればよいですか

●請負契約を締結するまでに、工期の設定に影響を及ぼす事
象（※）について、建設業者に情報を提供してください。
※地盤の沈下や地下埋設物による土壌の汚染など地中の状態に起因する

事象。騒音や振動など周辺の環境に配慮が必要な事象

●建設業者に、工期の見積りを依頼してください。
●請負契約の締結にあたっては、「工期に関する基準」や建設
業者の見積りを踏まえ、建設業者と協議・合意し、適正な工
期を設定してください。

●売買や賃貸借をする場合は、その相手方に、災害や不可抗
力等により、引渡日の変更がありうることを説明してくださ
い。
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※このほかに、工程別や分野別に考慮すべき事項もありますので、下
記のURLで確認の上、適正な工期を設定してください。
https://210.248.150.33/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk1_000190.html

お問合せ先 茨城県土木部監理課 ☎０２９(３０１)４３３４

チェックリスト
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